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序章 
第１ 問題関心の指摘と論文のテーマ提示 
差止訴訟においては，被害の存在ないしその可能性，加害行為と被害との間の因果
関係，侵害の程度が違法であることについて，原告に主張・立証責任が課されるのが
原則である。しかし，公害訴訟においては，科学的・専門的知識を要するため，原告
（住民）が因果関係を立証することは困難である一方，被告（事業者）は，科学的・
専門的知識や情報量においても，経済的側面においても，有利な立場に立っている。
そのため，訴訟上の地位の実質的平等を実現するべく，原告の立証責任を軽減する必
要性が従来から主張されている。近時の環境問題における産業廃棄物処理施設の操業
禁止訴訟においても、裁判実務上は、公害訴訟における因果関係の主張立証の困難性
が高いハードルとなっている。 
近年，廃棄物処理施設の操業差止に関する民事判例，道路に関連する大気汚染に関
する民事判例が多く出される状況があり，前者においては，特に産業廃棄物処理施設
に関して多数の認容事例が出ている。他方，後者においては，若干の認容事例を除い
ては，請求が不適法却下とされるか，因果関係が認められず請求棄却となるものが大
半を占めている。因果関係が認められない理由として考えられるのは，①対象となる
大気汚染物質（二酸化硫黄，二酸化窒素，浮遊性粒子状物質）が，産業廃棄物処理施
設と異なり（ダイオキシン類），有害性が低いことから，健康被害との間の因果関係の
立証困難であること，②道路に関連する大気汚染の発生源が，産業廃棄物処理施設と
異なり，加害者が多数であるがゆえの因果関係立証の困難性が挙げられる。 
②の複数汚染源に対する差止における因果関係の立証軽減のための根拠及び要件に
ついては，従来，学説（個別的差止説，分割的差止説，連帯的差止説，引込説）の議
論があった。しかし、そもそも差止請求権は明文に規定がなく法的根拠から争いがあ
るところであり、近年はむしろ差止請求権の法的根拠の議論が中心であり、複数汚染
源に対する差止請求の根拠及び要件についてはあまり議論されていない。複数汚染源
に対する差止請求権の根拠及び要件について直接判示した判例もあらわれていない。 
しかし、近年、複数汚染源の大気汚染訴訟である尼崎公害訴訟事件、名古屋南部公
害訴訟事件において、差止を認める判例が出されている。また，差止の根拠論，共同
不法行為ないし競合的不法行為論、抽象的差止の適法性に関する学説も進展している
状況において，因果関係の立証軽減のための複数汚染源に対する差止の根拠及び要件
に関しても，何らかの示唆が得られるのではないかとの問題意識を持ったところであ
る。 
複数汚染源に対する差止の根拠及び要件が整理されれば、従前関わった所沢市三富
地域に多数乱立した産業廃棄物処理施設による大気汚染訴訟にも役に立ったのではな
いかと思われるし、今後も大気汚染公害訴訟の他、同一水系における水質汚濁公害訴
訟等の要件の検討にも役立つと思われる。 
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そのため，本論文では、複数汚染源の差止に関する先行研究，近年の大気汚染に関
する判例を前提に、学説の進展を踏まえて、被害者の立証軽減の立場から因果関係を
擬制ないし推定して複数汚染源に対する全部の差止義務を認めるための根拠及び要件
を検討する。 
 
第２ 分析の視点 
従来、複数汚染源に対する差止における因果関係の立証軽減の観点から、学説（個
別的差止説，分割的差止説，連帯的差止説，引込説）の議論はあったが、判例で採
用されていないのはなぜか。 
第一に、理論的に難解な問題が多く、実務的に適用するのが困難であったことが
挙げられる。すなわち、前述のとおり、差止請求権については、民法上明文の規定
がなく、法的根拠について大きな争いがあり、現在も争点として残っている。当然、
複数汚染源に対する差止についても、民法上明文の規定はなく、因果関係を擬制な
いし推定する根拠及び要件は、単数汚染源に対する差止以上に問題となる。前述の
複数汚染源に対する差止についての学説の一つである連帯的差止説によると、因果
関係を擬制ないし推定する根拠として、共同不法行為の規定（民法７１９条）を類
推適用することが主張されていたが、差止請求権の根拠についての判例及び通説的
見解である権利説から、共同不法行為の規定の類推適用の可否が問題とされてきた
のである。 
第二に、差止判決を得て、執行することにより解決することが困難であることが
挙げられる。すなわち、単数汚染源に対する差止請求でさえ、具体的に侵害防止措
置を特定して差止を求めることは困難であるとされており（公害や生活妨害事件で
は、紛争の原因となった侵害行為の発生源がすべて被告の支配領域内にあり侵害の
発生及び伝達のメカニズムは複雑なので、有効な防止措置を被害者が確知すること
はできない反面、侵害防止措置は加害者自身が最もよく知っているはずであり、そ
の防止手段としては複数のものがありうる。）、抽象的差止請求の適法性が請求の特
定や執行の可否の観点から問題となってきた。複数汚染源に対する差止については
その点がさらに問題となることは必然であり、最終的には和解や政治的解決を狙っ
て訴訟を起こすしかないとされてきたところである。 
以上の理論上、執行上の問題からすると、因果関係を擬制ないし推定するための
複数汚染源に対する根拠及び要件を検討することは理論上、実務上、さまざまな難
解な問題があり、全てについて明快に解決することは困難を極める。しかし、裁判
実務において、当事者の利害関係を適切に調整し、地域住民ひいては国民全体の健
康な生活の確保に向けて公害訴訟を前進させることを目指して、因果関係を擬制な
いし推定するための複数汚染源に対する根拠及び要件を検討するにあたり、以下の
とおり分析の視点を設定する。 
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① 可能な限り、実務的に成り立ちうる解釈に立つこと、すなわち、学説上争いが
ある点は、判例及び通説的見解を前提に議論を進めることとする。また、判例を
重視する立場から、本件では複数汚染源の差止に関する判例として大気汚染公害
訴訟に関する判例を分析する。 
② 可能な限り、判決を得て執行することで、問題を解決することができるような
解釈を意識する。 
判決主文、執行方法については、給付命令・給付条項の明確な表示が要求され
るため、法的解決の提案は困難を極めるが、可能な限り執行方法を意識して検討
をすることとする。 
 
第３ 分析の方法 
１ 従来の複数汚染源に対する差止の学説の整理及び分析 
議論の前提として、従前の複数汚染源に対する差止の学説を整理し、分析する。
その上で、複数汚染源に対する差止についての学説の一つである連帯的差止説に
よると、因果関係を擬制ないし推定する根拠として、共同不法行為の規定（民法
７１９条）を類推適用することが主張されており、因果関係を擬制ないし推定す
る根拠として共同不法行為の規定を類推適用できるか否かが議論の中心であった
ことを把握する。 
２ そこで、まず、共同不法行為の規定の類推適用の可否につき、現在の学説・大気
汚染公害訴訟に関する判例を分析して検討する。 
先行研究の当時と異なり、学説においては、共同不法行為の理論につき、民法７
１９条１項前段、後段の内容・適用関係、関連共同性の内容、共同不法行為と競
合的不法行為との関係等の議論の進展があるほか、差止の根拠につき、違法侵害
説、環境秩序説等の学説の進展があった。 
判例においても、損害賠償につき、民法７１９条１項前段、後段の内容・適用関
係、関連共同性の内容、共同不法行為と競合的不法行為との関係について判示す
るものが出されている。複数汚染源の差止を認めた判例も出されており、その理
論構成を検討する余地がある（第２章第３ ２で整理及び分析する判例⑥）。 
そのため、判例・通説的見解を前提に現在の学説を分析し、また、複数汚染源に
対する差止訴訟の代表として大気汚染公害訴訟における判旨を分析した上で、因
果関係を擬制ないし推定するための複数汚染源に対する差止の根拠及び要件とし
て、共同不法行為の類推適用が可能か否かを検討する。結論先取りになるが、差
止請求権の法的根拠に関する判例及び通説的見解である権利説に立つと、共同不
法行為の規定の類推適用は困難であると考える。 
３ その上で、因果関係を擬制ないし推定するための複数汚染源に対する差止の根拠
及び要件を検討するにあたり、全部差止義務の効果の内容、現在の抽象的差止訴訟
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に関する学説・判例を整理した上で、損害賠償とは異なる全部差止義務による執行
上の問題を検討する。 
この点、学説では、抽象的差止請求を適法とした上で、執行方法を検討する議論
もなされている。判例においても、抽象的差止請求につき、請求の特定ないし執行
の可否の観点から検討した上で適法と判断されるものが出ており、大気汚染訴訟に
おいては実体判断に入っているものも出ている（第２章第３ ２で整理及び分析す
る判例④～判例⑧）。複数汚染源に対する抽象的差止請求の適法性について判示す
るものものある（第３章第２ ３で整理及び分析する千葉川鉄公害訴訟事件、第２
章第３ ２で整理及び分析する判例②、判例④及び判例⑧）。そして、全部差止義
務の執行上の問題を解決するためには、被告相互間に全部差止義務の履行協力義務
関係が必要であることを指摘する（履行協力義務の実質的根拠）。 
さらに、複数汚染源の各汚染者が負う差止義務の実体法上の性質につき、差止請
求権の法的根拠についての権利説の立場から実体法上類似すると考えられる、所有
権に基づく共有物の引渡請求ないし共有登記の抹消登記請求などの判例を分析し
て検討する。そして、被告相互間における全部差止義務の履行協力義務の形式的根
拠を指摘する。 
被告相互間における全部差止義務の履行協力義務関係を踏まえて、因果関係を擬
制ないし推定する複数汚染源に対する差止の根拠及び要件についての仮説を提示
する。さらに、実務上成り立ちうるかという観点から大気汚染公害訴訟に関する判
例を踏まえて仮説を検証することにする。 
 
第４ 構成 
以上の分析の方法を踏まえて、本論文は以下のとおりの構成とする。 
まず、因果関係の立証軽減を図るために、従来なされてきた複数汚染源に対する
差止に関する学説を整理し、分析する（第１章）。 
次に、複数汚染源に対する差止請求の根拠及び要件につき、判例・学説の進展を
踏まえて、共同不法行為の規定を類推適用をし、共同不法行為における関連共同
性を要件とすることの可否について検討する（第２章）。 
さらに、複数汚染源に対して因果関係を擬制ないし推定するための差止請求をす
るために、被告らの関係として求められる要件とは何か。損害賠償とは異なる複
数汚染源に対する差止の効果の観点及び差止義務の実体法上の性質の観点から、
どのような要件となしうるか検討する。その上で、複数汚染源に対する差止請求
の被告らの関係要件についての仮説を提示し、実務上成り立ちうるかという観点
から大気汚染公害訴訟に関する判例を踏まえて仮説を検証する（第３章）。 
最後に、複数汚染源に対して因果関係を擬制ないし推定するための差止の根拠及
び要件を整理し、提案するとともに、訴訟及び執行の一つのモデルを示すことを
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試みることとしたい（第４章）。 
 
第５ 用語の整理 
なお、本論文において学説及び判例を分析し、その検討を進めるためには、予め
若干の用語を整理しておく必要がある。 
後述のとおり、複数汚染源の差止に関する学説のうち、特に連帯的差止説は、共
同不法行為（民法７１９条）の規定を類推適用して共同不法行為の要件を充たす場
合に全部の被害に対する因果関係を擬制ないし推定して、各加害者に対する全部の
差止義務（各排出量を排出量を限度）を認めるというものである。しかし、本論文
では、被害者の立証軽減の立場から因果関係を擬制ないし推定して全部の差止義務
を認めるための根拠及び要件を検討することが目的である。したがって、全部の差
止義務を要件として共同不法行為の要件を連想させる「連帯的差止」という用語で
はなく、目的とする効果を意味する「全部差止義務」という用語を使用することに
する。 
また、「全部差止義務」との用語について、旧民法債権担保編７３条に「全部義務」
が規定されていたこととの関係が問題となる。すなわち、同条には、「法律カ数人ノ
債務者ノ義務ヲ其各自ニ対シ全部ノモノト定メタル場合」に全部義務が発生すると
されており、この場合には、弁済を除き連帯債務の絶対的効力の規定が適用されな
いが、弁済した債務者には求償権があるとされていた。同条項は、連帯債務の連帯
債務の節の中にあるものであり、不真正連帯債務とほぼ同じ内容であった。1この点、
本論文の目的たる債務（一定のレベル以上の大気汚染を形成してはならないという
趣旨の不作為債務）は寄与割合による可分性が考えられそうではあり、被告らに全
部責任を認めるための法律構成としては（不真正）連帯債務も考えられる。しかし、
「全部差止義務」との用語は、前述のとおり目的とする効果を表現したものであり、
その効果を発生させる要件たる実体法上の関係は含まれない。全部差止義務を発生
させる要件を検討するのが本論文の目的であることから、「全部差止義務」の意義は、
連帯債務や不真正連帯債務とほぼ同様の内容の旧民法債権担保編７３条の「全部義
務」とは異なるものとして、論を進める。2 
 
第１章 複数汚染源の差止めに関する従来の学説・判例 
第１ 複数汚染源に対する差止に関する学説の概観 
                                               
1 星野英一「民法概論Ⅲ（債権総論）」良書普及会（１９７８年）１６９頁以下。 
2 なお、本論文の目的たる債務（一定のレベル以上の大気汚染を形成してはならないという趣旨の
不作為債務）は、不可分債務の例としても挙げられていない（中田裕康「債権総論 第三版」岩波
書店（２０１４年）４６７頁以下。同不作為債務は民法に規定された債務の帰属関係に直ちにあて
はまらないと考える。この点は、後述する（後記第３章第３ ２（４））。 
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１ 個別的差止説3 
差止には民法７１９条のような規定がないから、複数汚染源のそれぞれについて、
受忍限度を超える侵害の有無を検討し、受忍限度を超えている場合には、その企業
に対し受忍限度を超える有害物質の排出等の禁止を請求することができるにとどま
るとする立場である。すなわち、因果関係の立証の原則通りとする説である。 
もっとも、個々の汚染が受忍限度を超えるか否かの判断については、他の競合す
る汚染の存在も考慮に入れるべきであるから、それが単一の発生源ならば差止の対
象とならない程度の侵害であっても、多数の発生源による汚染が集合していること
を前提として、個々の発生源の侵害が受忍限度を超えると判断される場合もあると
する。 
同説に対しては、複合汚染は各汚染源の排出を個々的にとってみると被害を発生
させるのに十分でなく、複数発生源からの排出が総合してはじめて被害を発生せし
める性質のものであるから、個々の汚染源の排出行為を独立して評価して受忍限度
を決することは、複合汚染の特質を看過し被害者の救済が無視される結果となると
する批判がある。 
２ 分割的差止説 
（１） 総論 
複数汚染源に対して、原告居住地における汚染を適法レベル（これ以上だと
被害が発生する限度）に下げるに必要な程度に排出量を減少せよとの請求をす
ることは認められるが、汚染源側は、自己の寄与度を主張すれば、その割合に
応じた責任を負うにとどまるとする立場である。 
理由は、個別的差止説では、被害者の救済が図れないが、他方、連帯的差止
説では、狙い打ちされた企業は、損害賠償とは異なり、操業停止まで追い込ま
れることにもなり、しかも、求償訴訟によって被害の回復を企業間に求めるこ
とは困難であり、酷な結果となるからとする。 
同説に対しては、①寄与割合という確定困難な問題を持ち込むことになるた
め、訴訟遅延となること、②各加害者の削減量を受忍限度以下の汚染濃度にす
るための全体の削減量に各加害者の排出量の割合を乗じることで寄与割合を
算出できたとしても複数の汚染原因相互間に悪平等という結果をもたらすこ
と（積極的に公害防止措置を講じてきた者と怠っていた者など）などが批判と
して挙げられている。 
（２） 各論 
（Ⅰ） 東説4 
                                               
3 森島昭夫「公害における責任の主体」ジュリスト４５８号３６５頁（１９７０年）。 
4 東孝行「公害訴訟の理論と実務」有信堂（１９７１年）１１３～１１４頁以下、２１４～２１５
頁以下。 
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同説は、物上請求権法と不法行為法とでは性格を異にするが、因果関係の
立証の困難性から、物権侵害の因果関係を不法行為の因果関係と同様に理解
し、因果関係及びその立証規定である民法７１９条１項の類推適用を肯定す
る。物権侵害者の共同性についても、不法行為論が客観的に解していて、共
同不法行為の倫理性がすでに薄れているので、元来倫理性の希薄な物上請求
権にも不法行為におけると同様に理解してもよいとする。ただし、損害賠償
請求とは異なり、差止請求の場合には、共同行為者とはいえ、他人の支配下
にある事柄について、責任を負わされるべきではないとして、負担の公平を
考慮して、企業ＡＢの侵害の割合に応じて、ＡＢ両者を考えに入れて受忍限
度に至るまで、防止設備を設けるべき義務を課すべきとする。 
（Ⅱ） 沢井説5 
同説は、汚染源である企業群を被告として（狙い撃ちを否定）、原告居住
地における汚染を適法レベルに下げるに必要な程度に排出量を減少せよとの
請求をなしうるが、個々の被告が汚染に対する寄与度を立証したならば、当
該被告に対しては、寄与度相当の排出量減少を請求しうるにとどまるとする。
ただし、緊急避難的状況がある場合には、例外的に狙い打ちを認めるとする。 
（Ⅲ） 山口説6 
同説は、分割的責任説を原則とし、特殊事例につき制限的に連帯的差止説
を加味すべきであるとする。 
被害者は汚染源の企業群の一企業を相手として、受忍限度を超える全汚染
の差止を求めることができるが、これに対しては、被告が汚染に対する自己
の寄与度を主張立証すれば、当該被告は寄与度に相当する排出量の減少の範
囲まで責任を減縮されるとする。 
物権的請求権説、人格権説であっても、民法７１９条が一定条件の下に他
の者の行為が自己の行為と同視できる場合に連帯責任を負わせるという立法
趣旨から見て、この法理を差止請求に適用する余地はありうるとしつつ、連
帯的差止責任を認めるためには、その結果の重要性からその要件は損害賠償
の場合より厳格とならざるを得ず、複合汚染源の企業間に、他企業の汚染に
ついても責任を負い、場合によってはそれにより自己が操業停止の処分を受
けてもやむを得ないと判断できるような特別な事情が介在する場合に限ると
する。具体的には、各企業間に複合汚染防止について一体として法律上経済
上の義務がある場合であるとする（例えば、コンビナート所属の企業のよう
に資本、技術、生産、産業基盤の利用等の諸面で結合関係の強い場合や公害
                                               
5 沢井裕「公害差止の理論」１５７頁以下 日本評論社（１９７６年）。 
6 山口和男「複合汚染に対する差止請求についての一考察」司法研修所論集 創立３０周年記念号
Ⅰ．２０４頁以下（１９７７年） 
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防止協定などにより企業群が一体として被害者に防止義務を負うと解しうる
場合―地方自治体と企業群との協定により被害者が反射的に利益を受ける場
合も含む）。 
（Ⅳ） 大塚説7 
同説は、分割的責任説をとりつつ、複数汚染源による汚染を差止基準以下
にするため、各被告が一律の削減率を達成するよう命ずる方法をとるしかな
いとする。 
理由は、連帯的差止説をとると被告に過酷な結果となること、他方、一律
の削減率を課するのでであれば訴訟遅延をもたらすこともないということ
からである。そして、このような考え方に立てば、西淀川第２次～第４次公
害訴訟事件（後記第２章第３ ２記載の判例④）におけるような原告の抽象
的差止請求を不適法とする場面は生じなくなるとする。 
３ 連帯的差止説 
（１） 総論 
複数発生源の排出物によって、被害地が違法な汚染（被害）にさらされて
いるときは、各汚染源の排出量を限度として、各汚染源を狙い打ちすること
も、共同して訴えることも認める立場である。例外的に、権利濫用による制
約を認める。 
公害被害者の救済の観点から、公害の差止請求の場合に、共同不法行為の
民法７１９条を類推適用して、汚染物質の排出企業に対し、汚染物質排出差
止の連帯義務を負わせることを根拠とする。 
同説に対しては、差止の根拠として権利説をとる立場から、民法７１９条
類推を根拠とすることへの批判があるほか、①狙い打ちされた企業は、損害
賠償とは異なり、操業停止まで追い込まれることにもなり、しかも、求償訴
訟によって被害の回復を企業間に求めることは困難であり、酷な結果となる
こと（特に小企業の場合）、②狙い打ちされた場合の是正策を授権決定手続で
考えるとする立場は、本案手続と執行手続との異なる構造からみて、本案裁
判所で判断できないことを執行裁判所に判断させることは正当ではないこと
などの批判がある。 
（２） 各論 
（Ⅰ） 野崎説8 
同説は、共同不法行為が成立するとみられる場合には、差止めうるとする
（民法７１９条１項後段の共同不法行為が成立するには、各企業の排出が相
                                               
7 大塚直「環境法（第３版）」有斐閣（２０１０年）６９２頁以下。 
8 野崎幸雄「因果関係論・総論―実体法上・訴訟法上の諸問題」有泉亨監修 西原道雄・沢井裕編
『現代損害賠償法講座５』日本評論社（１９７３年）７５頁以下。 
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合して被害を生ぜしめた場合において、各行為の間に客観的に関連共同が認
められるとき、あるいは客観的関連共同がなくとも各企業が互いの排出の存
在を認識し、または認識しうべきときであれば足りるところ（主観的関連共
同がある場合）、差止の時は現時点における共同不法行為の成否が問題になる
ため、各企業の排出が相合して、それが被害ないし危険を発生させていると
いう因果関係の立証がなされれば、各企業は他の排出源の存在を認識せざる
を得ず、常に共同不法行為が成立し、差止請求権が発生する）。 
差止請求権の法的性質につき、不法行為説をとる立場はもちろん、権利説
であっても、民法７１９条が一定の条件のあるときは、他の者の行為も自己
の行為と同視して連帯責任を負わせるという趣旨を準用して、差止を認める
べきであるとする。 
被害者は各企業に対し、各自の全排出量を限度として、その全体の量を零
ないし到達点における有害物質を一定量以下にすることにつき連帯債務的義
務を負担しているとして、請求することができるとする。授権決定の段階で、
執行裁判所は全体の到達量が判決表示の限度になるまで狙い打ち的に、また
は排出量等を基準として、各排出者に対し、その排出の全部または一部を止
めさせていくことができるとする。 
（Ⅱ） 牛山説9 
同説は、汚染源の排出物は企業内部の問題であるから、企業相互間で調整
させることが望ましく、複数汚染源に公害防止について連帯義務を課してい
くことが適合的であるとする。 
連帯義務の根拠は、差止請求権の根拠につき不法行為説に立つと共同不法
行為の規定が直接適用される。不法行為説を採らない場合でも、複数汚染源
による公害という同一の社会現象であること、他の汚染源が負担すべき分ま
で削減の責任を負わなければならないという論理として、必要性が認められ
る範囲で民法７１９条を類推適用するとする。 
効果としては、①損害賠償と異なり、必要な排出量の削減のために他企業
に防止措置を講ずる義務まで負わせることは原則として不当であるため、訴
えられた企業の排出量を限度として連帯義務を認める。その他の部分につい
ては、各企業間で実質的にみて平等な形で排出量の削減が行われるべきであ
るところ、これを被害者の請求権の行使に制限を設ける形でなく、企業間の
内部問題として処理することが望ましいから、他企業に防止措置を講ずる義
務は認められない場合であっても、他企業と環境目標を達成するために協議
                                               
9 牛山積「共同不法行為と差止請求」法律時報４７巻４号（１９７５年）２６頁、同「複数汚染源
に対する差止請求」自由と正義３４巻４号（１９８３年）２２頁。 
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を行う義務は認める（経済的損失も、連帯債務の求償権に関する規定を類推
して、「避クルコトヲ得ザリシ費用その他の損害」として他の汚染源に求償さ
せることも検討すべきである。）。②訴えられた企業が他企業に対して支配力
を有している場合には、排出量の限度を超えて連帯義務を負わせる。 
連帯義務を負う企業群は、共同不法行為の成立する場合と同様に考える。
具体的には、客観的関連共同性説を前提に、被害発生防止義務を規範的に認
め得るに足りる、相互間の結合関係があれば足りるとする（場所的時間的近
接性を重視）。 
（Ⅲ） 木村=東畠＝坂和説10 
同説は、差止請求権法理と不法行為法理との明確な峻別の観点、及び差止
法理の性質論（①憲法上の自由権、生存権に根拠を持つこと、②刑法、民法
上の正当防衛あるいは緊急避難的側面を有すること、③本来的に早期救済の
必要性があること（被害の重大性、救済の緊急性））から差止法理の独自性が
確立される必要があることを理由として、共同不法行為の成立を前提とせず、
①住民が生命、身体に対する重大な被害を現に受けているか、それが切迫し
ていること、②金銭賠償では被害の回復とはならないこと、③差止めを求め
る以外に、救済として他に適切な方法がないこと等の要件を充たす場合に原
則として狙い打ち差止を認める。また、加害者間の公平の観点から、汚染源
相互の負担において閾値の達成に近づくべく、加害者間の求償的割合回復訴
訟を提案する。 
（Ⅳ） 淡路説11 
同説は、「差止の要件が差止請求権の根拠や構造から導かれなければなら
ないことは当然であり、それは単独汚染源であろうと複数汚染源であろうと
変わらない。もし、差止請求権の根拠として不法行為説がとられるならば、
複数汚染源の場合には、当然、民法７１９条の共同不法行為の規定を複数汚
染源の差止の問題に類推適用する考え方を支持してよいのではないかと思っ
ている。たしかに、差止請求権の根拠につき権利的構成（ここでは人格権）
をとりつつ、共同不法行為の規定の規定である民法７１９条を類推適用しよ
うとすることは説得性を欠く。しかし、そのような議論が成り立つとしても、
一定の条件のもとに個別的因果関係を集団的に処理することを認める民法７
１９条の関連共同性の法技術は、ここでも基本的に援用できるのではないか
と思う。」として、複数汚染源の差止の問題に民法７１９条の規定を類推適用
                                               
10 木村保男・東畠敏明・坂和章平「複数汚染源に対する差止請求」法律時報５０巻１０号（１９７
８年）８６頁。 
11 淡路剛久「公害・環境問題と法理論」―最近の公害・環境訴訟を中心に―（その５）」ジュリスト
８４４号（１９８５年）９０頁 
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しうるとする。 
その理由として、①人格権侵害に基づく差止請求のケースでも、一種の因
果関係の問題が争われており、単独汚染源の場合でも複数汚染源の場合でも
異ならず、複数汚染源による人格権侵害の問題は、因果関係の集団的処理の
可否の問題であるところ、民法７１９条の関連共同性の法技術は個別的因果
関係の集団的処理であり、損害賠償請求訴訟でも差止訴訟でも一般的適用可
能性があること、②民法７１９条の実質的根拠（共同不法行為という類型に
おける個別的因果関係の証明の困難性と加害者側のある程度の犠牲による被
害者救済の必要性という価値判断）は差止の場合でもあてはまること（差止
は、損害賠償と異なり、操業の全部ないし一部停止を引き起こすから、汚染
源である企業に与える影響が異なるという議論に対しても、抽象的不作為命
令の執行方法は間接強制によるべきだとする現在の判例の立場からすると、
抽象的不作為請求も損害賠償と同様、金銭による処理に帰着してしまうので
あり、損害賠償と差止を質的に違ったものとする議論には留保が必要である）
を挙げる。 
ただし、差止と損害賠償の間にある相違を考慮し、自己が汚染している以
上には差止を命じられることはないと解すべきとする。また、複数汚染源の
差止における関連共同性とは、協議、協力の義務とそれを尽くさない限り相
互に間接強制を課されても仕方のない程度の関係であるとする（以上、民法
７１９条１項前段の類推適用による差止的関連共同性）。 
民法７１９条１項前段の類推適用による差止的関連共同性が認められな
い場合であっても、後段による因果関係の推定が認められる場合がある。人
格権侵害を受け、あるいは受ける可能性があると主張している原告が、①被
告たる複数汚染源によって汚染物質が排出されていること、②それらが、社
会観念上全体として一つの環境汚染とみられる程度の汚染を形成しているこ
と、③その汚染が地理的、気象的条件などにより原告の居住地域に到達し、
原告の人格権を差止基準（受忍限度ないし適法レベル）を超えて侵害しある
いは侵害する可能性があることを証明すれば、これらの汚染源は「共同行為
者」となり、被告側が各自の排出量では原告の人格権を差止基準を超えて侵
害しないことを証明しない限り、自己の排出量を限度として連帯的差止めを
命じられることになる。このような証明に成功すれば、寄与度に応じた分割
的差止を命じられることになる。 
ただし、著しく寄与度の小さい汚染源については、差止的違法を否定され
るか、あるいは権利濫用の法理によって差止請求を否定される。 
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４ 引込説12 
複数発生源の一部の企業に対する差止請求につき（狙い撃ちを認める）、一応、
その排出量を限度として差止責任を負うが、他の発生源を訴訟に引き込んで、そ
の寄与度が明らかになれば、その分だけもとの被告の責任は縮減するとする立場
である（分割的差止説との差異は、引込説では、被告が他の発生源の企業を当該
訴訟の被告として引き込まない限り、常に全責任を負う点にある）。 
同説は、複合汚染のもととなる企業活動が共同不法行為を構成している場合に
は、その複合汚染源は到達点における汚染を適法レベルにまで下げることについ
て連帯債務的義務を負うとの立場から、複合汚染の被害者は、汚染源である企業
群の一企業のみを狙い撃ちにして被告とし、その全排出量を限度として差止責任
を求めることも、共同して全企業を訴えてその責任を求めることもできるという。
他方、狙い打ちされた被告の防護の必要性も考慮しているとする。 
同説に対する批判として、①被告の一存によって、新たな被告が原告の了解な
しに際限なく増加し、さらにその各被告がその寄与度を立証することによって訴
訟が長期化する弊害を防止する方法はないこと、②現行の民事訴訟の共同訴訟の
規定と矛盾なく結びつくものかが問題とされている。 
 
第２ 複数汚染源に対する学説の評価 
共同不法行為に関する議論を差止に類推適用するという議論が中心であり、差止
めの法的根拠との民法７１９条の類推適用との関係についても論じられていた。差
止請求権の根拠につき不法行為説に立てば、民法７１９条の類推適用により全部差
止義務を認め得ることは、いずれの説に立っても争いはない。多数説は、権利説に
立ったとしても、全部差止義務の理論的根拠として、民法７１９条の類推適用をし
ている。淡路説は、民法７１９条の類推適用が可能な理由を、因果関係の集団的処
理という事実の類似性と、加害者の犠牲により証明困難からの被害者の保護の必要
性という価値判断の同一性により、説明している。 
しかし、当時、判例は、複数汚染源に対する判決は四日市公害訴訟事件13しかな
く、複数汚染源に対する差止に関する判例はほとんどなかった。学説においても、
差止の根拠は、権利説、不法行為説、二元説しか検討されておらず、条文のない複
数汚染源の差止の理論的根拠として、安易に共同不法行為の規定を類推適用する傾
向にあり、差止請求権と不法行為の関係について、深く考察したものではなかった。
                                               
12 近藤完爾ほか「研究会・公害訴訟」ジュリスト同４８９号１２８頁，同４９０号１１８頁（以上
１９７１年）における霜島発言、日本弁護士連合会「環境保全基本試案要綱」自由と正義２４号４
頁，６７頁以下（１９７３年）公害法研究会「公害事業者責任法の提案」ジュリスト４９４号（１
９７１年）８６頁。 
13 津地四日市支判昭和４７年７月２４日判時６７２号３０頁。 
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複数汚染源の差止の要件についても、共同不法行為に準ずる程度のものであり、共
同不法行為の理論も、民法７１９条１項前段、後段の内容・適用関係、関連共同性
の内容、共同不法行為と競合的不法行為との関係について、議論が錯綜している状
況であった。差止の効果から要件を定立する上で、全部差止義務を認めると各汚染
源に酷な結果となるとの価値判断はあったものの、執行方法との関係は十分に検討
されておらず、差止の効果の特殊性に配慮したものではなかった。 
 
第２章 複数汚染源に対する差止の根拠及び要件に、共同不法行為の規定を類推適用する
ことの可否 
第１ 問題意識及び分析の方法 
前述したとおり、従来の連帯的差止説は、共同不法行為（民法７１９条）の適用
ないし類推適用を主張してきた（宮原説、野崎説、牛山説、淡路説など。木村=東畠
＝坂和説のみが、共同不法行為の成立と関係なく、別途の要件を充たせば、連帯的
差止が可能とする）。これに対し、連帯的差止を否定する立場からは、実質的な批判
が中心であったものの、形式的には、差止請求権の根拠につき権利説の立場からの
批判もあった。 
そのため、全部差止義務を認める根拠及び要件として、共同不法行為の規定を類
推適用することは可能か否かにつき検討する。 
分析の方法は、まず、差止請求権の根拠及び共同不法行為の理論について、現在
までの学説の到達点を示す。その上で、差止請求権の根拠について判例・通説がと
る権利説の立場から、理論的に、複数汚染源に対する差止の根拠及び要件につき、
共同不法行為の規定を類推適用することの可否について検討する。 
次に、複数汚染源に対する差止の根拠及び要件に共同不法行為の類推適用ができ
るかについて、大気汚染公害訴訟事件ではどのような判示がなされているかを分析
する。 
最後に、全部差止義務の根拠及び要件につき共同不法行為の規定を類推適用しう
るかにつき、自説を述べることとする。 
 
第２ 学説 
１ 共同不法行為に関する学説・判例の外観14 
（１） 共同不法行為理論の整理 
（Ⅰ） 民法７１９条１項前段について 
（ⅰ） 共同不法行為の基本的仕組み 
                                               
14 吉村良一「不法行為法（第５版）」有斐閣（２０１７年）２５０頁以下、潮見佳男「基本講義 債
権各論Ⅱ 第２版増補版」新世社（２０１６年）１７６頁以下の分類を参考にした。 
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（Ａ） 伝統的通説及び最高裁判例 
伝統的通説15及び最高裁判例16では、要件として、「各人の行為がそれぞ
れ独立して不法行為の要件を備えていること」及び「各行為者の間に関連
共同性」を要求する。 
上記見解によると、民法７１９条の共同不法行為と民法７０９条の不法
行為責任の競合との違いをどのように解するかが問題になるところ、上記
見解は、民法７１９条の意義につき、「関連共同性」という民法７０９条
にはない要件が加わることにより、相当因果関係における相当性の判断に
影響をあたえ、「連帯責任」という民法７０９条にはない効果が認められ
やすくなることにあるとしていた。17 
（Ｂ） 有力説 
有力説18は、伝統的通説では、民法７０９条の不法行為が複数競合して
一つの損害が発生したことによる効果としても、複数加害者がそれぞれ賠
償範囲内とされる同じ一つの損害について連帯責任を負うと解すること
は可能であることから、民法７１９条１項前段の存在意義がないと批判す
る。そして、民法７１９条１項の共同不法行為の意義は、個別的因果関係
の立証緩和にあると主張する。すなわち、民法７０９条の個別的因果関係
の立証が困難な場合であっても、関連共同性の要件が加わることで、共同
行為と損害との間の因果関係の立証で足りるとする点に、民法７１９条１
                                               
15 我妻栄「事務管理・不当利得・不法行為 （新法学全集）」日本評論社（１９４０年）１９３頁、
加藤一郎「不法行為（増補版）（法律学全集２２-Ⅱ）」有斐閣（１９７４年）２０７頁など。ただし、
加藤一郎「不法行為（増補版）（法律学全集２２-Ⅱ）」有斐閣（１９７４年）２０７頁は、「各人の
行為と損害の発生との因果関係については、各人の行為と直接の加害行為との間に因果関係があり
そこに共同性が認められれば、共同の行為という中間項を通すことによって、損害の発生との間に
因果関係があるといってよい。」とし、有力説につながる見解を示している。 
16 最判昭和４３年４月２３日民集２２巻４号９６４頁（山王川事件）は、被告国が茨城県石岡市に
設置したアルコール製造工場の廃水により山王川が汚染されたことで流域の耕作者たる原告らに減
収が生じたことを理由として、国家賠償法２条及び民法７０９条に基づく損害賠償を請求した事案
である。山王川には他の工場廃水や都市下水も流出されていたため、複数汚染源による汚染に対す
る損害賠償に関する判例である。 
本判例は、「共同行為者各自の行為が客観的に関連し共同して違法に損害を加えた場合において、各
自の行為がそれぞれに独立に不法行為の要件を備えるときは、各自が右違法な加害行為と相当因果
関係にある損害についてその賠償の責に任ずべきであり、この理は、本件のごとき流水汚染により
惹起された損害の賠償についても、同様であると解するのが相当である。これを本件についていえ
ば、原判示の本件工場廃水を山王川に放出した上告人（被告）は、右廃水放出により惹起された損
害のうち、右廃水放出と相当因果関係の範囲内にある全損害について、その賠償の責に任ずべきで
ある。」旨判示した。 
17 潮見佳男「基本講義 債権各論Ⅱ 第２版増補版」新世社（２０１６年）１７６頁以下。 
18 淡路剛久「公害賠償の理論」有斐閣（１９７５年）１２６頁以下、高木多喜男ほか「民法講義６ 
不法行為等（大学双書）」有斐閣（１９７７年）能見善久執筆部分２５６頁以下、平井宜雄「債権各
論Ⅱ 不法行為」弘文堂（１９９２年）１８９頁以下、沢井裕「テキストブック 事務管理・不当
利得・不法行為（第３版）」有斐閣（２００１年）３４４頁。 
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項前段の存在意義があるとしたのである。 
公害における下級審判例19においても、有力説を前提とする判示がなさ
れているものがある（後記第３ ２の判例①ないし⑧も同様の傾向にあ
る）。 
この立場に対しては、特に、関連共同性の要件につき後述の伝統的通説
及び最高裁判例の立場である客観的関連共同説に立った場合、個別的因果
関係がない結果についてまで広く責任を負わせる結果となり妥当ではな
いのではないか、特定の行為者が狙い打ちされるなどかえって不公平が生
じるのではないかという問題がある。そこで、有力説の立場からは、関連
共同性の要件を絞るべきではないかとの主張が出されている。20 
（ⅱ） 関連共同性 
（Ａ） 伝統的通説及び最高裁判例 
関連共同性の判断基準については、従来から行為者相互の共同認識を必
要とする主観的共同説21、行為者の共謀、共同の認識は必要なく、その行
為が客観的に関連共同していればよいとする客観的共同説の対立があっ
たところ、伝統的通説22及び最高裁判例23は客観的共同説に立っている。 
客観的共同説の理由として、旧民法の共同不法行為の要件であった「共
謀」が現行法では削られていること、被害者の救済を厚くするというのが
民法７１９条の立法趣旨であることが挙げられる。24 
前述のとおり、この立場には、前述の因果関係の立証軽減を図る有力説
との関係で、個別的因果関係がない結果についてまで広く責任を負わせる
                                               
19 津地四日市支判昭和４７年７月２４日判時６７２号３０頁（四日市公害訴訟事件）は、三重県四
日市市磯津地区に所在する石油精製、石油化学製品、化学肥料及び酸化チタン等の製造、並びに火
力発電を行う企業らの工場から排出された硫黄酸化物が原因でぜん息等の健康被害が生じたことを
理由として、民法７１９条に基づく損害賠償を請求した事案である。 
共同不法行為（民法７１９条１項）の要件について、「因果関係については、各人の行為がそれだけ
では結果を発生させない場合においても、他の行為と合して結果を発生させ、かつ、当該行為がな
かったならば、結果が発生しなかったであろうと認められれば足り、当該行為のみで結果が発生し
うることを要しないと解すべきである。けだし、当該行為のみで結果発生の可能性があることを要
するとし、共同不法行為債務を不真正連帯債務であるとするときは、民法７０９条の他に民法７１
９条を設けた意味が失われるからである。そして、共同不法行為の被害者において、加害者間に関
連共同性のあることおよび、共同行為によって結果が発生したことを立証すれば、加害者各人の行
為と結果発生との間の因果関係が法律上推定され、加害者において各人の行為と結果の発生との間
に因果関係が存在しないことを立証しない限り責を免れないと解する。」として、因果関係の立証を
緩和した。 
20 吉村良一「不法行為法（第５版）」有斐閣（２０１７年）２５２頁、２５３頁。 
21 末弘巌太郎「債権各論」有斐閣（１９１８年）１０９９頁、１１００頁。 
22 我妻栄「事務管理・不当利得・不法行為（新法学全集）」日本評論社（１９４０年）１９３頁以下、
加藤一郎「不法行為（増補版）（法律学全集２２-Ⅱ）」有斐閣（１９７４年）２０７頁以下など。 
23 最判昭和４３年４月２３日民集２２巻４号９６４頁。 
24 加藤一郎「不法行為（増補版）（法律学全集２２-Ⅱ）」有斐閣（１９７４年）２０８頁。 
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結果となり妥当ではないのではないかとの問題点があった。そのため、客
観的関連共同性で足りるとする伝統的通説に対し、関連共同性の要件を厳
格に解する動きが現れている。 
（Ｂ） 新しい動き及び下級審判例25 
（ａ） 新主観説2627 
有力説の立場から、共同不法行為が自己の行為と因果関係のない結果
についても責任を負う関連共同性の意義とは、意思理論を法効果帰属の
基本原理としている民法においては、「各自が、他人の行為を利用し、
他方、自己の行為が他人に利用されるのを認容する意思をもつこと」と
解するべきであるとする。故意の共同不法行為（各自が当該権利侵害を
目指して他人の行為を利用し、他方、自己の行為が他人に利用されるの
を認容する意思のある場合）と過失の共同不法行為（各自が当該権利侵
害以外の目的を目指してそのために他人の行為を利用し、他方、自己の
行為が他人に利用されるのを認容する意思がある場合）が問題となりう
るとする。このような主観的関連共同がある場合には、各自は全損害に
ついて連帯責任を負い、減免責の主張・立証は許されないとする。28 
他方、主観的要件のない複数行為者については、民法７１９条１項前
段によっては処理できないが、因果関係の確定が困難な場合には、当該
権利侵害を惹起する危険性を含んでいる行為をなした者について、民法
７１９条１項後段により因果関係の推定がなされる結果、因果関係がな
いこと、または寄与度を理由とする減免責の主張・立証を許すとする。 
（ｂ） 類型説 
関連共同性の要件として、必ずしも意思的要素を要求しないとしつつ、
個別的因果関係が立証されていない損害に対しても責任を負うという
共同不法行為の効果に即した要件を限定的に再構築するとする立場で
ある。要件または効果を異にする共同不法行為の類型化を図っている。 
公害に関する下級審判例においても、類型説をとっているとみられる
ものがある（後記第３ ２の判例①ないし⑧参照）。29 
                                               
25吉村良一「不法行為法（第５版）」有斐閣（２０１７年）２５６頁以下の分類を参考にした。  
26 前田達明「不法行為法」青林書院（１９８０年）１８０頁以下。 
27 森島昭夫「不法行為法講義」有斐閣（１９８７年）９９頁以下も同様の見解を示す。 
28 森島昭夫「不法行為法講義」有斐閣（１９８７年）１０４頁も同様の見解を示す。 
29 津地四日市支判昭和４７年７月２４日判時６７２号３０頁（四日市公害訴訟事件）は、民法７１
９条１項の行為の関連共同性を客観的関連共同性をもって足りるとした上で、次のように類型化し
た。 
（弱い関連共同性）「客観的関連共同性の内容は、結果の発生に対して社会通念上全体として一個の
行為と認められる程度の一体性があることが必要であり、かつ、これをもって足りると解すべきで
ある。」「共同不法行為における各人の行為は、それだけでは結果を発生させないが、他の行為と相
26 
 
（ア） 民法７１９条１項前段に、主観的関連共同、客観的関連共同の２種
類の共同不法行為を認める立場（平井説30、能見説31） 
平井説によると、民法７１９条１項前段の共同不法行為につき、新
主観説だけでは現代社会における被害者保護を図れないという疑問か
ら、意思的関与が存在する場合（主観的関連共同性ないし意思的共同
不法行為）と意思的関与が存在しない場合（客観的関連共同性ないし
関連的共同不法行為）の２種類を認め、その効果としては減免責の主
張を許さず、連帯責任を負うとする。 
関連的共同不法行為における客観的関連共同性が認められるには、
場所的および時間的近接性という物理的属性と社会観念上の一体性
という規範的判断を加えた加害行為の一体が必要であるとする。 
（イ） 関連共同性の強さの程度により二種類の共同不法行為を認める立場
（淡路説・32沢井説33・吉村説34、前田説35） 
                                                                                                                                         
合して初めて結果を発生させたと認められる場合においても、その成立を妨げないものと解すべき
であるが、このような場合は、いわば、特別事情による結果の発生であるから、他の原因行為の存
在及びこれと合して結果を発生させるであろうことを予見し、または、予見しえたことを要すると
解すべきである。」以上のとおり、弱い関連共同性があり、共同行為により結果発生したこと、及び
共同行為の予見ないし予見可能性を立証すれば、前述のとおり、加害者各人の行為と結果発生との
間の因果関係が法律上推定されるとした。 
（強い関連共同性）弱い関連共同性を超え、「より緊密な一体性が認められるときは、たとえ、当該
工場のばい煙が少量で、それ自体としては結果の発生との間に因果関係が存在しないと認められる
ような場合においても、結果に対して責任を免れないことがある。」として、強い関連共同性がある
場合には、因果関係が擬制されるとした。 
30 平井宜雄「債権各論Ⅱ」弘文堂（１９９２年）１８９頁以下。 
31 高木多喜男ほか「民法講義６ 不法行為等（大学双書）」有斐閣（１９７７年）能見善久執筆部分
２５６頁以下。ただし、能見説は、主観的共同不法行為の場合には、個別的因果関係は擬制される
が、客観的共同不法行為の場合には、個別的因果関係は推定されるにすぎないとする。 
32 淡路剛久「公害賠償の理論」有斐閣（１９７５年）１２６頁以下。 
33 沢井裕「テキストブック 事務管理・不当利得・不法行為（第３版）」有斐閣（２００１年）３４
１頁以下。沢井説によると、主観的関連と客観的関連を相関的に衡量し、不真正連帯責任を負わせ
るに値する社会的一体性があるか否かの観点から判断されるべきであるとする。その上で、強い関
連共同性がある場合には、加害者側が自己の行為と結果との間の因果関係不存在の立証をしても減
免責を許さず、弱い関連共同性にとどまる場合には、加害者側が因果関係不存在の立証をすること
ににより、減免責が許されるとする。この場合の条文上の根拠については、民法７１９条１項前段
と後段（類推）の一体的適用を主張する。 
34 吉村良一「不法行為法（第５版）」有斐閣（２０１７年）２６２頁以下。吉村説によると、加害行
為が一体のものとなされたこと（弱い関連共同性）とこれら基礎的な共同性に加えて、これを補強
しうる他の要素が存在する場合（強い関連共同性）に分け、被告の側からの減免責の主張を前者は
認めるが、後者は認めないとする。強い関連共同性を認める要素としては、①場所的および時間的
近接性などの行為の一体性の強固さ等により「拡大された注意義務」を負うこと、②「集積の利益」
があることを挙げている。条文上の根拠は、いずれの共同不法行為についても民法７１９条１項の
前段とする。 
35 前田陽一「民法７１９条１項後段をめぐる共同不法行為論の新たな展開―建設アスベスト訴訟を
契機として」野村豊弘先生古希記念論文集「民法の未来」商事法務（２０１４年）２９１頁以下。
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淡路説によると、関連共同性の要件により個別的因果関係の立証が
不要となる点に共同不法行為の存在理由があるとして、民法７１９条
１項前段を因果関係のみなし規定、同条項後段を因果関係の推定規定
と評価した上で、それぞれの効果にふさわしい関連共同性の要件を構
築するとする。その上で、同条項後段の関連共同性は、数人の行為が
社会観念上全体として一個の行為とみられる加害行為の全過程の一部
に参加していること（弱い関連共同性）で足りるが、同条項前段の関
連共同性は、前述の加害行為の一部への参加という意味を超えた、よ
り緊密な関連共同性（強い関連共同性）が必要であるとする。強い関
連共同性は、①数人の間に「共謀」あるいは「共同する意思」がある
場合（強い主観的関連）、②強い主観的関連がなくても、客観的にみて、
損害発生の原因行為に強い一体性がある場合か、あるいは、損害発生
の結果へ強い寄与がある場合（強い客観的関連）に認められるとする。 
（ウ） 主観的要素と客観的要素を総合して、いくつかの種類の共同性を認
める立場（四宮説36） 
四宮説によると、共同不法行為の分割責任の排除という効果にふさ
わしい関連共同性の要件の限定という立場に立ちつつ、被害者保護の
ために共同不法行為を拡大してきた判例の立場をも尊重して、主観客
観両要素を総合して関連共同性の要件とそれにふさわしい効果を構築
するべきであるとする。具体的には、①一定の関係にある行為者の行
為を認容し、ないしはそこから生ずる結果を引き受けるものとみられ
る場合（主観的共同）、②加害原因の複合による、因果関係のからまり、
ないし派生した損害の一体性のある場合（客観的共同）、③主観的要素
のみ、客観的要素のみとしては共同と評価できないものの、両要素が
合すれば共同と評価できる場合―例えば、共同惹起の認識をもって複
数者が有害物を排出して、被害者に一体不可分の「権利」侵害＝損害
（割合惹起型の損害）を生ぜしめた場合（主観的・客観的共同）に分
類する。効果としては、①②は部分責任の排除としての全部責任を負
うものの、③については減責の抗弁を認めるとする。 
                                                                                                                                         
前田説によると、①民法７１９条１項前段の共同不法行為（主観客観併用による）「強い関連共同性」
を有する「共同行為」との因果関係の立証により個別的因果関係が擬制されることで減免責の余地
のない全部連帯責任となる）、②民法７１９条１項前段・後段の規範統合（ないし両者の類推適用）
の共同不法行為：（主観客観併用による「弱い関連共同性」を有する「共同行為」との因果関係の立
証により個別的因果関係が推定されることで減免責の余地のある全部連帯責任となる（部分的に特
定された「共同行為」について寄与度の限度での減免責の余地のある連帯責任もありうる））と分類
する。 
36 四宮和夫「不法行為（事務管理・不当利得・不法行為 中巻・下巻）現代法律学全集１０」青林
書院（１９８７年）７６０頁以下。 
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（ｃ） 狭義の共同不法行為（民法７１９条１項）を限定する説 
（ア） 「強い関連共同性」がある場合に限るとする説（潮見説37） 
潮見説によると、民法７１９条１項前段の共同不法行為は、寄与度
を理由とする減免責の抗弁を許さない全部連帯責任を負う「強い関連
共同性」がある場合に限られるとする。その内容は主観的共同類型（権
利・法益侵害ないし損害惹起への意思的関与が存在する場合）と客観
的共同類型（帰責における一体性がある場合―①客観的に見て権利・
法益侵害ないし損害発生への意思的関与はないが、客観的に見て権
利・法益侵害をもたらすこととなった行為をすることについて行為者
が共同加功をする意思を有している場合、②①の意思はないが、場所
的・時間的に近接し、かつ、競合している行為者間で相互に他人の権
利・法益を侵害しないように協力する義務が認められる場合）に限る
とする。他方、減責の抗弁が認められる「弱い関連共同性」類型につ
いては、競合的不法行為の一種であるとする。38 
（イ） 加害行為一体型に限るとする説（内田説39） 
内田説によると、民法７１９条１項前段は加害行為と損害との間に
は事実的因果関係はないにもかかわらず、連帯して全損害について賠
償責任を負わせることを定めた規定であるという強い効果を有するも
のであるから、「共同不法行為」は限定的に解すべきであるとし、「加
害行為一体型」（各人の行為が全体として一つの加害行為がなされて
いると評価される場合）に限られるとする。加害行為の一体性は、共
謀があった場合が典型的であるが、それに限らず、社会通念上一体と
評価される場合を含むとする。40 
（Ⅱ） 民法７１９条１項後段について 
（ⅰ） 択一的競合 
従来、択一的競合（複数者の行為のいずれもが、それだけで損害を発生す
                                               
37 潮見佳男「不法行為法Ⅱ［第２版］」信山社（２０１１年）１４９頁～１５２頁、１６２頁以下。 
38 潮見佳男「不法行為法Ⅱ［第２版］」信山社（２０１１年）２０１頁以下によると、寄与度不明の
場合に、「弱い関連共同性―複数行為者の行為の一体性」類型として民法７１９条１項後段の類推適
用をしうるには、加害者間に時間的・場所的近接性とともに、時間的・場所的に近接した空間内で、
個々の寄与度を証明困難とする事情が被害者側に存在していることが必要であるとする。 
39 内田貴「民法Ⅱ（第３版）」東京大学出版会（２０１１年）５２９頁以下、内田貴「近時の共同不
法行為論に関する覚書（上）（下）―条文にない概念」ＮＢＬ１０８１号４頁，同１０８２号３２頁
（２０１６年），同「近時の共同不法行為論に関する覚書（続）（上）（下）―７１９条１項後段の解
釈論」ＮＢＬ１０８６号４頁，同１０８７号１９頁（２０１６年）。 
40 内田貴「民法Ⅱ（第３版）」東京大学出版会（２０１１年）５３３頁以下によると、民法７１９条
１項後段は加害者不明型（択一的競合）の場合の規定であるが、損害一体型（被害に一体性があり、
個々の加害行為が損害との関係でどこまで事実的因果関係があるかわからないケース―因果関係の
範囲が全損害か、一部か、ゼロか不明であるケース）の場合には、同条項を類推適用するとする。 
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る原因となりうる力を持っており、その中の誰かの行為が損害を発生させた
ことは明らかだが、誰が実際の加害者を知ることができない場合）に関する
規定と理解されてきた。41 
（ⅱ） 要件  
（Ａ） 「共同行為者」 
民法７１９条１項前段の「共同」との関係で、同条項後段の「共同」の
意義が問題となる。 
初期の学説は、前段の通説的見解と同様、後段の「共同」にも客観的関
連共同が必要であるとの見解であったが42、後段の適用場面がないのでは
ないかとの疑問から、「直接の加害行為についてではなく、その前提とな
る集団行為について客観的共同関係がある場合」という見解が出された。
43 
しかし、近時は、被害者より危険性のある行為をした加害者に因果関係
の不明のリスクを負わせるのが公平との本条項の趣旨からすると関連共
同性は不要として、「物理的近接度、時間的近接度などを考慮」した上で、
「当該権利侵害を惹起する危険性を含んでいる行為をした者」44や「同一
の損害惹起に関与するすべての者」45「全くの偶然の者であってもよい。」
46とする見解が有力である。47 
（Ｂ） 「共同行為者」の特定 
上記のとおり、「共同行為者」を緩やかに解する反面、「共同行為者」の
範囲が無限定に広がるのを防ぐとともに、加害者にも自己防衛のため手掛
かりを与える必要があるため、加害者は特定される必要があり、かつ、特
定された者以外の者によっては損害がもたらされたものではないことが
必要であるとされている。4849 
                                               
41 四宮和夫「不法行為（事務管理・不当利得・不法行為 中巻・下巻） 現代法律学全集１０」青
林書院（１９８７年）７９２頁、吉村良一「不法行為法（第５版）」有斐閣（２０１７年）２５２頁
以下、潮見佳男「基本講義 債権各論Ⅱ 第２版増補版」新世社（２０１６年）１７５頁以下。 
42 我妻栄「事務管理・不当利得・不法行為（新法学全集）」日本評論社（１９４０年）１９６頁。 
43 加藤一郎「不法行為（増補版）（法律学全集２２-Ⅱ）」有斐閣（１９７４年）２１１頁。 
44 前田達明「不法行為法」青林書院（１９８０年）１９１頁以下。近年は、潮見佳男「不法行為法
Ⅱ［第２版］」信山社（２０１１年）２１９頁は、当該権利・法益侵害を惹起する危険性を含んだ行
為をした者とする。内田貴「近時の共同不法行為論に関する覚書（続）（上）―７１９条１項後段の
解釈論」ＮＢＬ１０８６号（２０１６年）６頁、７頁も同様の見解を示す。 
45 高木多喜男ほか「民法講義６ 不法行為等（大学双書）」有斐閣（１９７７年）能見善久執筆部分
２６３頁。 
46 幾代通＝徳本伸一「不法行為法」有斐閣（１９９３年）２２８頁以下。 
47  四宮和夫「不法行為（事務管理・不当利得・不法行為 中巻・下巻） 現代法律学全集１０」青
林書院（１９８７年）７９４頁、平井宜雄「債権各論Ⅱ」弘文堂（１９９２年）１８９頁以下。 
48 四宮和夫「不法行為（事務管理・不当利得・不法行為 中巻・下巻） 現代法律学全集１０」青
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（ⅲ） 効果 
免責を認めないとの立場もあったが50、現在は、加害者が自己の行為と因
果関係がないことを立証すれば、責任を免れると理解されている。因果関係
の立証困難の救済のために、因果関係を推定して連帯責任を認めた規定とす
る説明が有力である（共同行為者による因果関係不存在の抗弁の立証を許
す）。5152 
（ⅳ） 後段の類推適用 
民法７１９条１項前段の存在意義を因果関係の立証軽減に求める反面、
関連共同性の要件を厳格に解する有力説の立場から、因果関係の存否不明
の場合だけではなく、寄与度不明（累積的競合53）の場合にも、前述の本
条項後段の趣旨が妥当するとして、本条項後段の適用ないし類推適用をす
るのが通説である。545556 
                                                                                                                                         
林書院（１９８７年）７９４頁、幾代通＝徳本伸一「不法行為法」有斐閣（１９９３年）２２９頁。
吉村良一「不法行為法（第５版）」有斐閣（２０１７年）２６６頁は、ここで問題になっているのは
あくまで被害を発生させる危険性ある者の範囲を、因果関係要件を推定するのに相応しい範囲に限
定することであり、その証明は高度の蓋然性で足りるとする。 
49 内田貴「近時の共同不法行為論に関する覚書（続）（上）―７１９条１項後段の解釈論」ＮＢＬ１
０８６号（２０１６年）７頁以下によると、「共同行為者」要件を当該権利侵害を惹起する危険性が
ある者に厳格に制限すれば、他原因者不存在の証明は要件として不要とする。 
50 我妻栄「事務管理・不当利得・不法行為（新法学全集）」日本評論社（１９４０年）１９６頁では、
本条項の趣旨が、被害者の保護及び共同行為者への戒めにあるとして、免責を否定する。 
51 末弘巌太郎「債権各論」有斐閣（１９１８年）１１０１頁、加藤一郎「不法行為（増補版）（法律
学全集２２-Ⅱ）」有斐閣（１９７４年）２１０頁以下、高木多喜男ほか「民法講義６ 不法行為等
（大学双書）」有斐閣（１９７７年）能見善久執筆部分２６１頁以下、前田達明「不法行為法」青林
書院（１９８０年）１９１頁以下、幾代通＝徳本伸一「不法行為法」有斐閣（１９９３年）２２８
頁以下、吉村良一「不法行為法（第５版）」有斐閣（２０１７年）２５２頁以下、潮見佳男「基本講
義 債権各論Ⅱ 第２版増補版」新世社（２０１６年）１７５頁以下など。 
52 四宮和夫「不法行為（事務管理・不当利得・不法行為 中巻・下巻） 現代法律学全集１０」青
林書院（１９８７年）７９５頁によると、本条項は因果関係の擬制であるが、加害者が因果関係の
不存在を証明した場合には、その加害者については本条項の「共同」性が充たされないことになっ
て、本条項が不適用になると説明される。平井宜雄「債権各論Ⅱ」弘文堂（１９９２年）２１０頁
以下では、本条項では事実的因果関係の存在が擬制されるが、「共同行為者」でないことを立証すれ
ば免責が認められるとする。 
53 大塚直「共同不法行為・競合的不法行為に関する検討（補遺）」現代不法行為研究会編「不法行為
法の立法的課題」別冊ＮＢＬ１５５号（２０１５年）２２５頁。前田陽一「民法７１９条１項後段
をめぐる共同不法行為論の新たな展開―建設アスベスト訴訟を契機として」野村豊弘先生古希記念
論文集「民法の未来」商事法務（２０１４年）３２９頁によると、後述の重合的競合を含めて累積
的競合を定義する。 
54 民法７１９条１項前段について、新主観的関連共同説をとる立場から、前田達明「不法行為法」
青林書院（１９８０年）１９２頁、森島昭夫「不法行為法講義」有斐閣（１９８７年）１０２頁、
１０３頁。客観的要素をも考慮して民法７１９条１項前段の適用を認める立場から、沢井裕「テキ
ストブック 事務管理・不当利得・不法行為（第３版）」有斐閣（２００１年）３５９頁（ただし、
民法７１９条１項前段と後段の両条項の類推適用とする）、前田陽一「民法７１９条１項後段をめぐ
る共同不法行為論の新たな展開―建設アスベスト訴訟を契機として」野村豊弘先生古希記念論文集
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さらに、重合的競合（単独では権利侵害はあるが損害は発生しないか、
極めて微小な損害しか発生しない複数の加害行為がきわめて多数累積す
ることで損害が発生した場合）57などの場合に、民法７１９条１項後段を
類推適用する議論がなされている。58 
下級審判例にも同条項後段の適用ないし類推適用をしているものがある。
近時の大気汚染訴訟においても、同条項後段の適用ないし類推適用をしてい
るものがある（後記第３ ２の判例①ないし⑧）。 
また、建設アスベスト訴訟59は、アスベストを含んだ建材を製造・販売し
ていたメーカーが多数であり、各行為者の加害行為に場所的時間的近接性が
なく、加害者の範囲の特定が困難であること、さらにアスベストは少量の暴
露でも深刻な被害をもたらすという特徴があることから、民法７１９条１項
後段の類推適用が可能か否か、可能な場合の要件（加害者の行為の危険性の
程度60、加害者の範囲の特定の要否61など）が問題となっている。 
                                                                                                                                         
「民法の未来」商事法務（２０１４年）３２９頁。潮見佳男「不法行為法Ⅱ［第２版］」信山社（２
０１１年）２０１頁以下は、前述の本文のとおり民法７１９条１項後段の類推適用の範囲を限定す
る。 
55 高木多喜男ほか「民法講義６ 不法行為等（大学双書）」有斐閣（１９７７年）能見善久執筆部分
２６２頁は、本条項を寄与度不明の場合に適用することに反対する。 
56 四宮和夫「不法行為（事務管理・不当利得・不法行為 中巻・下巻） 現代法律学全集１０」青
林書院（１９８７年）７９６頁以下は、寄与度不明の場合には頭割りの分割責任にするとする。 
57 大塚直「共同不法行為・競合的不法行為に関する検討（補遺）」現代不法行為研究会編「不法行為
法の立法的課題」別冊ＮＢＬ１５５号（２０１５年）２２５頁。前田陽一「民法７１９条１項後段
をめぐる共同不法行為論の新たな展開―建設アスベスト訴訟を契機として」野村豊弘先生古希記念
論文集「民法の未来」商事法務（２０１４年）３２９頁によると、重合的競合は累積的競合の一種
とする。ほかに、西淀川第２次～第４次公害訴訟事件（判例④）参照。 
58 前田陽一「民法７１９条１項後段をめぐる共同不法行為論の新たな展開―建設アスベスト訴訟を
契機として」野村豊弘先生古希記念論文集「民法の未来」商事法務（２０１４年）３１９頁。大塚
直「共同不法行為・競合的不法行為に関する検討（補遺）」現代不法行為研究会編「不法行為法の立
法的課題」別冊ＮＢＬ１５５号（２０１５年）２２５頁は、立法論の議論として、累積的競合の場
合には民法７１９条１項後段を類推適用するのと同様の見解、重合的競合の場合にはリスク寄与度
に応じた限度責任を提案する。 
59 横浜地判平成２４年５月２５日（裁判所ホームページ）、東京地判平成２４年１２月５日判時２１
８３号１９４頁、大阪地判平成２８年１月２２日判例タイムズ１４２６号４９頁など。 
60 前田達明＝原田剛「共同不法行為法論」成文堂（２０１２年）２６３頁以下によると、は民法７
１９条１項後段（「弱い関連共同性」）の要件として、原告は、①各被告の行為がそれだけで損害を
もたらしうる「危険性」を有すること、③各被告の行為が現実に損害の原因となった「可能性」が
あることを挙げ、②については「現実的危険性」（原告と被告との接点）が必要であるとする。これ
に対し、吉村良一「不法行為法（第５版）」有斐閣（２０１７年）２７４頁以下は、具体的ないし現
実的危険性を求めると、個別的な因果関係の証明と同程度の負担を原告にかけることになる場合も
あり、どの程度の危険性が必要かは当該事件の特質（個別的因果関係証明の困難の程度やその理由、
当該行為の性質や生じている被害の種類等）にもよるが、危険性の程度を具体的現実的なものから、
ある程度緩和することも考えられるとする。 
61 内田貴「近時の共同不法行為論に関する覚書（続）（上）―民法７１９条１項後段の解釈論」ＮＢ
Ｌ１０８６号（２０１６年）７頁以下によると、前述のとおり、択一的競合でも、「共同行為者」要
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（Ⅲ） 共同不法行為と競合的不法行為との関係 
伝統的立場・最高裁判例においては、共同不法行為においても各人が独立に
不法行為の要件を充たすことが要求されていたため、共同不法行為と基本型不
法行為の競合の場合との区別が意識されていなかった。民法７１９条１項前段
の存在意義を因果関係の立証軽減に求める反面、関連共同性の要件を厳格に解
する有力説の立場から、関連共同性のない独立した不法行為が競合した場合を
競合的不法行為と観念する主張がなされてきた（平井説など）62。これに対し、
関連共同性の要件を限定する有力説の立場でも、共同不法行為を広く認める立
場もある。63 
平井説64によると、競合的不法行為の要件としては、関連共同性のない、無
関係な複数人の不法行為が偶然に同一の損害を惹起したことをもって足りる
とする。 
競合的不法行為の効果は、各人は自己の行為と相当因果関係がある損害につ
いてのみ責任を負い、各加害者にとって同一の損害について相当因果関係があ
るならば、各人はその損害につき不真正連帯の関係で責任を負うが、加害者の
一部が損害の一部についてのみ相当因果関係を有するにすぎないときは責任
の重なる範囲で不真正連帯となるのが基本であるとされる。65これに対し、平
井説66は、同一の損害につき各加害者の行為と損害（の少なくとも一部）との
                                                                                                                                         
件を当該権利侵害を惹起する危険性がある者に厳格にする反面、加害者の範囲の特定性は不要であ
るとする。吉村良一「不法行為法（第５版）」有斐閣（２０１７年）２７５頁以下によると、択一的
競合の場合と異なり、累積的競合ないし重合的競合の場合には加害者の範囲の特定は不要としつつ、
危険性を持った者の範囲が高度の蓋然性をもって証明できない場合には、被告らが負う責任は寄与
の範囲に限定されるとする。 
62 平井宜雄「債権各論Ⅱ」弘文堂（１９９２年）２０６頁以下によると、競合的不法行為とは、①
「賠償の対象たる同一の損害を生じた行為者が複数人存在し、それらの者が行った独立の基本型不
法行為が偶然に競合するにすぎない場合又はその場合における各不法行為」、②「基本型不法行為で
はなくして、それぞれ不法行為責任を成立させる要件が同一の損害について存在する場合又はその
場合における各不法行為」をいうとする。平井説は、前者を念頭に競合的不法行為の問題を論じて
いる。前田達明「不法行為法」青林書院（１９８０年）１９３頁以下は「競合的不法行為者」につ
いて論ずる。大塚直「原因競合における割合的責任論に関する基礎的考察ー競合的不法行為を中心
として」星野英一先生古希祝賀記念論文集「日本民法学の形成と課題 下」有斐閣（１９９６年）
８４９頁以下も競合的不法行為の観念を認めている。 
63 沢井裕「テキストブック 事務管理・不当利得・不法行為（第３版）」有斐閣（２００１年）３６
０、３６１頁。 
64 平井宜雄「債権各論Ⅱ」弘文堂（１９９２年）２０７頁～２０９頁。吉村良一「不法行為法（第
５版）」有斐閣（２０１７年）２７３頁も同様の見解を示す。 
65 高木多喜男ほか「民法講義６ 不法行為等（大学双書）」有斐閣（１９７７年）能見善久執筆部分
２６２頁２６６頁。大塚直「共同不法行為・競合的不法行為に関する検討（補遺）」現代不法行為研
究会編「不法行為法の立法的課題」別冊ＮＢＬ１５５号（２０１５年）２２５頁、吉村良一「不法
行為法（第５版）」有斐閣（２０１７年）２７２頁、 潮見佳男「不法行為法Ⅱ［第２版］」信山社（２
０１１年）１９７頁、１９８頁も同様の見解を示す。 
66 平井宜雄「債権各論Ⅱ」弘文堂（１９９２年）２０７頁、２０８頁、２１２頁。 
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因果関係を原告が証明すれば全部義務（不真正連帯債務）を負うとし、加害者
側が損害の可分性及び事実的因果関係の及ぶ部分を明らかにして免責または
減責の主張をすることが許されるとする。6768 
２ 差止請求権の根拠論に関する学説の外観69 
（１） 権利説 
（Ⅰ） 意義 
何らかの絶対権ないし排他的支配権が侵害されたとして、その権利に基づい
て差止を認めようとする説。差止の根拠となる権利をどのようなものと考える
かにより、物権的請求権説、人格権説、環境権説に分かれる。 
この立場によると、差止の要件は、権利に対する客観的な侵害さえあれば足
りることになり、侵害者の主観的要素を発生要件としたり、対立する他の利益
との利益衡量を行ったりする余地は原則としてないことになる。 
（Ⅱ） 権利説に属する学説・判例 
（ⅰ） 物権的請求権説 
公害において問題になる排煙等の侵入を所有権等の物権に対する侵害と
みて、物権的請求権として差止請求権を認める見解である。 
物権という実定法上の権利であり、その内容が明確なものであることから、
法的安定性があるものとして、学説・判例において争いなく差止の根拠とし
て認められている。 
（ⅱ） 人格権説 
生命、身体（健康）等の人格に関する法益への侵害に対し、排他的な権利
としての人格権に基づいて差止請求を認める見解である。 
判例は、大阪国際空港公害訴訟控訴審判決（大阪高判昭和５０年１１月２
７日判時７９７号３６頁）で、生命・身体・健康・精神及び生活に関する利
益を人格権と評価し、人格権に基づく妨害排除および妨害予防請求権が私法
上の差止請求の根拠となりうるとする。判例は、名誉・プライバシー等の人
格権に基づく差止を認めている（最大判昭和６１年６月１１日民集４０巻４
号８７２頁―北方ジャーナル事件、最判平成１４年９月２４日判時１８０２
号６０頁―石に泳ぐ魚事件）。 
                                               
67 沢井裕「テキストブック 事務管理・不当利得・不法行為（第３版）」有斐閣（２００１年）３６
０、３６１頁は、競合的不法行為を共同不法行為の一類型に位置づけた上で、同様の結論を導いて
いる。 
68 大塚直「原因競合における割合的責任論に関する基礎的考察ー競合的不法行為を中心として」星
野英一先生古希祝賀記念論文集「日本民法学の形成と課題 下」有斐閣（１９９６年）８６９頁で
は、被告が損害の一部惹起力しか有しない場合について競合的不法行為の効果を分割責任（限度責
任）とするか全部責任とするかは争いがあり、残された問題であるとする。 
69 吉村良一「不法行為法（第５版）」有斐閣（２０１７年）１２４頁以下、根本尚徳「差止請求権の
理論」有斐閣（２０１１年）２３頁以下の分類を参考にした。 
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（ⅲ） 環境権説70 
（Ａ） 従来の環境権 
環境権を、国民が良き生活環境を享受し、かつこれを支配しうる権利で
あると定義し、権利の排他的性格から、個人に具体的被害が生じていなく
ても、環境が侵害ないし侵害される危険があれば、原則として差止をなし
うるとする説である。71環境は人間生活に不可欠の資源であり、万人の共
有財産であるから、その侵害には共有者たる地域住民の同意を必要とする
とし（環境共有の法理）、環境に対する侵害に対して当該地域住民が各自
で差止請求をなしうるとする。 
判例は、環境についての利益を私権ととらえていること、主体の不明確
性などを理由として、環境権に基づく差止は認めていない。72 
（Ｂ） 環境権を補完又は修正する立場 
その後、私権としての環境権説を補完又は修正する立場から、様々な見
解が主張されている。自然享有権説73、環境権への手続的アプローチをと
る説74、環境共同利用権説75、環境秩序説76、集団的利益訴訟論77などである。 
                                               
70 大塚直「環境訴訟と差止の法理―差止に関する環境共同利用説・集団利益訴訟論・環境秩序説を
めぐって―」平井宜雄先生古稀記念論文集 有斐閣（２００７年）７０１頁、大塚直「環境訴訟と
差止の法理―差止に関する環境共同利用説・集団利益訴訟論・環境秩序説をめぐって―」平井宜雄
先生古稀記念論文集 有斐閣（２００７年）、大塚直「差止根拠論の新展開について―近時の議論に
対する批判的検討前田庸先生喜寿記念論文集「企業法の変遷」有斐閣（２００９年）４５頁の分類
を参考にした。 
71 大阪弁護士会環境権研究会編「環境権」日本評論社（１９７３年）１５７頁以下。 
72 大塚直「環境訴訟と差止の法理―差止に関する環境共同利用説・集団利益訴訟論・環境秩序説を
めぐって―」平井宜雄先生古稀記念論文集 有斐閣（２００７年）７０６頁、７０７頁。 
73 日本弁護士連合会公害対策・環境保全委員会編「森林の明日を考える」有斐閣（１９９１年）２
８５頁以下では、自然享有権が主張されている。自然享有権とは、自然の恵みを享有する権利であ
り、本来生まれながらに持っている権利であり、現在および未来の人類にも保障されなければなら
ない権利であると定義される。憲法１３条、同１５条に根拠を有する基本的人権であり、憲法１１
条、同９７条より現世代に生きるものは将来の世代が共有できるよう権利の前提となる自然を保全
すべき義務を負うとする。自然享有権は、環境権と異なり、支配権はないため、権利主体も地域住
民に限定されないとされている。 
74 淡路剛久「権利生成のための法解釈学―環境権訴訟を例として」法曹時報５０巻６号（２００１
年）２０頁によると、環境権の主体については、裁判所を利用する資格と考えられるべきであって、
客体としての環境になんらかの保護されるべき利益を持っていることを主張・立証できる者とし、
環境権の侵害の差止基準については、環境破壊の程度という実体的な基準ではなく、自己の法益に
係る環境保護の手続が適法にとられたかどうかという手続的基準をとるものとする。 
75 中山充「環境権の意義と今後の展開」淡路剛久教授・阿部泰隆教授還暦記念「環境法学の挑戦」
日本評論社（２００２年）４５頁以下、同「環境共同利用権―環境権の一形態」成文堂（２００６
年）１０３頁以下によると、環境は排他的支配が不可能であり、他の人々と共同で利用することに
より一定の利益を享受できるという公共的性質を有するものであることを前提に、環境権を「他の
多数の人々による同一の利用と共存できる内容をもって、かつ共存できる方法で、各個人が特定の
環境を利用することができる権利」（環境共同利用権）と再構成する。排他的支配権はなくても、権
利者の利用に対する妨害があれば、妨害排除請求、妨害予防請求はなしうるとする。環境は全ての
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ここでは、環境秩序説に触れる。78 
代表的論者79によると、広中理論80（市民社会における法的秩序としての
「人格秩序」の外郭秩序として「生活利益秩序」があり、人格秩序におい
ては、人格利益の帰属の侵害が直ちに「秩序違反」と評価され差止請求が
認められるのに対し、「生活利益秩序」においては、他人の享受してきた
環境を悪化させる行為は、受忍限度を超える場合に初めて差止請求が認め
られる。）を基礎として、環境に関わる利益を生活利益秩序に関わるもの
と位置づけ、この領域では私的・個別的利益と公共的利益の二重性を帯び
るとする。それゆえ、伝統的な「権利」侵害による差止は認められないも
のの、損害賠償以上に秩序維持違反が積極的に評価されることを理由とし
て、秩序違反によるサンクションとしての差止を認めるとする。この秩序
には、制定法だけでなく、地域的ルールが一定の規範性を有している場合
も含まれるとする。 
（Ⅲ） 権利説と不法行為法の関係 
権利説を徹底する立場に立てば、権利の排他的支配領域への客観的侵入が
決定的な要素であるため、差止の要件は、権利に対する客観的な侵害があれば
足り、故意又は過失などの侵害者の主観的要件は不要ということになる。81差
止の効果は、権利者等をして現在以降各自の法益の円満な享受を可能ならしめ
ること、換言すれば、「右権利の行使あるいは法益の享受が現在または将来わ
                                                                                                                                         
人々のものであって、誰も勝手にこれを破壊してはならないという社会規範が、憲法２５条、同１
３条によって実定法規になり、そのような社会的規範を基礎として実定法全体の解釈として人間と
環境とのかかわりから条理上当然に、具体的な内容と形式を持つ権利へと構成されるとする。環境
共同利用権の具体的な内容である環境利用の内容と方法は、その大多数の意思によって定まるとし、
慣行や行政手続を重視する。 
76 吉田克己「現代市民社会と民法学」日本評論社（１９９９年）２４２頁以下、同「景観利益の法
的保護」判例タイムズ１１２０号６７頁。 
77 福永有利「新訴訟類型としての『集団利益訴訟』の法理―環境保護訴訟・消費者保護訴訟につい
ての一考察―」民訴雑誌４０号（１９９４年）６１頁によると、環境権の要件・内容から見て、環
境からの利益を享受している多数住民全員の集団的利益（公益とは異なる）と解した上で、これを
侵害された場合には通常差止請求をなしうるとする。その上で、集団利益訴訟を特別な訴訟類型と
して提案する。 
78 根本尚徳「差止請求権の理論」有斐閣（２０１１年）１２３頁注（２）では、吉田説の秩序違反
説は、（形式的）法的根拠の段階ではなく、実質的発生根拠の段階の理論であるとして、秩序違反説
を差止請求権の法的根拠の一つとして分類していない。すなわち、同書２１頁、２２頁（注）３２
によると、藤岡康宏「競争秩序と差止論」ＮＢＬ８６３号（２００７年）５６頁以下に述べられて
いる差止請求権の制度的基礎「秩序違反による差止論」と同様のレベルでの議論であることを指摘
する。本論文においても、他の法的根拠に対する秩序違反説の位置付けが現段階では明確でないこ
とから、別個の法的根拠としては分類しないこととする。 
79 吉田克己「現代市民社会と民法学」日本評論社（１９９９年）２４２頁以下、同「景観利益の法
的保護」判例タイムズ１１２０号６７頁。 
80広中俊雄「新版民法綱要第一巻」創文社（２００６年）１頁以下。 
81 根本尚徳「差止請求権の理論」有斐閣（２０１１年）３０頁以下。 
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たって事実上妨げられている場合に、その妨害状態ないしは原因を排除するこ
と」であるのに対し、不法行為の効果である損害賠償ないし原状回復（過去に
生じた財産的不利益を元の状態に復旧すること）とは別個のものとして考えら
れる。82 
（２） 不法行為説 
（Ⅰ） 意義 
不法行為の効果として差止を認める説である。すなわち、不法行為法、と
りわけ民法７０９条が過去の損害に対する損害賠償請求権とともに、現在およ
び将来の侵害（損害）の発生を未然に防止するために、差止請求権の発生をも
認めているものと説く。 
（Ⅱ） 不法行為説に属する学説 
民法７０９条の効果として差止を認めようとする純粋不法行為説（要件と
して、加害者の故意・過失が要件となる）83もあるが、加害者の故意・過失を
要件とすると重大な侵害があっても加害者の故意・過失がないことを理由とし
て差止が認められず、不当であると批判されている。84 
民法７０９条における違法性と故意・過失要件を一元化して受忍限度とい
う判断枠組みを設定し、受忍限度を超える侵害であると判断できる場合に差止
を認めようとする新受忍限度論的不法行為説85が有力とされる。86 
（Ⅲ） 不法行為説と不法行為法との関係 
この立場は、差止請求権の一種たる物権的請求権に不法行為損害賠償請求
権の特別法的性格を認めることからも伺えるように、差止請求権制度と不法行
為法とがそれぞれ適用されるべき事案の内容は同じものであるという理解に
立つ。その結果、差止請求権の効果たる「差止（妨害排除）」と不法行為に基
づく損害賠償請求権の効果たる「原状回復（損害賠償）」を同じものと評価す
る傾向にあるとされる。87 
（３） 違法侵害説 
（Ⅰ） 意義 
権利固有の効力や不法行為の効果としてでもなく、客観的に違法な侵害がさ
れた場合に差止請求権が発生するという説である。差止請求権の要件は、諸事
                                               
82 根本尚徳「差止請求権の理論」有斐閣（２０１１年）５２頁。 
83 浜田稔「不法行為の効果に関する一考察」私法１５号（１９５６年）９１頁以下。 
84 吉村良一「不法行為法（第５版）」有斐閣（２０１７年）１２７頁。 
85 野村好弘「故意・過失及び違法性」加藤一郎編『公害法の生成と展開―公害法の研究Ⅰ』岩波書
店（１９６８年）３８７頁以下、竹内保雄「差止命令」加藤一郎編『公害法の生成と展開―公害法
の研究Ⅰ』岩波書店（１９６８年）４３６頁以下。伊藤高義「差止請求権」西原道雄＝沢井裕編『現
代損害賠償法講座５』日本評論社（１９７３年）３９５頁。 
86 吉村良一「不法行為法（第５版）」有斐閣（２０１７年）１２７頁。 
87 根本尚徳「差止請求権の理論」有斐閣（２０１１年）５１頁。 
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情の相関的な利益衡量の結果、ある法益が違法に侵害されており、その保護が
必要と判断される場合とされている。88後述のとおり、違法侵害説を広義の不
法行為説に分類する立場もあるが、89違法侵害説は、差止請求権が不法行為損
害賠償請求権とは異なる機能、要件及び効果を持つことを強調し、それゆえに
差止請求権の根拠を不法行為法から峻別する見解であることを重視して、不法
行為説とは別に分類した。90 
（Ⅱ） 違法侵害説に属する学説 
物権的請求権の成否に利益衡量を大幅に導入し、弾力的に認めやすくし、終
局的には絶対権という枠を取り外そうとする見解（舟橋説）91や不法行為説の
立場から民法７０９条で要求される故意・過失要件は差止に不要であることを
正面から認める見解がある。92 
従来、加藤説93、上村説94などがあり、近年は、藤岡説95、根本説96が有力に
違法侵害説を展開している。 
藤岡説、根本説は、権利説（物権的請求権）の趣旨を継承しつつ、古典的権
利とまではいえない法的利益の保護を図る統一的な差止請求権の根拠として、
違法侵害説が最も合理的な理論的基礎を提供しうるとする。9798 
（Ⅲ） 違法侵害説と不法行為法との関係 
不法行為説からの立場によれば、差止請求権の領域に不法行為法が適用さ
れる可能性がある。 
他方、舟橋説は、差止請求権と不法行為の効果たる原状回復請求権が異な
るものであることを主張している。99沢井説は、不法行為説の体系上の問題を
                                               
88 根本尚徳「差止請求権の理論」有斐閣（２０１１年）１０５頁。 
89 沢井裕「公害差止の法理」日本評論社（１９７６年）４２頁以下。 
90 藤岡康宏「不法行為と権利論―権利論の二元的構成に関する一考察」早稲田法学８０巻３号（２
００５年）１７８頁。根本尚徳「差止請求権の理論」有斐閣（２０１１年）９５頁以下。 
91 舟橋諄一「法律学全集１８ 物権法」有斐閣（１９６０年）３５頁以下。舟橋諄一「物権編序説」
舟橋諄一＝徳本鎮編「新版注釈民法（６）」有斐閣 １１頁。 
92 沢井裕「公害差止の法理」日本評論社（１９７６年）４２頁以下。 
93 加藤一郎「序論―公害法の現状と展望」加藤一郎編「公害法の生成と展望」岩波書店（１９６８
年）１頁以下。 
94 上村明広「差止請求訴訟の機能」新堂幸司編集代表「講座民事訴訟②訴訟の提起」弘文堂（１９
８４年）２７３頁以下。 
95 藤岡康宏「不法行為と権利論―権利論の二元的構成に関する一考察」早稲田法学８０巻３号（２
００５年）１５９頁。 
96 根本尚徳「差止請求権の理論」有斐閣（２０１１年）１０頁以下。１１８頁以下。 
97 藤岡康宏「不法行為と権利論―権利論の二元的構成に関する一考察」早稲田法学８０巻３号（２
００５年）１７８頁以下。「根本尚徳「差止請求権の理論」有斐閣（２０１１年）４１７，４１８頁。 
98 藤岡康宏「競争秩序と差止論」ＮＢＬ８６３号（２００７年）５６頁以下によると、違法侵害説
は差止請求権の発生根拠論であるとし、これを一歩進め、差止請求の存在根拠論と合わせて差止請
求権の制度的基礎「秩序違反による差止論」を基盤とする違法侵害説（新違法侵害説）を構想する。 
99 舟橋諄一「法律学全集１８ 物権法」有斐閣（１９６０年）２６頁以下。 
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指摘する。100上村説は、「不作為請求権は、不法行為の効果ではない。」と述べ
ている。101 
近年の違法侵害説（藤岡説、根本説）は、権利説の趣旨を継承する立場で
あり、差止請求権制度と不法行為法が峻別されるべきであり、前者は独自の法
制度として民法体系上位置づけられるべきであると主張している。102 
以上からすると、前記分類のとおり、違法侵害説は、差止請求権が不法行
為損害賠償請求権とは異なる機能、要件及び効果を持つことを強調し、それゆ
えに差止請求権の根拠を不法行為法から峻別する見解であると解される。 
（４） 二元説（複合構造説） 
（Ⅰ） 意義 
権利説と不法行為説ないし違法侵害説を組み合わせる説である。103絶対権
侵害とそれ以外の侵害を分け、前者については、権利侵害があれば利益考量を
排除して差止を認め、後者については差止の可否の判断にあたり利益考量を認
めるという立場である。 
（Ⅱ） 二元説に属する学説 
沢井説は、権利説（物権的請求権、人格権、環境権を含む）が確立した上で、
①その外延をカバーするものとして、そして、②権利と認知されるまでの過程
における利益保護理論として違法侵害説を評価する必要があるとし、この違法
侵害説は不法行為説ではないとする。104105 
大塚説は、汚染等が境界を越えて侵害を及ぼす積極的侵害と境界を越えて侵
害を及ぼさない消極的侵害を区別し、前者は権利的構成により、加害者の主観
的態様は問題とならず利益衡量も限定的に考えるべきとし、後者については、
不法行為構成により、加害者の注意義務違反を要件とすべきであるとする。106 
他に、四宮説は、絶対権侵害については権利的構成、絶対権以外の権利・利
益が侵害される場合や絶対権侵害でも侵害が重大なものでない場合には不法
行為法的構成（準不法行為法的構成）を適用すべきであるとする。107 
                                               
100 沢井裕「公害差止の法理」日本評論社（１９７６年）４８頁以下。 
101 上村明広「差止請求訴訟の機能」新堂幸司編集代表「講座民事訴訟②訴訟の提起」弘文堂（１９
８４年）２８７頁。 
102 藤岡康宏「不法行為と権利論―権利論の二元的構成に関する一考察」早稲田法学８０巻３号（２
００５年）１７８頁。根本尚徳「差止請求権の理論」有斐閣（２０１１年）９５頁以下。 
103 吉村良一「不法行為法（第５版）」有斐閣（２０１７年）１２７頁以下。根本尚徳「差止請求権
の理論」有斐閣（２０１１年）１１２頁以下。 
104 沢井裕「公害差止の法理」日本評論社（１９７６年）３頁以下、５０頁、２５８頁。 
105 根本尚徳「差止請求権の理論」有斐閣（２０１１年）１１２頁以下によると、沢井説につき権利
説と違法侵害説の複合構造説と評価する。 
106 大塚直「人格権に基づく差止請求―他の構成による差止請求との関係を中心として」民商法雑誌
１１６巻４＝５号（１９９７年）１頁以下。 
107 四宮和夫「現代法律学全集１０ 事務管理・不当利得・不法行為 中巻・下巻」青林書院（１９
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（Ⅲ） 二元説と不法行為法との関係 
権利説と不法行為説を組み合わせる二元説は、差止請求権制度と不法行為制
度を同質のものと評価する傾向にある。108 
権利説と違法侵害説を組み合わせる二元説は、差止請求権制度と不法行為制
度は異なるものと評価しているようである。109 
３ 複数汚染源に対する差止の根拠及び要件と共同不法行為との関係についての理論
的分析 
不法行為説ないし不法行為説との二元説の立場に立つと、複数汚染源の根拠ない
し要件につき共同不法行為の類推適用をする見解と適合的である。 
これに対し、権利説、違法侵害説及び両者の二元説に立つと、複数汚染源の根拠
ないし要件につき、共同不法行為の類推適用をすることは困難であると思われる。 
また、近年の差止請求権の根拠の議論は形式的発生根拠についての議論であり、
複数汚染源に対する全部差止義務をどのような根拠で認めるべきかについての論究
はない。 
 
第３ 複数汚染源の差止に関する判例ー大気汚染に関する判例を中心に 
１ 対象判例 
①大阪地判平成３年３月２９日判時１３８３号２２頁，判例タイムズ７６１号４
６頁（西淀川第１次公害訴訟事件） 
②横浜地裁川崎支判平成６年１月２５日判時１４８１号１９頁，判例タイムズ８
４５号１０５頁（川崎第１次公害訴訟事件） 
③岡山地判平成６年３月２３日判時１４９３号３頁，判例タイムズ８４５号４６
頁（倉敷公害訴訟事件） 
④大阪地判平成７年７月５日判時１５３８号１７頁，判例タイムズ８８９号６４
頁（西淀川第２次～第４次公害訴訟事件） 
⑤横浜地裁川崎支判平成１０年８月５日判時１６５８号３頁，判例タイムズ９８
８号７４頁（川崎第２次～第４次公害訴訟事件） 
⑥神戸地判平成１２年１月３１日判時１７２６号２０頁，判例タイムズ１０３１
                                                                                                                                         
８５年）４７７頁以下。 
108 大塚直「人格権に基づく差止請求―他の構成による差止請求との関係を中心として」民商法雑誌
１１６巻４＝５号（１９９７年）１４頁以下によると、（ⅰ）差止のみが問題となる場合、（ⅱ）原
状回復のみが問題となる場合、（ⅲ）差止と原状回復が競合する場合に区別した上で、（ⅱ）（ⅲ）の
場合に物権的請求権ないし人格権の効果を及ぼすべきであるとする（ただし、（ⅱ）の場合には過失
を要件とし、（ⅲ）の場合は過失を要件としないものとする）。 
109 沢井裕「公害差止の法理」日本評論社（１９７６年）４８頁以下によると、①要件の点につき、
不法行為に基づく損害賠償は主観的要件が必要なのに対し、差止要件は不要とされること、②効果
の点につき、不法行為は金銭賠償又は原状回復であるのに対し、差止は侵害原因の排除は原状回復
とは異なることを指摘して、不法行為説を批判している。 
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号９１頁（尼崎公害訴訟事件） 
⑦名古屋地判平成１２年１１月２７日判時１７２６号２０頁，判例タイムズ１０
３１号９１頁（名古屋南部公害訴訟事件） 
⑧東京地判平成１４年１０月２９日判時１８８５号２３頁（東京大気汚染公害訴
訟事件） 
以下、判例①ないし判例⑧として特定する。 
２ 複数汚染源に対する差止の判例の概要 
判例①ないし⑧の事案、判例の位置づけ、判旨を整理する。ただし、判例①ない
し判例③は、差止請求の訴えが却下されていることから、判旨は重要な争点である
共同不法行為に関する判旨部分にとどめる。 
判例④ないし判例⑧は差止請求が実体判断にまで入っているため、因果関係、共
同不法行為、差止における被告らの関係に関する判示を中心に整理する。 
判例①ないし判例⑧の抽象的差止請求の適法性に関する判旨は、後にまとめて整
理する。 
（１） 判例① 西淀川第１次公害訴訟事件 
（Ⅰ） 事案 
大阪市西淀川区に、現在までに居住していて公害健康被害補償法（以下、
「公健法」という。）に定める指定疾病（慢性気管支炎、気管支喘息、肺気
腫等）の認定を受けた患者またはその相続人らが、同区内および隣接市区内
に工場・事業場を有する被告企業ら、及び同区内を走行する国道２号線、同
４３号線（昭和４５年供用開始）を設置管理する被告国及び同区内を走行す
る阪神高速大阪池田線（同）、同大阪西宮線（昭和５６年供用開始）を設置
管理する阪神高速道路公団（以下、「被告公団」という）に対し、上記工場
等と本件各道路を走行する自動車が排出する大気汚染物質により健康被害
を受けたことを理由として、環境基準値を超える二酸化硫黄、二酸化窒素（旧
環境基準値）及び浮遊粒子状物質についての排出差止、及び共同不法行為に
基づく損害賠償を請求したものである。 
本判決は、被告企業らに関しては、二酸化硫黄と健康被害との間の因果
関係及び被告企業間の共同不法行為を認めた上で損害賠償請求を認容した
が、道路管理者たる被告国及び被告公団に関しては、二酸化窒素と健康被害
との間の因果関係を認めず、損害賠償責任を否定した。また、抽象的差止請
求は不適法であるとして、訴えを却下した。 
なお、控訴審で被告企業らとの間に和解が成立した。後述のとおり、西
淀川第２次～第４次公害訴訟事件（判例④）における訴外企業らとの和解も
同時に成立した。 
（Ⅱ） 本判例の位置付け 
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本判例は、前述した大気汚染訴訟の先駆けたる四日市公害訴訟事件以降の
複数汚染源に対する大気汚染公害訴訟の判決である。 
被告企業は、四日市公害訴訟のようなコンビナートではなく、阪神工業地
帯に工場ないし事業所を有するという共通性を有するものの、立地の経緯や
時期に共通性はなく、場所的にも分散している上、四日市公害訴訟と異なり、
道路排煙との共同責任も追及するものであった（判例③を除き、判例②ない
し判例⑧も同じ）。そのため、共同不法行為責任の可否が大きな争点であっ
たところ、被告企業間の共同不法行為を認めたところに特色がある判例であ
る。 
他方、複数の道路管理者に対する請求としても特色があるところ、被告国
及び被告公団の責任は、二酸化窒素と健康被害との因果関係が否定されたた
め、認められなかった。 
また、差止請求については、抽象的差止請求を不適法とした判例の一つで
もある。 
（Ⅲ） 判旨（共同不法行為に関する部分） 
（ⅰ） 民法７１９条１項前段の共同不法行為 
「共同不法行為における各行為者の行為の間の関連共同性については、必
ずしも共謀ないし共同の認識あることを必要とせず、客観的関連共同性で足
りると解されている。 
民法７１９条１項前段の共同不法行為の効果としては、共同行為者各人が
全損害についての賠償責任を負い、かつ、個別事由による減・免責を許さな
いものと解すべきである。このような厳格な責任を課する以上、関連共同性
についても相当の規制が課されるべきである。 
したがって、多数の汚染源の排煙等が重合して初めて被害を発生させるに
至ったような場合において、被告らの排煙等も混ざり合って汚染源となって
汚染源となっていること、すなわち被告らが加害行為の一部に参加している
（いわゆる弱い客観的関連）というだけでは不十分であり、より緊密な関連
共同性が要求される。 
ここにいう緊密な関連共同性とは、共同行為者各自に連帯して損害賠償義
務を負わせるのが妥当であると認められる程度の社会的に見て一体性を有
する行為（いわゆる強い関連共同性）ということができる。 
その具体的判断基準としては、予見又は予見可能性等の主観的要素並びに
工場相互の立地状況、地域性、操業開始時期、操業状況、生産工程における
機能的技術的な結合関係の有無・程度、資本的経済・人的組織的な結合関係
の有無・程度、汚染物質排出の態様、必要性、排出量、汚染への寄与度及び
その他の客観的要素を総合して判断することになる。」 
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（ⅱ） 民法７１９条１項後段の共同不法行為 
「民法７１９条１項後段の共同不法行為においては（右後段の共同不法行
為は、共同行為を通じて各人の加害行為と損害の発生との因果関係を推定し
た規定であり）、共同行為者各人は、全損害についての賠償責任を負うが、
減・免責の主張・立証が許されると解されている。後段の共同不法行為につ
いても、関連共同性のあることが必要であるが、この場合の関連共同性は、
客観的関連共同性で足りる（いわゆる弱い関連共同性で足りる）と解すべき
である。」 
（２） 判例② 川崎第１次公害訴訟事件 
（Ⅰ） 事案及び判旨 
川崎市川崎区又は同市幸区（以下、「本件地域」という）に居住または勤
務し、公健法に定める指定疾病の認定を受けた患者及びその遺族らが、川崎
市川崎区に事業所を有する企業１３社（以下、「被告企業」という）、国道１
号線、同１５号線、同１３２号線及び同４０９号線を設置管理する被告国並
びに神奈川県道高速横浜羽田線（以下、「横羽線」という）を設置管理する
首都高速道路公団（以下、「被告公団」という）に対し、被告企業らの操業
及び上記各道路からの大気汚染物質により健康被害を受けていることを理
由として、二酸化硫黄、二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の環境基準（ただし、
二酸化窒素については旧環境基準値）を超えて排出することの差止を求め、
さらに、共同不法行為等に基づく損害賠償を求めたものである。 
本判決は、被告企業に関しては、二酸化硫黄と健康被害との間の因果関
係及び被告企業間の共同不法行為を認めた上で損害賠償請求を認容したが、
道路管理者に関しては、被告企業との共同不法行為を否定し、二酸化窒素と
健康被害との間の因果関係を認めず、損害賠償責任を否定した（被告企業の
集中立地、操業再開及び拡大等に関与・加担した被告国の責任、被告企業に
対する規制権限不行使の被告国の責任も否定した）。また、抽象的差止請求
は不適法であるとして、訴えを却下した。控訴後、原告らと被告企業らとの
間で和解が成立した。 
（Ⅱ） 本判例の位置付け 
本判例は、判例①に引き続いて出された複数汚染源に対する大気汚染公害
訴訟の判決である。 
判例①と同様、被告企業は、四日市公害訴訟のようなコンビナートではな
く、立地の経緯や時期に共通性はなく、場所的にも分散している上、四日市
公害訴訟と異なり、道路排煙との共同責任も追及するものであった。そのた
め、判例①と同様、共同不法行為責任の可否が大きな争点であったところ、
被告企業間の共同不法行為を認めたところに特色がある判例である。 
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他方、判例①と同様、複数の道路管理者に対する請求としても特色がある
ところ、被告国及び被告公団の責任は、二酸化窒素と健康被害との因果関係
が否定されたため、認められなかった。 
また、判例①と同様、差止請求については、抽象的差止請求を不適法とし
た判例の一つでもある。 
（Ⅲ） 判旨（共同不法行為に関する部分） 
「（民法７１９条１項前段につき客観的関連共同性説、同条項後段の共同
不法行為につき関連共同性が不要であるとの説、あるいは、同条項前段につ
き主観的関連共同性あるいはこれと同視しうる程度の関連共同性を必要と
する説は採れないとしつつ） 
民法７１９条１項の共同不法行為の関連共同性については、不法行為責任
を的確に確定するためには、前段及び後段とも共同の行為が客観的に関連共
同していることで足りるが、右客観的関連共同性は、結果に対して社会通念
上全体として一個の行為と認められる程度の一体性があるものに限定され
るべきである。そして、同条前段及び後段の共同不法行為が成立する場合に
は、いずれも共同行為者各人が共同不法行為と相当因果関係にある全損害の
賠償責任を負うが、同条前段の場合には共同不法行為者の個別事由による減
免責の主張立証が許されないのに対し、同条後段の場合には右減免責の主張
立証が許されると解されるところ、右減免責の主張立証の許否に照らすなら
ば、同条前段及び後段の共同不法行為の要件である関連共同性における一体
性の強弱も必然的に異なるものというべく、すなわち、同条前段の共同不法
行為の関連共同性は、共同不法行為者間により緊密な一体性を要するのに対
し、同条後段の共同不法行為の関連共同性は、前記社会通念上全体として一
個の行為と認められる程度の一体性を有した上で加害行為の一部を負担し
ていることで足りると解するのが相当である。」 
（民法７１９条１項前段の不法行為の判断基準） 
「被告企業ら間に前記説示の緊密な一体性が認められるか否かの判断基
準としては、被告企業らによる本件大気汚染物質の排出の態様及び原告ら居
住地等への到達状況、右大気汚染物質の排出行為の前提となる被告企業らの
本件地域における立地状況及び操業状況等、被告企業ら間の生産活動に係る
経済的・人的結合状況、被告企業らの本件大気汚染物質の影響への対応等を
総合的に勘案すべきものであると解する。」 
（３） 判例③ 倉敷公害訴訟事件 
（Ⅰ） 事案及び判旨 
倉敷市内またはその隣接地域に居住して公健法の指定疾病の認定を受け
た者又はその相続人である原告らは、水島コンビナートを形成する化学工業、
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製鉄会社、電力会社ら８社（以下、「被告企業」という。）に対し、被告企業
の操業による一定の数値の二酸化窒素、浮遊粒子状物質、二酸化硫黄の排出
差止を求めるとともに、共同不法行為又は大気汚染防止法２５条１項に基づ
く損害賠償を求めたものである。 
本判決は、二酸化硫黄と健康被害との間の因果関係及び被告企業間の共同
不法行為を認めて損害賠償請求を認容したが、抽象的差止請求につき不適法
であるとして却下した。 
（Ⅱ） 本判例の位置付け 
本判例は、判例①及び判例②に引き続いて出された複数汚染源に対する大
気汚染公害訴訟の判決である。判例①及び判例②とは異なり、被告は、企業
のみであり、道路管理者は被告となっていない点で特色がある。 
本判例は、判例①及び判例②と異なり、四日市公害訴訟と同様、被告企業
がコンビナートを形成しているものであった。判例①及び②と同様、被告企
業間に共同不法行為を認めた点に特色がある判例である。 
ただし、判例①及び判例②と異なり、企業のみが被告となり、道路管理者
たる国等は被告とされていないためか、二酸化窒素及び浮遊粒子状物質と健
康被害との間に因果関係を認めた点でも特色がある。110 
また、判例①及び判例②と同様、差止請求については、抽象的差止請求を
不適法とした判例の一つでもある。 
（Ⅲ） 判旨（共同不法行為に関する部分） 
（民法７１９条１項前段の共同不法行為） 
「民法７１９条１項前段の共同不法行為が成立するためには、各行為者の
行為について、客観的関連共同性があることが必要である。そして右共同行
為と相当因果関係のある全損害について損害賠償責任を負い、各人が、自己
の行為と権利侵害ないし損害と因果関係がないか部分的にないことを主張
立証することはできない。 
共同行為者にかかる重い責任を課している以上、関連共同性があると認め
るためには、共同行為者が加害行為の一部に参加しただけでは足りず、これ
を超えた緊密な関係、すなわち、各行為者が、損害の発生に対して社会観念
上全体として一個の行為として評価できる程度の一体性を有することが必
要であり、行為者に共同の認識があれば、関連共同性はさらに強固になると
いうべきである。 
                                               
110 村松昭夫「公害と国の責任 西淀川判決と国道４３号線最高裁判決の積極的意義」法律時報６７
巻１１号（１９９５年）２５頁によると、判例③で、二酸化窒素を含む大気汚染と呼吸器疾患との
因果関係を認める判断を下し、判例①、判例②で、これを否定した原因は、明らかに国の公害責任
を追及しているかどうかの一点に尽きると指摘する。 
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右関連共同性については、地域性、各工場の立地、操業の経過、被告らの
経済的、人的組織的な面における関係、汚染物質排出の態様、排出量、汚染
への寄与度を全体としてみることによって判断するべきである。」 
（４） 判例④ 西淀川第２次～第４次公害訴訟事件 
（Ⅰ） 事案 
大阪市西淀川区に、現在までに居住していて公健法に定める指定疾病の
認定を受けた患者またはその相続人らが、同区内および隣接市区内に工場・
事業場を有する企業１０社、及び同区内を走行する国道２号線、同４３号線
（昭和４５年供用開始）を設置管理する被告国及び同区内を走行する阪神高
速大阪池田線（同）、同大阪西宮線（昭和５６年供用開始）を設置管理する
阪神高速道路公団（以下、「被告公団」という）に対し、上記工場等と本件
各道路を走行する自動車が排出する大気汚染物質により健康被害を受けた
ことを理由として、環境基準値を超える二酸化硫黄、二酸化窒素（旧環境基
準値）及び浮遊粒子状物質についての排出差止、及び共同不法行為に基づく
損害賠償を請求したものである。 
審理中に、企業 1 社について訴えが取り下げられ、また、平成７年３月
２日、企業９社との間に、企業９社が、解決金３３億２０００万円（内１２
億５０００万円は西淀川地域の再生などの実現に使用するものとされてい
る）の支払い、及び公害防止対策に努力することを約して、和解が成立した
（西淀川第１次公害訴訟控訴事件（判例①参照）も同時に和解が成立した）。 
（Ⅱ） 本判例の位置づけ  
本判決は、複数汚染源の大気汚染に関する損害賠償請求について、二酸化
硫黄等の排出企業の責任のみならず、二酸化窒素を中心とする大気汚染物質
を排出する道路の管理者たる国等の責任を認めた初めての判例である。また、
差止請求については、抽象的差止請求の適法性を認めて、実体判断をした初
めての判例である（ただし、請求棄却）。 
判例①、判例②の各判例は、損害賠償請求について、二酸化硫黄と健康被
害の因果関係を肯定して上記企業の責任を認めたものの、二酸化窒素と健康
被害との因果関係を否定して、道路管理者たる国等の責任を認めなかった
（判例③の判決は、窒素酸化物と健康被害との間の因果関係を肯定してい
る。）。判例①ないし判例③の各判例は、差止請求についても抽象的差止請求
を不適法として訴えを却下する判決をした。本訴訟の第１次訴訟（判例①）
はこれにあたる。 
これに対し、判例④及び判例⑤の各判例は、損害賠償請求について、二
酸化硫黄のみならず、二酸化窒素と健康被害との因果関係をも肯定して、道
路管理者たる国等の責任を認めた（ただし、本判決は、二酸化硫黄の相加的
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な作用において二酸化窒素と健康被害との間の因果関係を認めており、国道
４３号線及び阪神高速道路についての設置管理上の瑕疵の違法性を第二期
（昭和４６年度から同５２年度まで）の国道４３号線及び阪神高速池田線の
各道路沿道５０メートルの範囲で限局的に認めたに過ぎない。）。判例④及び
判例⑤の各判例は、差止請求については、抽象的差止訴訟を適法とした上で
実体判断に入るも、請求を棄却する判決をしている。本判決（第２～第４次、
判例④）は第１次判決（判例①）に比べると実体判断に踏み込んだ点では画
期的な判断といえるが、損害賠償請求を認めたにもかかわらず、差止請求を
認めなかった点で、慎重な判断にとどまったと評価できる。 
（Ⅲ） 判旨 
（ⅰ） 因果関係 
（Ａ） 到達の因果関係 
昭和２９年以降を第一期（昭和２９年度から昭和４５年度まで）、第二
期（昭和４６年度から同５２年度まで）、第三期（昭和５３年度以降）にわ
けて、硫黄酸化物、窒素酸化物、浮遊粒子状物質による大気汚染状態を分
析していている。 
第二期の一般環境における工場等と自動車等の発生源別の寄与の程度
は、二酸化硫黄で特定工場等が約９１％に及び、二酸化窒素で自動車が約
６０％であり、二酸化硫黄及び二酸化窒素の寄与の程度を判断すると、工
場等約６５％、自動車等が約３０％弱（本件各道路に限定すると約２０％）
と判断した。 
道路沿道（道路端から５０ｍ以内）における寄与割合は、第二期では二
酸化硫黄、及び二酸化窒素における自動車の寄与割合は約３５％に増加す
る。第三期では、二酸化硫黄濃度が著しく改善され、浮遊粒子状物質も低
下傾向にあるのに対し、二酸化窒素は増加ないし横ばい傾向にあることか
ら、自動車の寄与割合はさらに増加傾向にある。 
（Ｂ） 発症の因果関係111112 
                                               
111 発症の因果関係につき、損害賠償請求に関してであるが、裁判例は事実的因果関係について「高
度の蓋然性」（ルンバール判決）が必要であるとしつつ、立証軽減の手法として、疫学的因果関係を
用いてきた。大塚直「環境法」（第３版）有斐閣（２０１０年）６７１頁以下によると、非特異疾患
についても、疫学的因果関係が証明されれば法的因果関係が存在する旨の判断がなされているもの
もあるが（四日市公害訴訟事件、千葉川鉄訴訟事件など）、近年は他の事実を検討するものが多いと
する（西淀川第１次公害訴訟事件（判例①）、川崎第１次公害訴訟事件（判例②）、倉敷公害訴訟事
件（判例③）など）。 
112 学説では非特異性疾患一般についても疫学的因果関係から法的因果関係を推定できるとする説
（淡路剛久「公害・環境問題と法理論（その一）」ジュリスト８２８号（１９８５年）１７１頁）、
特異性疾患であれば疫学的因果関係から法的因果関係を認定してもよいが、非特異性疾患について
は汚染物質にさらされた者の属する集団の罹患率が、そうでない集団の罹患率との比較で相当程度
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原告に立証責任があるとの原則に立ちつつ、「加害者の行為の関与によ
り、一定の被害（疾病の発症・増悪）が現に生じており、当該訴訟の時点
における科学水準によれば、疫学等によって統計的ないし集団的には加害
行為との間に一定割合の事実的因果関係の存在が認められるが、集団に属
する個々の者について因果関係を証明することは不可能あるいはきわめて
困難であり、被害者にその証明責任を負担させることが社会的経済的妥当
性を欠く一方、加害行為の態様等から少なくとも右一般的な割合の限度に
おいては加害者に責任を負担させるのが相当と判断される場合には、いわ
ば集団の縮図たる個々のものにおいても、大気汚染の集団への関与自体を
加害行為と捉え、右割合の限度で各自の被害にもそれが関与したものとし
て損害の賠償を求めることが許される」「集団への関与の割合自体を証明
対象とすることによって、従来の因果関係の立証責任の分配、証明度につ
いての原則を維持しつつ、右のような場合については、被害者側に帰する
ことが妥当でない証明困難により全面的に請求が棄却される自体を防止し、
他方、加害者側にも加害行為に対応しないおそれのある損害の負担をさせ
ないことにより、その適正な分配が可能になる」「原告らは右立証命題につ
いて高度の蓋然性をもって証明する必要があり、かつ、右割合の損害賠償
を求める限りはそれで足りる。」 
各種疫学調査等を総合考慮すると、いずれの時期においても二酸化窒素
単体と指定疾病の発症との間に因果関係を認めることはできないが、第二
期においては、二酸化硫黄と二酸化窒素との混在した汚染物質と指定疾病
との発症、増悪との間に因果関係を認めることができ、第三期においては、
                                                                                                                                         
高い（４～５倍）場合でないと、個別的因果関係は推定できないとする説（森島昭夫「因果関係の
認定と賠償額の減額」星野英一＝森島昭夫編「現代社会と民法学の動向（上）」有斐閣（１９９２年）
２３５頁以下、新美育文「疫学的手法による因果関係の証明（上・下）」ジュリスト８６６号７４頁
以下、同８７１号８９頁以下。）がある。 
後者の見解に立ちつつ、近年の学説・裁判例においては、①相対的危険度を基にした、因果関係の
確率的認定を行い、責任範囲を限定する見解（新美育文「西淀川公害（第二ないし四次）訴訟第一
審判決にみる因果関係論」ジュリスト１０８１号（１９９５年）３２頁）、②確率的心証論（心証形
成面での確立に即した因果関係ないし損害の割合的認定を認める理論、倉田卓次「民事交通訴訟の
課題」日本評論社（１９７０年）１６０頁以下。）、③割合的因果関係論（複数の原因が競合した場
合に、因果関係を割合的に認め、その限度で賠償を命ずるべきであるとする説、野村好弘「確率的
（割合的）因果関係論」判例タイムズ７８２号（１９９２年）５３頁）、④暴露損害説（疾病罹患の
危険性を増大せしめる因子に暴露されたこと自体を損害と把握し、疾病の場合の損害額に当該患者
の増加率を乗じた限度で、これに対する賠償責任を肯定する説）などが展開されてきた。裁判例に
おいても、事実的因果関係が通常求められる程度に達しない場合でも、心証度や蓋然性の程度に応
じた損害賠償を認定したとみられるものが出ており、本判決もこれに位置づけられるとされている
（新美育文「西淀川事件第２次～第４次訴訟ー道路公害と因果関係」別冊ジュリスト１７１号（２
００４年）３８頁、大塚直「環境法」（第３版）有斐閣（２０１０年）６７３頁以下）。  
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一般環境においては健康への影響があるとすることは困難であるが、道路
沿道に限れば、二酸化窒素の指定疾病の増悪への影響を否定できない。 
（ⅱ） 都市型複合大気汚染における共同不法行為の成否 
民法７１９条１項前段の共同不法行為につき、客観的関連共同説にたち
つつ、強い関連共同の場合（共同行為者間に主観的要素が存在したり、結
果に対し質的にかかわり、その関与の度合いが高い場合、量的な関与であ
っても、自己の行為のみによっても全部または主要な結果を惹起する場合）、
寄与度に応じた免責・減責は認めない。弱い客観的競合の場合（共同への
参加の態様、そこにおける帰責性の強弱、結果への寄与の程度等を総合的
に判断して、連帯して損害賠償義務を負担させることが具体的妥当性を欠
く場合）、寄与度による免責・減責を認める。 
主張立証責任は、被害者が、共同行為者の各自の行為、各行為の客観的
関連共同性、損害の発生、共同行為と損害との因果関係、責任要件、違法
性を主張し、加害者側は、弱い共同関係であることと自己の寄与の程度及
び責任の分割が合理的であることを主張する（責任分割の抗弁）。これに対
し、被害者側は強い共同関係があることを主張して反証する（積極否認）。 
民法７１９条１項後段の共同不法行為は、複数の者がそれぞれの行為の
みによっても結果発生の危険がある行為を客観的に共同して行い、そのう
ちのどの行為によって結果が惹起されたか不明の場合（択一的競合―寄与
度不明の場合も含む）に適用される。この場合も、責任免除の抗弁、責任
分割の抗弁が許される。 
民法７１９条１項前段は、共同行為者の行為によって全部の結果、ある
いは少なくともその主要な部分が惹起されたことを前提とし、民法７１９
条１項後段においては、共同行為者とされたもののいずれか（単独または
複数）が全部の結果を惹起していることを前提とする。これに対し、都市
型複合大気汚染の場合は、個々の発生源だけでは全部または主要な部分を
惹起する可能性はなく、全部またはいくつかの行為が積み重なって初めて
結果を惹起するに過ぎない場合（重合的競合）にあたる。この場合、全部
または主要な部分を惹起したものを具体的に特定し、それぞれの行為を明
らかにすることができなければ、民法７１９条の直接適用はできない。し
かし、被害者の救済のため、寄与の程度によって損害を合理的に判定でき
る場合には、民法７１９条の類推適用をして、特定された競合行為者に対
する損害賠償の請求を認める。 
この場合、特定競合者は被害の一部を惹起したに過ぎず、それ以外の競
合者との共同関係の有無・程度・態様について適切な防御をつくすことも
できないため、結果の全体に対する特定競合者の行為の総体についての寄
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与の割合を算定し、その限度で責任を負う。 
特定競合者間の関係については、民法７１９条の直接適用の場合と同様、
弱い共同関係しかない場合には、寄与の割合に従った責任の分割あるいは
減免責を認める。 
本件の場合、特定工場群及び本件各道路が主要汚染源とは評価できず、
民法７１９条１項の直接適用はできないとしつつ、汚染物質の西淀川区へ
の到達（侵害行為）は一体性があり、客観的に見て関連共同性を有する上、
その寄与の程度はシミュレーションの結果等である程度合理性を持った評
価をすることが可能なため、民法７１９条の類推適用を考えるべきである。 
特定工場群と道路管理者たる被告らの共同関係は、地形的・気象的一体
性、社会経済的一体性、公害激化に伴う一体性の観点から見て、強い共同
関係は認められない。したがって、本件各道路を走行する自動車の排出ガ
スに起因する被告らの責任は特定工場群とは区別して、本件各道路の寄与
の限度に限定するのが相当である。 
各道路間の関係については、自動車排出ガスに起因する責任は、発症の
レベルでは第二期に限定され、増悪のレベルでは第三期においても否定で
きないが、後述の違法性の判断によれば、管理が違法となるのは第二期に
おける国道４３号線及び阪神高速大阪池田線の道路沿道（道路端から５０
ｍ以内）のみであるとし、本件各道路の責任については、第二期における
国道４３号線及び阪神高速大阪池田線の沿道に対してのみ、右各道路から
の排煙と特定工場群との排煙との一体的寄与ないし違法性が認められるに
すぎいないこととなる。しかるに、右両道路は最短距離でも３ｋｍも離れ
ており、各道路の沿道に相互の自動車排出ガスが到達する可能性は少ない
ことから、両道路を一体として、その沿道被害について連帯責任を負担さ
せる理由は全く存在しない。 
したがって、被告国は国道４３号線の、被告阪神高速道路公団は阪神高
速大阪池田線の各沿道被害について、それぞれの寄与の限度で責任を負担
すれば足りる。 
（ⅲ） 道路管理における瑕疵及び違法性の有無（道路の公共性） 
本判決は、大阪空港公害最高裁判決（最大判昭和５６年１２月１６日民
集３５巻１０号１３６９頁）を前提に、車の排気ガスにつき、道路管理者
に供用関連瑕疵による損害賠償責任を初めて認めた。同最高裁判決と同様、
違法性（受忍限度）の判断が必要であるとした。 
総合的判断の結果、国道２号線については、地域交通に占める役割が大
きく、交通量もそれほど多くないため侵害行為の面での影響も大きくない
ため、一般環境のみならず、道路沿道についても違法性は否定した。他方、
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国道４３号線、阪神高速大阪池田線は、第二期において指定疾病の発症・
増悪の一要因となっていたことからすると違法性が低いとはいえないも
のの、地域の産業経済面から交通麻痺状態の解消が求められていたこと、
自動車ガスの危険性が科学的に解明されていたとまではいえないこと、技
術的諸制約からすると、道路沿道（道路端から５０ｍ以内）については違
法性を否定しえないものの、一般環境においては違法性は認められない。
損害賠償の違法性の判断においては、厚木基地訴訟（最判平成５年２月２
５日民集４７巻２号６４３頁）などが示唆した彼此相補性を基準として、
国道２号線（受忍限度内）と、阪神高速大阪池田線及び国道４３号線（受
忍限度外）との間で判断が分かれた可能性がある。113 
第三期については、自動車ガスの増悪の悪影響を否定できないものの、
権利侵害の程度が比較的軽度であることに加え、道路の公共性等の諸事情
を総合考慮すれば、違法性は認められない。 
（ⅳ） 差止請求の法的根拠 
人間の生命や健康等の人格的利益（人格権）は、差止請求の根拠となる。 
環境権は実定法上の根拠に乏しく、その要件や内容等も明確でないから、
根拠とならない。 
（ⅴ） 差止請求の当否 
二酸化窒素については、新環境基準が定められており、旧環境基準を相
当とする合理的な根拠はない。また、環境基準自体、それをわずかでも超
えると直ちに健康に悪影響を与える危険性があるというものではないか
ら、差止基準として合理的とはいえない。 
環境基準を達成しえていない状況が長期にわたってはいるものの、大気
汚染は全体的に改善されてきている結果、道路沿道においても、患者数が
増加している状況はなく、現状の濃度を前提とする限り、各道路の公共性
を考慮すると、受忍限度を超える侵害はなく、差止の必要性は認められな
い。 
したがって、差止請求は理由がない。 
（Ⅳ） 本判例の評価 
（ⅰ） 因果関係 
 本判決は、第二期において、二酸化硫黄の相加的な作用において二酸化窒
素と指定疾病の発症との間に、第三期において、二酸化窒素と指定疾病の増
悪との間に、それぞれ因果関係を認めた。二酸化窒素単体ではないものの、
                                               
113 村松昭夫「公害と国の責任 西淀川判決と国道４３号線最高裁判決の積極的意義」法律時報６７
巻１１号（１９９５年）４７頁に同趣旨の指摘がある。 
51 
 
二酸化窒素と健康被害の発生との間で因果関係を認めたため、道路管理者に
対する責任を問う道が開かれた。ただし、後述のとおり、違法性の存否や共
同不法行為の成立の範囲の観点から、第二期における国道４３号線及び阪神
高速大阪池田線の道路沿道における被害についてのみ損害賠償責任が認め
られた。 
（ⅱ） 共同不法行為 
本判例は、民法７１９条の解釈については、四日市公害訴訟判決と同様の
立場に立って、「強い関連共同性」「弱い関連共同性」ともに、民法７１９条
１項前段の問題とするが、排出者が特定できない重合的競合の場合には民法
７１９条の直接適用はできず、類推適用の問題とし、特定競合行為者間の寄
与度に限って民法７１９条１項前段の責任を認めているものと思われる。
114115 
特定工場群と被告らの共同性について、特定工場群及び本件各道路からの
汚染物質の排出は客観的関連共同性を有するとしつつ、特定工場群及び本件
各道路からの汚染物質の排出には強い関連共同性はなく、弱い関連共同性で
あると評価し、本件各道路を管理する被告らの責任を、道路排煙の寄与度の
範囲に限定した。本件各道路の一体性については、因果関係及び違法性の観
点から、対象となる時期及び地域を第二期における国道４３号線及び阪神高
速大阪池田線の沿道（道路端から５０ｍ以内）に限定した上で、両道路間の
距離が離れていることから自動車排煙の一体性を否定し、各被告らの責任は
各々管理する道路の沿道被害に限定した（弱い関連共同性は認めつつも、道
路沿道に寄与の限定したものと思われる）。関連共同性の判断において、被
告らの出資や監督関係等の道路管理面での一体性より排煙の一体性を重視
している姿勢がうかがわれる。 
（ⅲ） 複数汚染源の差止めにおける被告らの関係 
抽象的差止の適法性を判断する上で、連帯的差止が許される被告らの関係
について明示した唯一の判例である。すなわち、連帯的差止が認められる被
告らの関係は、汚染源の主体相互間に主・従の関係や密接な関係がある場合
                                               
114 大塚直「最近の大気汚染訴訟判決と共同不法行為論ー西淀川第二～四次訴訟判決を中心として」
判例タイムズ臨時増刊８８９号３頁（１９９５年）７頁以下によると、本判決が特定性の欠ける場
合に民法７１９条の類推適用が問題になるとしたのは、特定性の要件の緩和を目的とするのみでな
く、特定競合者全体の寄与度に限って連帯責任を認める効果を付与することを目的としたものとい
え、民法７１９条の条文との整合性を保つうえで、一つの巧妙な考えを示したものとしている。 
115 大塚直「最近の大気汚染訴訟判決と共同不法行為論ー西淀川第二～四次訴訟判決を中心として」
判例タイムズ臨時増刊８８９号３頁（１９９５年）７頁以下によると、本判決は、不特定競合者と
特定競合者との間に関連共同性を認めていることから、特定競合者の寄与度に責任が限定されるの
は、特定競合者全体についての寄与度が証明されたため、減責が認められたとみることができる旨
指摘している。 
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とした。その上で、被告らと特定工場群ないし訴外汚染源の主体の間には
主・従の関係や密接な関係はないと判示した。連帯的差止が認められる被告
らの関係が、共同不法行為における関連共同性といかなる関係にあるかにつ
いては明示されていない。ただし、被告らと特定工場群との間には、共同不
法行為における弱い関連共同性が認められていると思われることからする
と、連帯的差止が認められる関係はそれだけでは足りないことが認められる。 
他方、被告国と被告公団との間に連帯的差止が認められる関係にあるか否
かについては、両被告らの関係だけ見れば、主・従の関係や密接な関係が認
められそうにもかかわらず、何ら判示されていない。 
この点、前述のとおり、共同不法行為における関連共同性の認定を見ると、
被告らと特定工場群ないし訴外汚染源の主体との間には、本件地域の一般環
境における排煙の一体性が認定されているのに対し、被告国と被告公団の管
理する本件各道路からの道路沿道への排煙の一体性が認定されていない。こ
れに対し、連帯的差止請求（全部差止義務）が許される場合にあたるかにつ
いて、被告らと特定工場群との関係では検討の結果としてこれにあたらない
としつつ、被告国と被告公団では要件具備の検討すらしていない。このこと
からすると、連帯的差止が許される被告らの関係には、少なくとも被害地域
における排煙の一体性が必要であることが認められる。排煙の一体性がなけ
れば、大気汚染物質の差止によって被告らの被害を除去しうる可能性がない
からである。 
以上からすると、同判例から、複数汚染源の差止における被告らの関係に
ついては、少なくとも排煙の一体性が必要であるが、連帯的差止が認められ
る関係はそれだけでは足りないことが認められる。 
（ⅳ） 差止の棄却判決の理由 
本判決は、実体的判断として、損害賠償については、第２期において道路
沿道から５０メートルの範囲に居住する住民への違法性を認め、請求を認容
したにもかかわらず、差止めについては、道路沿道から１５０メートル以内
の住民に原告適格を認めつつ、請求を棄却した。棄却した理由が問題となる。 
損害賠償は認容しつつ差止請求を棄却した理由として、差止基準の合理性
がないこと、違法性がないことを挙げている。116そのことからすると、差止
請求についても、因果関係については損害賠償請求の場合と同様の事実認定
を前提にしている可能性はある。しかし、本判決については、他の判例と異
                                               
116 損害賠償請求においては、国道４３号線及び阪神高速大阪池田線の沿道被害の違法性を認めてい
ることからすると、差止請求においては違法性の判断が異なることがうかがわれる。この点、大塚
直「環境法」（第３版）有斐閣（２０１０年）６８２頁によると、違法性段階説とファクター相違説
があることが指摘されている。 
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なり、連帯的差止が認められる被告らの関係を明示していることからすると、
連帯的差止が認められる被告らの関係は、損害賠償における共同不法行為と
異なるものであることが認められる。 
（５） 判例⑤ 川崎公害第２次～第４次公害訴訟事件 
（Ⅰ） 事案 
川崎市川崎区又は同市幸区（以下、「川崎地域」という）に居住または勤
務し、公健法に定める指定疾病の認定を受けた患者及びその遺族Ｘらが、国
道１号線、１５号線、１３２号線、４０９号線を設置管理する被告国及び神
奈川県道高速横浜羽田線（以下、「横羽線」という）を設置管理する首都高
速道路公団（以下、「被告公団」という）に対し、上記各道路からの大気汚
染物質により健康被害を受けていることを理由として、二酸化窒素及び浮遊
粒子状物質の環境基準（ただし、前者については旧環境基準）を超えて排出
することの差止を求め、さらに、上記各道路の設置管理の瑕疵を理由に包括
的損害賠償を求めたものである。 
原告らの一部は、被告ら以外に、大気汚染物質を排出する企業らに対して
も、同様の請求をしていたが、１９９４年、横浜地裁川崎支判平成６年１月
２５日判時１４８１号１９頁，判タ８４５号１０５頁（第１次訴訟、判例②）
は、差止請求につき不適法であるとして却下し、損害賠償請求につき、上記
企業らとの間では認容し、被告らの関係では棄却した（１９９５年３月２日、
東京高裁にて、上記企業らとの間で訴訟上の和解成立。）。 
本件でも、原告らは、上記企業らに対して同様の訴えを提起したが（第２
次～第４次訴訟）、１９９６年１２月２５日、和解が成立したため、被告ら
に対する訴訟についてのみ本判決が言い渡された。 
本判決は、損害賠償については、被告らに対し、連帯して、原告ら４８名
に対する約１億４９１１万円の損害賠償金の支払義務を認めた。差止請求に
ついては、訴えの適法性を認めたが、原告らの主張する差止基準については
合理性がないとし、差止の必要性についても緊急性がないとして否定し、差
止請求を棄却した。 
（Ⅱ） 本判例の位置付け 
本判決は、複数汚染源の大気汚染に対する請求において、損害賠償請求
を認め、差止請求の実体審理に入ったものの、道路管理者に対する差止を認
めなかった判例の一つである。損害賠償請求については、二酸化硫黄等の排
出企業の責任のみならず、二酸化窒素を中心とする大気汚染物質を排出する
道路の管理者たる国等の責任を認めた判例の一つとして特色がある。 
判例①及び判例②の各判例は、損害賠償請求について、二酸化硫黄と健
康被害の因果関係を肯定して上記企業の責任を認めたものの、二酸化窒素と
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健康被害との因果関係を否定して、道路管理者たる国等の責任を認めなかっ
た（判例③の判決は、企業のみが被告となり、道路管理者たる国等は被告と
されていないためか、窒素酸化物と健康被害との間の因果関係を肯定してい
る）。判例①ないし判例③の各判例は、差止請求についても抽象的差止請求
は不適法として訴えを却下する判決をした。本訴訟の第１次訴訟（判例②）
はこれにあたる。 
他方、判例④、及び判例⑤の各判例は、損害賠償請求について、二酸化
硫黄のみならず、二酸化窒素と健康被害との間の因果関係をも肯定して、道
路管理者たる国等の責任を認めた。本判決は、二酸化硫黄の相加的な作用に
おいて二酸化窒素の健康被害との間の因果関係を認めた西淀川第２次～第
４次公害訴訟事件（判例④）に対し、二酸化窒素単体での健康被害との間の
因果関係を認めた点、117また、川崎地域における面的汚染を認めた点でも特
色がある判決である。118判例④及び判例⑤の各判例は、差止請求については、
抽象的差止訴訟を適法とした上で実体判断に入るも、請求を棄却する判決を
している。本判決（第２～第４次）は第１次判決（判例②）に比べると実体
判断に踏み込んだ点では画期的な判断といえるが、損害賠償請求を認めたに
もかかわらず、差止請求を認めなかった点で、慎重な判断にとどまったと評
価できる。 
（Ⅲ） 判旨 
（ⅰ） 大気汚染物質と疾病の関係 
二酸化窒素による大気汚染が疫学的知見に現れた濃度により定量的に指
定疾病を発症させる危険性があり、また発症の危険性がある以上、これらの
疾病を増悪させる危険性もあると認めるのが相当である。ある程度汚染期間
が経過した昭和４４年ころ以降においては、本件地域における二酸化窒素に
よる大気汚染は、本件地域に継続して居住したものに対し、単体で指定疾病
を発症または増悪させる危険性があったと認めるのが相当である。 
                                               
117 田山輝明「川崎大気汚染公害第二次～四次第一審判決」判例評論５００号（２００１年）３３頁
によると、二酸化窒素が単体で健康被害を与えること、およびそれが現在においても続いているこ
とを認めた初めての裁判例であるとする。 
118 篠原義仁「川崎大気汚染公害訴訟 和解決定とその後の取組み」法律時報７３巻３号（２００１
年）５６頁によると、二酸化窒素単体で健康被害との間の因果関係を認めた点を評して、本判決は、
健康被害が「現在進行形」として存在していることを強調し、その意味で時期区分を設定して限局
的にその賠償責任を認めた西淀川二次～四次訴訟判決（判例④）を超えた画期的判決とする。健康
被害が現在も続くことを認めつつ、差止を認めなかった判断には疑問が残る。また、被告国・公団
が設置・管理する道路の他、神奈川県、川崎市が設置・管理する主要道路についても、原告が主張
する「道路網」の論理を採用して共同不法行為を認め、連帯責任を認めた点で、本件地域の面的汚
染とそこでの被害発生を意味すると述べる。この点、東京大気汚染公害訴訟事件（判例⑧）が面的
汚染を否定していることと異なる。 
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浮遊粒子状物質については、少なくとも現時点においては、これによる大
気汚染が定量的に指定疾病を発症または増悪させる危険性があるとまで認め
ることは困難である。ある程度汚染期間が経過した昭和５０年ころ以降の本
件地域における浮遊粒子状物質は、同じ呼吸器系の健康影響を単体で及ぼす
二酸化窒素と相加的に作用して指定疾病を発症または増悪させる危険性があ
ったと認めるのが相当である。 
二酸化硫黄による大気汚染が疫学的知見に現れた濃度で定量的に指定疾
病を発症させる危険性があり、発症の危険性がある以上これらの疾病を増悪
させる危険性もあると認めるのが相当である。昭和４０年代においては、本
件地域における二酸化硫黄による大気汚染は、本件地域に継続して居住した
ものに対し、単体で本件疾病を発症または増悪させる危険性があったと認め
るのが相当である。他方、本件地域における二酸化硫黄に濃度が著しく改善
した昭和５０年ころ以降においては、二酸化硫黄単体で指定疾病に対する影
響を認めることはできない。最も、昭和５０年ころ以降における本件地域に
おける二酸化硫黄は、同じ呼吸器系への影響を単体で及ぼす二酸化窒素と相
加的に作用して本件疾病を発症または増悪させる危険性があったと認めるの
が相当である。 
（ⅱ） 共同不法行為 
民法７１９条１項前段の共同不法行為の成立のための関連共同性につい
ては、被害者の保護を図るため、共同の行為が客観的に関連共同していれば
足りる。不法行為責任を明確にするため、その客観的関連共同性は社会通念
上全体として一個の行為と認められる程度の一体性があるものに限定される
（同項前段及び後段で減免責の主張の許否に違いがあると解するのが相当で
あるが、被告らにおいて減免責の主張がないから、関連共同性を区別しない）。 
本件道路（被告道路と神奈川県道及び川崎市道を併せた道路）の位置関
係、供用・拡幅の経緯、利用形態、道路からの大気汚染物質の排出の状況か
らすると、本件道路からの大気汚染物資の排出は社会通念上全体として一個
の行為と認められる程度の一体性があるというべきであり、本件道路からの
大気汚染物質の排出の間に関連共同性を認めるべきである。また、国道４０
９号線は、昭和５６年の路線指定及び昭和６１年の区域指定以前は県道の一
部であったことからすると、国道４０９号線に指定される以前の各県道と国
道４０９号線以外の本件各道路からの大気汚染物質の排出も社会通念全体と
して一個の行為と認められる程度の一体性があるというべきであるから、昭
和５６年の路線指定及び昭和６１年の区域指定以前の各県道とその他の本件
道路からの大気汚染物質の排出の間にも関連共同性を認めるのが相当である。 
したがって、本件道路の設置管理により原告らに発生した被害につき、
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被告らは互いに連帯して損害賠償責任を負うのみならず、原告らの被害全体
について、関連道路を設置管理する神奈川県及び川崎市と連帯して損害賠償
責任を負う。 
（ⅲ） 国家賠償法２条１項の責任 
本件道路から本件地域への一般環境大気へ排出された二酸化窒素、浮遊粒
子状物質及び二酸化硫黄の排出量から算定した本件地域の大気汚染濃度に対
する寄与度からすると、本件道路は住民等に健康被害を生じさせる危険性が
ある二酸化窒素、浮遊粒子状物質及び二酸化硫黄を排出していたと認められ
るから、本件道路からの大気汚染物質の排出は本件地域に居住する住民への
危害を及ぼす危険性があったと認めのが相当である（供用関連瑕疵）。 
その上で、昭和４４年以降の本件道路からの複合した大気汚染物質の多量
かつ継続的な排出はその侵害行為性が低いとはいえず、被害防止に関する措
置もその効果が十分でない上、原告らの健康被害の性質や内容の重大性から
すると本件道路からの大気汚染物質の排出に違法性があることを否定するこ
とはできないとしつつ、本件道路の公共性又は必要性や本件地域に居住する
住民との関係での受忍と受益の彼此相補性を検討した上で、本件道路の道路
端から５０メートルまでの沿道地域の健康被害については、受忍限度を超え
て、本件道路からの大気汚染物質の排出は違法であるとした。したがって、
被告らは、昭和４４年以降の本件道路の道路端から５０メートルの沿道地域
におおける健康被害について、国家賠償法２条１項の損害賠償責任を負う。 
（ⅳ） 個別的因果関係 
昭和４４年ころ以降に本件各道路の道路端から５０メートルまでの沿道
地域に居住し、指定疾病を発症または増悪したと認められる患者らについて
は、指定疾病の発症または増悪に影響を及ぼす大気汚染以外の因子により発
症または増悪したとの反証がない限り、本件道路の沿道地域における大気汚
染との間に因果関係があると認めるのが相当である。アトピー素因について
は、それのみでは発症とはならない。 
（ⅵ） 差止請求の本案の可否 
差止基準の相当性に関し、二酸化窒素には、新環境基準が設定されてい
るところ、これ以上に旧環境基準が相当であることを認めるに足りる証拠は
ない。環境基準はある程度の安全を見込んで設定されているからその値を超
えると直ちに健康影響が発生するものでもない。したがって、環境基準を差
止基準とすることに合理性を認めることができない。 
差止の必要性に関し、本件各道路端５０メートル以内の沿道地域に居住
する差止原告らについても、必ずしも沿道地域に居住する住民の全て又は大
多数が本件疾病を発症または増悪しているとは認められないこと、沿道地域
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における患者数が他の本件地域と比較して著しく多いとも認めらないことか
らすると、本件道路からの大気汚染物質の排出の危険性は差し迫ったもので
はなく、本件道路の公共性を犠牲にしてまでも大気汚染物質の排出を差止め
る緊急性があるとは認められない。従って、差止の必要性はない。 
よって、差止請求には理由がない。 
（Ⅳ） 本判例の評価 
（ⅰ） 因果関係 
川崎地域における大気汚染は、昭和４０年代には二酸化硫黄単体で、昭和
４４年ころ以降は二酸化窒素単体で、昭和５０年ころ以降は、二酸化窒素に
浮遊粒子状物質及び二酸化硫黄が相加的に作用して、指定疾病の発症または
増悪との間に因果関係があったものとしている。本件一般地域の大気汚染と
区別して、沿道の大気汚染と健康被害との間の因果関係を検討することはし
ていない。 
（ⅱ） 共同不法行為 
共同不法行為につき、民法７１９条１項前段の共同不法行為の成立のた
めの関連共同性の要件として、共同の行為が客観的に関連共同していれば足
りるとし、その客観的関連共同性は社会通念上全体として一個の行為と認め
られる程度の一体性があるものに限定されるとした（同条項後段については、
前段との効果の違いを示唆しつつも、要件については触れていない）。 
その上で、本件道路（被告道路と神奈川県道及び川崎市道を併せた道路）
の位置関係、供用・拡幅の経緯、利用形態、道路からの大気汚染物質の排出
の状況等から、本件道路からの大気汚染物質の排出は社会通念上全体として
一個の行為と認められる程度の一体性があると認め、本件道路からの大気汚
染物質の排出の間に関連共同性を認めている。民法７１９条１項を適用した
場合の効果が不明であるため、いわゆる「強い関連共同性」「弱い関連共同
性」のいずれを認めたかは明確ではないが、被告らの管理する道路の設置、
管理及び費用負担の仕組みや（判例⑧）、健康被害を生じさせた注意義務違
反の共通性や公害規制の共通性（判例⑦）など、排出された大気汚染物質そ
のものの一体性を基礎づける事実以外の事実は考慮されていない点で、弱い
関連共同性を認めたものと評価できる。119120121 
                                               
119 大塚直「環境法 第３版」有斐閣（２０１０年）６７５頁によると、「「強い関連共同性」とは、
例えば、加害者間に製品・原材料の受渡し関係、資本の結合関係、役員の人的交流関係がある場合
（例えば、コンビナート）のように、緊密な一体性が認められる場合であり、・・・「弱い関連共同
性とは、結果の発生に対して社会通念上１個の行為と認められる程度の一体性はあるがそれほど緊
密な一体性はない場合、例えば、相当な広い範囲に工場が立ち並んで、いわゆる都市型の大気汚染
を発生させている場合である。」とする。これによると、本判決は、「弱い関連共同性」と評価でき
るように思われる。 
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（ⅲ） 複数汚染源の差止における被告らの関係 
差止については、因果関係や関連共同性については改めて言及はない。
しかし、複合汚染たる大気汚染である事実関係の共通性からすると、川崎地
域における二酸化窒素等と原告らの健康被害との間に因果関係を認め、被告
らの管理する道路からの二酸化窒素等の排出に関連共同性があるとした事
実関係については、差止については共通であると解される。 
そうであるとすると、問題は、本判決が共同不法行為に基づく損害賠償
請求を認めつつ、差止請求を棄却した理由である。本判決は、環境基準を差
止基準とすることに合理性を認めることができないこと、及び差止の必要性
がないことを指摘する。前者は、損害賠償とは異なる差止特有の理由によっ
て、差止を否定したものであるが、差止の基準を厳密に主張立証することは
極めて困難であり、これを要求することは差止の可能性を否定することとな
るとの批判がありうるところである。後者については、本件道路からの二酸
化窒素等による健康被害による危険性を本件道路の公共性との関連性で低
く評価したものであり、違法性の判断と重なる部分があるように思われる。
122その意味で、損害賠償とは異なる違法性の判断が行われたものと解される。
差止の必要性が否定されたのは、本判決が、道路から排出される二酸化窒素、
浮遊粒子状物質等と健康被害との間の因果関係を道路沿道に限定しなかっ
たこと、被告らの管理する道路からの二酸化窒素等の排出の関連共同性を緩
やかに認めていることにも関連するように思われる。 
（６） 判例⑥ 尼崎公害訴訟事件 
（Ⅰ） 事案 
阪神工業地帯の重工業の拠点であった尼崎市は、昭和２０年代終わりこ
ろから昭和４０年終わりころまで、硫黄酸化物、浮遊粒子状物質を中心とし
た大気汚染が生じた。また、１９５２（昭和２７）年から建設が開始された
国道４３号線が１９６３（昭和３８）年に概ね完成し（全面開通は１９７０
（昭和４５）年）、１９８１（昭和５６）年には阪神高速道路３号線（以下、
「大阪西宮線」という）が開通したため、自動車の排気ガスを主要発生源と
                                                                                                                                         
120 大塚直「共同不法行為論」法律時報７３巻３号（２００１年）２０頁によると、民法７１９条１
項の関連共同性の判断にあたり、主観を問題にしなくても関連共同性は客観的に容易に認められる
ということであると評価している。 
121 田山輝明「川崎大気汚染公害第二次～四次第一審判決」判例評論５００号（２００１年）３３頁
によると、本判決は、従来から、客観的関連共同性を前提として、主観的要素（被害の認識可能性
等）を認定できる場合には、強い関連共同性を認めることができると解されてきたことを理由とし
て、強い関連共同性のある共同不法行為として認識して、民法７１９条１項を適用したものと解し
てよいのではないかと述べる。 
122 田山輝明「川崎大気汚染公害第二次～四次第一審判決」判例評論５００号３３頁（２００１年）
によると、単なる健康被害では差止事由としては不十分であることを意味しているとする。 
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する窒素酸化物、浮遊粒子状物質を中心とした大気汚染が深刻化した。その
ため、１９７４（昭和４９）年１１月までに尼崎市南部および東部（以下、
「尼崎地域」という）は、公健法の第一種地域に指定され（公健法２条１項）、
多くの指定疾病の認定患者が生じた（公健法４条１項）。 
こうした状況の下、１９８８（昭和６３）年１２月、尼崎地域の公健法
の認定患者及びその遺族ら（以下「原告ら」という。最終的には３７９名）
は、訴外企業９社の操業する近隣の重化学工業の工場排煙、並びに国（以下、
「被告国」という）が管理する国道４３号線、国道２号線及び阪神高速道路
公団（以下、「被告公団」という）が管理する大阪西宮線（以下、上記３道
路を「本件道路」という。）からの自動車排出ガスによる大気汚染が原因で
健康被害を生じたことを理由として、訴外企業９社、被告国、被告阪神高速
道路公団に対し、９２億５８００万円の損害賠償と大気汚染物質の差止を求
めて提訴した。 
１９９９（平成１１）年２月１７日、原告と訴外９社との間で、総額２
４億２０００万円を支払うとの訴訟上の和解が成立した。 
本判決は、道路管理者としての被告国及び被告公団との関係で、国家賠
償法２条１項、民法７１９条に基づく損害賠償請求のうち、財産的損害の賠
償請求を棄却し、原告の一部につき慰謝料の賠償請求を一部認容した。また、
差止請求につき、被告らに対し、国道４３号線の沿道５０メートル以内に現
住する原告らの居住地において、浮遊粒子状物質につき１時間値の１日平均
値０．１５ｍｇ／㎡を超える数値が測定される大気汚染を形成してはならな
い旨の一部認容判決をした。 
（Ⅱ） 本判例の位置付け 
第１に、本判決は、四日市公害訴訟以降の大気汚染訴訟における初めての
差止認容判例である。 
判例①ないし判例③の各判例は抽象的差止請求は不適法として訴えを却
下する判決をし、判例④，判例⑤の各判例は抽象的差止訴訟を適法とした上
で実体判断に入るも、請求を棄却する判決をしている。これらの判決に対し、
本判決（判例⑥）は、複数汚染源の大気汚染に対する抽象的差止請求につい
て初めて一部認容判決をしたものである。その後、判例⑦の判決も抽象的差
止請求に対し一部認容判決を出している。他方、判例⑧の判決は、抽象的差
止請求を適法とはしたものの、請求棄却判決を出している。 
ただし、仮処分については、自動車の排気ガス等による健康被害等を理
由とした尼崎地域を通過する大阪西宮線の建設工事禁止を求める仮処分申
請に対し、自動車交通量の制限を命じた仮処分命令がある（高速道路建設工
事禁止仮処分申請事件―神戸地裁尼崎支決昭和４８年５月１１日）。 
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第２に、本判決は、被告国及び被告公団という複数の被告に対し、差止
を認容した点でも特色がある。 
被告らに対する差止認容判決の被告両名の債務関係は、本判決主文に明
示されていないため、問題となる。 
すなわち、本判決の主文は、「被告らは、被告国において、国道４３号線
を自動車の走行の用に供することにより、被告公団において、兵庫県道高速
大阪西宮線を自動車の走行の用に供することにより、別表Ａ記載の原告らの
うち「⑥沿道居住の有無」欄に★印のある原告らに対し、同原告らそれぞれ
の居住地において、左記方法によって浮遊粒子状物質につき１時間値の１日
平均値０．１５ｍｇ／㎡を超える数値が測定される大気汚染を形成してはな
らない。」とされている。この文言からすると、複数の原告それぞれについ
て、主文記載の抽象的差止を認めたことは明示されているが、各被告との関
係で主文記載の抽象的差止を認めたことは明示されていないため、問題とな
るのである。123 
（Ⅲ） 判旨 
（ⅰ） 共同不法行為の成否 
（Ａ） 要件及び効果（民法７１９条） 
まず、民法７１９条１項前段の共同不法行為の要件につき、複数の行為
者の行為が「共同行為」と評価できるものである場合（各行為者の行為に関
連共同性がある場合）には、被害者は、各行為者の行為間の関連共同性の存
在と、その共同行為と結果との間の因果関係を立証することによって、共同
行為によって発生した結果の全部について賠償を求めることができるとし
た。 
次に、民法７１９条１項前段の共同不法行為の効果につき、「共同行為者
は各人の行為と結果との間の個別的因果関係の不存在を理由とする減免責
を主張することは許されない（共同行為者各自は全員の行為の結果について
全部連帯責任を負う）ことを定めたもの」とした。そして、このような自己
責任の原則を修正して全部連帯責任を負わせる民法７１９条１項前段の共
同不法行為における関連共同性とは、「行為者間に主観的な共同関係（共謀、
教唆、幇助等の意思的関連）があることまで必要ではなく（それが存在すれ
ばもちろん関連共同性は肯定される。）、結果の発生につき各行為が客観的に
関連し共同していることで足りるが、その各行為が発生した結果との関係で
                                               
123司法研修所「七訂 民事判決起案の手引」法曹会（１９８８年）１１頁以下によると、金員の支
払を求める主文の場合、複数の被告に対し、それぞれ全額の支払いを命じるときは「各自」「それぞ
れ」あるいは「連帯して」金○○円を支払えと記載するよう、また、原告が複数の場合も「各自」
あるいは「それぞれ」と記載するよう説明されている。 
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社会観念上一体をなすものと認められる程度の緊密な関連があることを必
要とするもの」とした。関連共同性の有無の具体的判断については、「本件
事案（大気汚染）に即していえば、汚染物質排出行為者間の資本的・経済的・
組織的な結合関係の有無・程度、汚染物質排出施設の立地状況、汚染物質の
種類、その排出の態様、排出量、汚染への寄与度、汚染物質の排出防止策と
それについての相互関与関係の有無、その他の客観的要素を総合して判断す
る」とした。 
他方、民法７１９条１項後段の共同不法行為の要件については、同条が
各行為者間に択一的関係がある場合に、被害者保護及び加害者が責任を免れ
る不合理な結果を回避するため、各行為者の行為と結果との個別的因果関係
を推定する規定であることを前提に、複数行為者間の関係は、「結果と因果
関係のある行為者は特定された複数行為者のうちの誰かであるという択一
的関係があれば足りるのであり、その間に民法７１９条１項前段の趣旨の関
連共同性は必要でなく、偶然の関係にある場合でもよ」いとする。 
民法７１９条１項後段の共同不法行為の効果については、各行為者は、
推定された個別的因果関係につき、「自己の行為（個別行為）と結果の全部
または一部との間の因果関係（個別的因果関係）が存在しないことの証明（反
対事実の本証）をすれば、その責任（全部連帯責任）の全部または一部を免
れることができる」とする。 
その上で、都市型複合大気汚染の場合、多数の者の汚染物質排出行為に
よって大気汚染が形成されるものの、その中の特定の数人の排出物質だけで
損害の全部または一部を発生させるに足りる程度に達していたとしても、民
法７１９条１項前段の関連共同性が認められないことがあり、この場合に、
各行為者と健康被害との間の個別的因果関係を立証しなければならないと
すると被害者の保護に欠け、不法行為法の理念に欠けることになることを理
由として、一定の場合に民法７１９条１項後段を類推適用するとする（競合
的不法行為）。競合的不法行為の要件としては、「不特定多数の汚染物質排出
行為者の内の特定の複数の者の行為が合わさって、現実に生じている結果の
全部または一部を発生させるに足りる危険性のある違法行為をしているこ
と」であるとする。その効果として、被告は結果の全部または一部の連帯責
任を負うが、被告が「自己の行為が結果の全部または一部の発生に因果関係
を持たないこと（結果に対する自己の行為の寄与の不存在又は程度）につい
ての証明をすることによって、減免責を主張することができる」とする。 
（Ｂ） 被告らの関連共同性の有無 
（ａ） 訴外企業９社の操業する工場からの排煙と被告国及び被告公団の管理す
る道路からの排煙の関連共同性 
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訴外企業９社の操業する工場からの排煙と被告国及び被告公団の管理
する道路からの排煙によって引き起こされた大気汚染において、訴外企業
と被告国及び被告公団に民法７１９条１項所定の共同関係を認定できる
か。 
本判例は、a大気汚染物質の到達態様の相違（工場排煙は大気汚染物質
の絶対量が多く、広範囲に到達するのに対し、道路排煙は大気汚染物質の
絶対量が少なく、広範囲には及ばないが、道路沿道で高濃度の局所的な大
気汚染を発生させる。）、b 排出抑制策の相違（工場排煙の排出抑制策には
地域の工場経営者に対する地方自治体の規制や行政指導が有効であるの
に対し、道路排煙についてはこれを発生させている不特定多数の自動車運
転者に対する地方自治体の規制等の有効とはいえず、また地域の工場経営
者との協力も期待できない。）、c 排煙の組成の相違（窒素酸化物は過去に
尼崎市で測定されたレベルが指定疾病の発症・増悪の原因となるとは認め
られていないことから、工場排煙と道路排煙に共通する健康被害を論じる
ことができない。硫黄酸化物は工場排煙と道路排煙の排出量の隔たりの大
きさに照らし、ひとまとめにして健康被害を論じられない。浮遊粒子状物
質は組成が発生源ごとに様々であり、工場排煙と道路排煙の組成が似てい
ると評価できるか疑問である。）、d訴外工場の立地と本件道路との関係（本
件道路を含む尼崎南部の道路網と密接に関連して訴外工場が立地された
ということはできない。本件道路は訴外工場との特別な利用関係を意図し
て設置されておらず、その供用も訴外工場に出入りする車両の割合が特別
に多い割合とはいえない。）、 e訴外企業と被告国及び被告公団との間に、
資本的・経済的・組織的な結合関係やそれぞれの排出抑制策へに関与でき
る関係がないことを合わせ考慮した結果、訴外企業９社の操業する工場か
らの排煙と被告国及び被告公団の管理する道路からの排煙によって形成
された大気汚染につき、訴外企業と被告国及び被告公団に民法７１９条１
項前段の関連共同性は認められないとしている。 
また、本判決は、前記 a、c及び各排煙の健康被害に対する原因力の相
違等を総合考慮した結果、訴外工場排煙と道路排煙との間に民法７１９条
１項後段の規定の類推適用も認められないとし、大気汚染による健康被害
に係る損害賠償責任については、それぞれ独立の侵害行為として因果関係
を検討すべきとした。 
（ｂ） 本件道路の各道路排煙間の関連共同性 
まず、国道４３号線と大阪西宮線の各道路排煙間の関連共同性について、 
a被告国と被告公団の関係（被告国と被告公団の資本関係、建設大臣が、
被告公団の管理委員会の委員の任命権及び解任権、並びに被告公団の代表
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機関、監査機関の任命権を有する。建設大臣が、被告公団の自動車専用道
路で都市計画において定められた者の管理業務について基本計画を定め、
被告公団に指示し、また被告公団を監督し、被告公団に対してその業務に
関し監督上の必要な命令を出せる。）、b 国道４３号線と大阪西宮線の立地
状況（大阪西宮線は、国道４３号線の真上に設置され、相当の割合で道路
付近の地上に到達することから、国道４３号線の道路排煙と不可分一体と
なって、国道４３号線沿道の局所的な大気汚染を形成している。）、c 各道
路の道路排煙による大気汚染状況（両者の道路排煙を区別して健康影響を
検証することは不可能である。大阪西宮線は国道４３号線の広い中央分離
帯を利用して建設された。）等に照らせば、各道路の道路排煙（右各道路
の供用行為）は社会観念上一体のものと評価できるものであり、各道路排
煙間については、民法７１９条１項前段の関連共同性が認められるとした。
そして、「国道４３号線及び大阪西宮線の各設置・管理に瑕疵がある場合
には、国道４３号線沿道の局所的な大気汚染による健康被害について、両
者の道路管理者である被告国及び被告公団は同規定に基づき、損害賠償に
全部義務（不真正連帯債務）を負担する」とした。124 
次に、国道２号線の道路排煙と大阪西宮線及び国道４３号線の道路排煙
との間の関連共同性 
a国道２号線と大阪西宮線及び国道４３号線の各立地状態（国道２号線
と大阪西宮線及び国道４３号線との間は約６００メートル以上の距離が
ある。）、b その各道路排煙の相互の沿道地域に対する大気汚染の形成に関
する関与の状態（各道路排煙の拡散、距離減衰の状態からすると、国道２
号線の道路排煙が大阪西宮線及び国道４３号線の道路排煙と複合して各
道路沿道地域における大気汚染を形成したとはいえない。）等に照らせば、
c 被告国及び被告公団の前述の関係を考慮しても、国道２号線の道路排煙
と大阪西宮線の道路排煙との間には、民法７１９条１項前段の関連共同性
は認められないとした。 
また、国道２号線の道路排煙が健康被害の発症・増悪の原因力の一部で
も構成する程度に至っていたとはいえないことから、民法７１９条１項後
段の規定の類推適用も認められないとした。 
（ⅱ） 加害行為と被害との間の因果関係 
                                               
124 東京大気汚染公害訴訟事件（判例⑧）も、同様の議論により、各国道と各都道（国道４号線と都
道新荒川堤防線、国道６号線と都道千住小松川葛西沖線、国道２５４号線と都道白山祝田田町線）、
都道音羽池袋線と首都高５号線（都道であるが被告公団が設置、改築、維持、修繕及び災害復旧の
権限を有する）の供用はいずれの場合も民法７１９条１項前段の共同不法行為にあたり、各国道と
各都道の供用に関する瑕疵については被告国と被告都が連帯して、都道音羽池袋線と首都高５号線
の供用に係る瑕疵については被告都と被告公団とが連帯して損害の全額賠償責任を負うとした。 
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（Ａ） 集団的因果関係 
尼崎地域レベルの二酸化窒素濃度が指定疾病の発症・増悪因子であるこ
とはみとめられない。昭和３０年代～４０年代は尼崎地域のレベルの硫化
酸化物の濃度は指定疾病の発症・増悪因子となり得る程度のものであり、
その大気汚染が本件道路排煙と競合して形成されたものではないことか
ら、大気汚染と道路排煙との間に因果関係はない。硫化酸化物が環境基準
をほぼ達成した昭和５０年代以降では浮遊粒子状物質の大気汚染が問題
となるも、尼崎市の一般レベルにおいて、指定疾病の発症・増悪因子とな
る程度の浮遊粒子状物質による大気汚染が形成されたとはいえない。 
これに対し、本件道路沿道の大気汚染については、幹線道路の沿道地区
（道路端５０メートル以内）に居住する児童は気管支喘息を発症する危険
性が有意に高いとの千葉大調査を基にして、幹線道路沿道の大気汚染（自
動車排出ガス（ディーゼル排気粒子（ＤＥＰ））と気管支喘息の発症・増
大には因果関係がありうるとした。その上で、千葉大の対象地域の幹線道
路と本件道路を比較検討し、千葉大の知見は、昭和４５年３月の全面開通
後からの国道４３号線の沿道において適用可能であり、国道２号線は千葉
大の知見の適用ができないとした。大阪西宮線は、単独では千葉大の知見
の適用はできないものの、供用が開始された昭和５６年６月以降、国道４
３号線と複合して国道４３号線沿道の大気汚染を形成しているとした。以
上から、昭和４５年３月以降現在まで、国道４３号線の沿道５０メートル
の範囲において発生する大気汚染（自動車排出ガス（ディーゼル排気粒子
（ＤＥＰ））が、気管支喘息の発生・増悪因子となるとした。他方、本件
道路排煙が慢性閉塞性肺疾患の発症・増悪の因子となる大気汚染を形成し
たとはいえないとした。 
（Ｂ） 個別的因果関係 
公健法の認定を重視して、気管支喘息に罹患しているか否か、その者の
気管支喘息の発症・増悪が本件道路の沿道汚染に因るか否かを認定した。
アトピー素因については７２２条２項の趣旨を類推して減額要因とした。 
（ⅲ） 差止の可否 
（Ａ） 訴訟物 
生命・身体を脅かされない人格的利益（以下、「身体権」という。）に基
づく人格的請求権である。大気汚染が現実に指定疾病を発症・増悪させ、
または発症・増悪させる現実的危険性を有することを前提にした主張の趣
旨からすると、環境権に基づく請求とは解されない。 
（Ｂ） 差止請求の当否 
（ａ） 不作為命令の内容 
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国道４３号線沿道５０メートル以内に居住している原告は、本件道路
の排煙による大気汚染の存在により、気管支喘息の発症・増悪の健康被
害にさらされているため（集団的因果関係）、自己の身体権の侵害に基づ
き、被告らに対し、気管支喘息の増悪因子となる浮遊粒子状物質による
大気汚染を形成して身体権の享受を妨げてはならないという不作為義務
の履行を求めることができ、裁判所はそのような内容の大気汚染を形成
しないとの内容の不作為命令を行うべきである。 
身体権の侵害となる汚染濃度については、千葉大調査対象地域の自排局
で測定された一日平均値の９８パーセント平均値０．１５ｍｇ／㎡を本
件道路にも当てはめて、一日平均値０．１５ｍｇ／㎡以上の浮遊粒子状
物質の汚染とした。 
（ｂ） 違法性の判断 
本件道路沿道０メートル地点に居住している者がある結果、前記不作
為命令の履行には本件道路の供用制限が必要と予想されるところ、本件
道路の設置の経緯、一日交通量及び大型車混入率の推移に照らせば、阪
神間の産業経済活動に対して多大な便益を提供していることから、本件
道路の供用制限は、阪神間の広域の不特定多数の者の便益にも影響する
重大な公益上の関心事である。 
しかし、本件道路の限度を超える供用による人の呼吸器疾患に対する
現実の影響は非常に重大であり、かつ新たに多数の本件道路の沿道住民
に気管支喘息を発症させる現実的な危険性があることからすると、上記
公益上の要請を考慮しても、本件道路の限度を超えた供用は強い違法性
がある。他方、不作為命令の履行の方法としては、ディーゼル車の混入
率の制御、ディーゼル車に関する粒子状物質の排出規制の強化により、
本件道路の全面供用禁止まで必要となるわけではない。 
したがって、上記汚染濃度を超える道路供用は強い違法性がある。 
（Ⅳ） 本判例の評価 
（ⅰ） 因果関係 
尼崎地域の一般レベルでは、二酸化窒素単体と健康被害との間の因果関
係を認めなかった点で、川崎第２次～第４次公害訴訟事件（判例⑤）と異な
るほか、後述のとおり、道路排煙と工場排煙との競合による大気汚染の一体
性を認定しなかった結果として、二酸化窒素と二酸化硫黄との相加的作用に
よる健康被害との間の因果関係も否定されることになった点で、西淀川第２
次～第４次公害訴訟事件（判例④）と異なる。 
他方、道路沿道の大気汚染を、尼崎地域の一般レベルの大気汚染と区別
して因果関係の有無を検討している点は、これまでの判例と比べて特徴的で
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ある。その上で、昭和４５年３月の全面開通後から現在までの国道４３号線
沿道における自動車排出ガス（浮遊粒子状物質、特にＤＥＰ）による大気汚
染につき、気管支喘息との間で因果関係を認めた。大阪西宮線については、
単独では、道路排煙と沿道原告らの気管支喘息との間の集団的因果関係は認
定できないとしつつ、国道４３号線との関連共同性が認められ、気管支喘息
との間の因果関係が擬制された結果、沿道原告らの気管支喘息との間の集団
的因果関係を認定している。その結果、被告らそれぞれの全部賠償責任を認
めていると解される。 
（ⅱ） 共同不法行為の関連共同性 
本判例は、訴外企業の工場からの排煙と被告らの管理する道路からの排
煙によって形成された大気汚染につき、客観的事情を合わせ考慮した結果、
訴外企業と被告国及び被告公団に民法７１９条１項前段の関連共同性は認
められないとした。それのみならず、本判決は、前記 a大気汚染物質の到達
態様の相違、c排煙の組成の相違及び各排煙の健康被害に対する原因力の相
違等を総合考慮した結果、訴外企業の工場からの排煙と被告らの管理する道
路からの排煙との間に民法７１９条１項後段の規定の類推適用も認められ
ないとしたのは、従来の判例と異なり特徴的である（西淀川第２次～第４次
公害訴訟事件（判例④）も、工場排煙と道路排煙の弱い関連共同性自体は否
定していない）。社会通念上全体として一個の行為と認められる程度の大気
汚染物質の排出の一体性につき、抽象的に、共通の大気汚染物質を含む排煙
がまじりあって大気汚染が形成されているか否かを検討するだけではなく、
より具体的に、それぞれの排煙の組成や排煙の到達の蓋然性まで考慮した上
で、両者の排出行為の一体性を検討している姿勢が認められる。 
これに対し、被告らの管理する道路からの排煙につき、国道４３号線と
大阪西宮線の各道路排煙間については民法７１９条１項前段の関連共同性
が認められるとしたのに対し、国道２号線の道路排煙と大阪西宮線及び国道
４３号線の道路排煙との間の関連共同性に関しては民法７１９条１項前段
の関連共同性は認められないとした（民法７１９条１項後段の規定の類推適
用も認められないとした）。被告国と被告公団の関係については、前者も後
者も同様であることからすると、民法７１９条１項前段の関連共同性が認め
られるか否かにつき、道路間の距離、すなわち、道路からの排煙がまじりあ
って大気汚染を形成しているかが大きい要素を占めていると思われる。この
点は、西淀川第２次～第４次公害訴訟事件（判例④）と共通の視点が見られ
る。 
（ⅲ） 複数汚染源の差止における被告らの関係 
（Ａ） 複数汚染源に対する差止の効果 
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前述のとおり、素直に判例を読む限り、被告らそれぞれに対し、全部
の割合で不作為義務を認めるものと読める。判例の主文・理由をみても、
被告らが寄与の割合で不作為義務を負うことは示されていない。７１９Ⅰ
後段の適用ないし類推適用の場面のような寄与の割合による減免責の抗
弁も認められないように読める。125126127 
他方、金銭の支払義務を負わせる主文の場合、複数の被告に対して連
帯責任を負わせるときには、「各自」「それぞれ」または「連帯して」等の
文言が付されることになっていることと比較すると、本判例の主文には、
そのような文言は入っていないことから、全部差止義務を負わせるとは読
めないのではないかが一応問題となる。128金銭の支払義務の場合、可分債
務であることから、「各自」等の文言がない限り分割債務となるため（最
判昭和３２年６月７日）、全部責任を負わせるには「各自」等の文言が必
要とされているが、本判例のような一定のレベル以上の大気汚染を形成し
てはならないという趣旨の不作為債務は、金銭支払債務でなくとも、寄与
割合による可分性が考えられそうであるからである。この点、一般的に可
分債務は金銭支払義務が例として挙げられており、不可分債務にも本判例
のような不作為債務は例として挙げられておらず、129本判例のような不作
為債務は民法に規定された債務の帰属関係に直ちにあてはまらないと考
える。130この点は、後述する（第３章第３ ２（４））。上記判例について
                                               
125 牛山積「尼崎公害訴訟判決」法律時報７２巻４号（２０００年）２頁によると、「民法７１９条
１項前段の共同不法行為を認めたために、本件各道路からの浮遊粒子状物質の差止命令において、
各道路からの寄与度を問題としなかったことに結び付いたと考えてよい」とする。 
126神戸英彦「環境・公害法の理論と実践」牛山積先生古希記念論文集 日本評論社（２００４年）
２４７頁以下によると、東京公害訴訟事件（判例⑧）が、抽象的不作為請求の適法性の理由の一つ
として、「特定の発生源からの物質と他の発生源からの物質（つまり被告ら各自の排出物質）の区別
の困難性については、被告ら各自への連帯差止を認容する場合には、これらは連帯関係なので被告
らそれぞれの汚染寄与判別の必要はなく、区別する必要はない」ことを挙げていることを指摘して
いる。この見解によると、汚染の寄与割合について触れていない本判決の主文は、被告らの債務が
連帯関係であると評価できる。 
127 大塚直「環境法」（第３版）有斐閣（２０１０年）６９０頁によると、本判決は、沿道住民にと
って被告国及び被告公団が連帯的関係に立つと評価している。 
128 東京公害訴訟事件（判例⑧）は、「原告らの本件差止請求が、「被告ら各自」に対して、いわゆる
連帯差止（複数の汚染源がある場合に、各汚染源に係る原因者が各汚染寄与分を減少するだけでは
足りず、差止めを求める原告らの居住地等における大気汚染を請求レベルまで下げることについて、
各汚染源に係る原因者が連帯債務的義務を負うとするもの）を求めると解される」とし、原告らの
請求の趣旨の記載により、連帯差止を認めるものと評価している。 
129 潮見佳男「プラクティス民法 債権総論［第４版］」信山社（２０１２年）５４９頁以下、中田
裕康「債権総論 第三版」岩波書店（２０１３年）４２６頁以下。 
130 本判決における不作為債務が可分債務であるとすると、被告らに全部責任を認めるための法律構
成としては（不真正）連帯債務が考えられるが、連帯債務関係は寄与分について（不真正連帯債務
関係の場合は寄与分を超える部分につき）求償権が発生することになるところ（民法４４２条）、本
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言えば、あくまで金銭支払義務における判例であり、本判例のような不作
為債務にまで直ちに及ぶとは解されないため、仮に本判例の不作為債務が
可分債務であったとしても、「各自」等の文言がないことから、直ちに分
割債務であるとはいえないと解される。 
以上から、本判例は、各被告に対し、全部の割合で不作為義務を認め
たものと解する。 
（Ｂ） 複数汚染源の差止の法的構成・要件 
本判例は、各被告に対する全部差止義務をいかなる法的構成によって
認めたのか。 
この点、複数汚染源の差止について、共同不法行為の理論を差止めに
類推適用をするという見解があるも、本判例では、損害賠償の場面で共同
不法行為にあたるか判断されていたのとは異なり、複数汚染源たる本件道
路につき差止めを認められた被告らの関係については民法７１９条を挙
げていない。 
この点、本判決の差止の根拠（訴訟物）は、生命・身体を脅かされな
い人格的利益（以下、「身体権」という。）に基づく人格権的請求権（妨害
排除請求権及び妨害予防請求権）であり、身体的侵害をしないよう不作為
義務の履行を求めるものである（ただし、単なる不作為では義務の履行を
なすことができず、妨害の除去のための一定の作為が必要となることがあ
る）。権利の排他性ゆえに認められる物権的請求権類似の請求権であり、
不法行為に基づく請求権とは法的性質が異なることから、被告らに対する
全部責任を認めるにあたり、共同不法行為の理論を差止めに類推適用する
という理論は採らなかったものと推測される。 
しかし、差止請求の当否の判断において、損害賠償請求における集団
的因果関係、共同不法行為の判断を前提に、国道４３号線及び大阪西宮線
の沿道５０メートルの範囲で形成された道路排煙による大気汚染が気管
支喘息の発症・増悪を引き起こす現実的危険性があるとして、その範囲に
居住している患者原告につき差止請求を認めている。そのことからすると、
同判例は、差止請求における被告ら間の関係につき、損害賠償請求の場合
と同様の基準で判断している可能性がある。その前提として、前述のとお
り、損害賠償請求における民法７１９条１項における関連共同性の有無を
                                                                                                                                         
判決における不作為債務において他の被告に対する求償権が発生することは考えにくい。また、本
判決における不作為債務が性質上の不可分債務であるとすると、一方の被告に対し全部履行請求が
できる前提として、一方の被告のみで全部履行が可能であることが必要であるが（中田裕康「債権
総論 第三版」岩波書店（２０１０年）４６８頁）、本判決における不作為債務の場合、一方の被告
が道路の供用を全面差止をしたとしても、大気汚染物質が一定レベルを下回らない場合もありえ、
他の被告と協働でないと履行できない債務である可能性もある（後記第３章第３）。 
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厳密に判断している姿勢がうかがわれる。 
（７） 判例⑦ 名古屋南部公害訴訟事件 
（Ⅰ） 事案 
原告ら１２７名（口頭弁論終結時における患者数）は、名古屋市南部等の
地域（以下、「名古屋市南部地域」という）に過去又は現在、居住又は勤務
し、公健法又は名古屋市条例により、気管支ぜん息、肺気腫等の指定疾病の
認定を受けた者及びその相続人である。被告は、本件地域に工場、事業所（本
件各工場）を有する被告会社１０社及び国道１号線、同２３号線、同１５４
号線、及び同２４７号線（本件各道路）を管理する国（国道）である。これ
ら原告らが被告らに対し、本件地域内の本件各工場及び本件各道路が主要汚
染源となって排出する大気汚染物質により健康被害等の損害が発生し、また
は発生し続けているとして、環境基準値（現行環境基準値。ただし、二酸化
窒素については旧環境基準値）を超える大気汚染物質の排出の差止と共同不
法行為に基づく損害賠償の請求をしたものである。 
本判決は、損害賠償については、被告会社に対し患者９６名に対する総額
２億８９６２万円、被告国に対し患者３名に対する総額２８０９万円の支払
を認めた。また、差止請求については、被告国に対し、患者一名との関係で、
被告国が国道２３号線を自動車の走行の用に供することにより、浮遊粒子状
物質の濃度が一日平均値１立方メートルあたり０．１５９ミリグラムを超え
る汚染となる排出をしてはならない旨を命じた。 
（Ⅱ） 本判例の位置付け 
本判決は、複数汚染源の大気汚染に対する請求において、損害賠償請求
を認めただけではなく、差止請求の実体審理に入り、道路管理者に対する差
止を認めた２番目の判例である。 
上記判例のうち、判例①ないし判例③は抽象的差止請求は不適法として
訴えを却下する判決をし、判例④、判例⑤は抽象的差止訴訟を適法とした上
で実体判断に入るも、請求を棄却する判決をしている。これに対し、判例⑥
は複数汚染源に対する抽象的差止請求に対し一部認容判決を出しており、自
動車排出ガス（ＤＥＰ）と健康被害との間の因果関係を認め、道路管理者ら
に対する損害賠償義務とともに差止義務も認めた。本判決は、⑥の判決と同
様、被告会社及び道路管理者たる国に対する損害賠償請求を認めるとともに、
道路管理者たる国に対し、一定濃度基準を超える汚染を差し止める判決をし
た。本判決は、唯一の原告に対し、差止請求を認めた点でも特色がある。131 
                                               
131 大塚直「《名古屋南部大気汚染訴訟》一人の原告の健康被害のために道路の供用の差止を認めた
例」法学教室２４８号１６頁（２００１年）では、被害者の生命・健康の価値を最大限に重く見る
姿勢が見てとれる旨を指摘する。淡路剛久「大気汚染公害訴訟と差止論」法律時報７３巻３号１３
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（Ⅲ） 本判例の判旨 
（ⅰ） 因果関係論 
（Ａ） 本件地域の一般レベルの大気汚染と健康被害との間の集団的因果関係 
昭和３６年ころから昭和５３年度までの二酸化硫黄等硫化酸化物を中
心とする大気汚染は、指定疾病を発症または増悪させる高度の蓋然性が認
められ、発症までの時期も考慮すると、右時期に本件地域に居住、勤務し、
少なくとも昭和５５年までに指定疾病の発症者、増悪者となったものにつ
いては、二酸化硫黄等硫黄酸化物単体との間の因果関係が肯定される。 
本件地域レベルの二酸化窒素（単体または他の物質との相加的作用によ
るものも含め）と指定疾病との間の因果関係は認めることができない。 
浮遊粒子状物質における本件地域一般の濃度レベルと本件地域居住者
の指定疾病の発症または増悪との間の因果関係は直ちには認められない。 
（Ｂ） 道路沿道の大気汚染と健康被害との間の集団的因果関係 
ＤＥＰを含む浮遊粒子状物質（ＰＭ１０）、二酸化窒素の濃度、道路交
通量、大型車混入率の比較対象によると、国道２３号線沿道には千葉大調
査対象地域の幹線道路沿道汚染に少なくとも匹敵する程度の大気汚染が
存在し、少なくとも同程度のＤＥＰ等が存在していたものと認められる。
したがって、国道２３号線の昭和４７年１０月の全線開通以後今日までの
間、その沿道に千葉大の知見をあてはめることが相当である。昭和４７年
の全線開通以降現在までのディーゼル車を中心とした自動車排出ガス（Ｄ
ＥＰを含む浮遊粒子状物質）による国道２３号線沿道に対する汚染が、沿
道２０メートルに居住する住民の気管支喘息の発症または増悪を招来し
た高度の蓋然性が経験則に照らしても認められるというべきであり、これ
らの間に因果関係があると判断するのが相当である。 
他方、国道１号線、１５４号線、２４７号線については、二酸化窒素、
浮遊粒子状物質の濃度、交通量、大型車混入率の比較対象により、その沿
道に千葉大調査の知見を適用するのは相当とはいえず、自動車排出ガスに
よる大気汚染と健康被害との間の因果関係は否定した。 
（Ｃ） 個別的因果関係 
公健法及び名古屋市救済条例における指定疾病罹患及びその程度の認
定は尊重されるとした。 
その上で、アトピー素因は気管支ぜん息に対し、公平の観点から民法７
２２条２項の規定を類推適用して原則として３割の減額とした。また、喫
                                                                                                                                         
頁（２００１年）によると、本判決が、国の対策という「行為の態様」を重視したのは、差止対象
原告が一人であったことに起因するといえるとする。 
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煙は肺気腫及び慢性気管支炎に対し、公平の観点から、重度の喫煙者との
間では因果関係を否定し、これに至らない場合でも民法７２２条２項の類
推適用により、原則として４割の寄与度減額をした。 
また、発病との因果関係は認められず、増悪とのみ因果関係が認められ
る者については、損害の公平な負担という観点から、汚染原因者が負担す
べき損害額が発病の場合の２分の１に減額されると解すべきである。 
（ⅱ） 被告らの過失責任 
（被告会社の過失責任について） 
被告会社らの規模、資力、施設、人材をもってすれば、我が国他地域、
本件地域の大気汚染の状況に基づき、諸外国や我が国における過去の大気
汚染事件、日本公衆衛生協会の答申等を考慮することにより相当の調査研
究ができたことが推認される。そうすると、被告会社らは遅くとも昭和３
０年代後半までには硫黄酸化物による健康被害の危険性を認識し、また工
場排煙が周辺居住地に到達して健康被害を発生させるおそれがあること
を予見しまたは予見しえたものというべきである。 
大気汚染の拡散能力に限界があることは明らかであるから、被告会社ら
は、前記調査予見の結果に基づき、周辺住民の生命、身体に対する危険防
止のため必要とされる最善の公害防止策をとるべき注意義務を負う。 
したがって、このような状況下で昭和３６年以降昭和５３年度までに本
件地域に本件各工場を建設、操業を開始した被告会社らについては立地上
の過失が認められる。 
また、前記時期には大気汚染の危険性に関するより深刻な社会的認識が
存在するようになったことが認められる。したがって、前記立地上の過失
が認められる者の他、昭和３０年代前半までに建設、操業を開始をした者
についても、その立地場所に近接する地域が人口が密集する既成市街地で
あり、その中で設備規模を拡大しながら操業を継続し、生産を増大させて
きたのであるから、その操業を継続するにつき、操業による排煙の発生、
本件地域への排煙の到達による大気汚染の発生、これによる地域住民の健
康被害の発生を予見し又は予見しえたと認めるのが相当である。被告会社
らにおいては当時の行政の規制、指導を遵守するにとどまらず、排出量自
体の削減、低硫黄重油の使用、燃焼方法の改善、排煙脱硫装置の設置、高
煙突化等についてより効果的かつ迅速な善後策を採るべきであった。した
がって、被告会社らはそれぞれ本件各工場の操業を継続するにつき、周辺
住民の生命、身体に被害を及ぼすことのないよう健康被害発生についての
継続的調査予見義務及び最善の防止対策をとるべき結果回避義務を怠っ
たと認めるのが相当である。 
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さらに、被告会社らは、大気汚染防止法２５条１項の規定により、同法
施行期日である昭和４７年１０月１日以降の排出行為による損害につい
ては、無過失であっても賠償責任を負う。 
（被告国の国家賠償法２条１項について） 
道路の公共性を考慮しつつも、健康被害の重大性、幹線道路であるため
住民に受益と受忍の彼此相補性がないこと、国の被害防止対策が不十分で
あり、そもそも被害防止対策を講じる前提となる調査すら怠ってきたこと
等を総合考慮すると、国道２３号線の供用には受忍限度を超えた違法性が
あり、原則として同条項に基づく損害賠償責任を免れないとした。 
（ⅲ） 共同不法行為の成否 
（Ａ） 被告会社ら相互の共同不法行為 
被告１０企業の経営する本件各工場は大正６年から昭和５６年もの長
期間内に、独自に建設操業を開始したこと、本件各工場の所在地も東西約
１０キロメートル南北約１５キロメートルの広大な地域に散在している
こと、被告会社らの業者が多業種にわたること、被告会社らの生産工程に
おける機能的、技術的結合関係、原材料、製品の取引関係、資本的、人的、
組織的結合関係については格別強いものとまではいえないことが認めら
れ、これらの事実によると、被告会社らの結合関係は、緊密、濃厚である
とまではいえない。本件各工場が被告中電から供給される電力、被告東邦
瓦斯から供給されるガス、共通の水道用水、産業道路、工業用地、臨海鉄
道等の社会資本をほぼ共通に利用していることが認められても、右事実か
ら直ちに被告会社らに緊密な一体性があるとまではいえない。 
しかし、本件各工場立地についての誘因の共通性、これに基づく所在地
の近隣性、大量の大気汚染物質の排出、これによる付近住民の健康被害、
他社の排煙と一体となったときには住民に健康被害を与えることを予見
する可能性、回避する可能性を有しつつ、一体の排煙として排出して健康
被害を生じさせた注意義務違反の共通性、被害者との関係における本件各
工場の場所的一体性等の事情を考慮すると、本件地域で大気汚染が認めら
れる昭和３６年（本件各工場はなくとも、会社単位ではいずれも本件地域
で操業していた）において、社会通念上客観的一体性、共同性の存在が認
められる。公害規制の共通性も前記客観的一体性、共同性が存在したとの
判断に沿うものと解される。 
したがって、被告会社らは民法７１９条１項前段に基づき共同不法行為
者として原告らの損害につき連帯してその責めを負い、被告会社ら各自に
ついての個別減免責は許されないと解する。 
ただし、損害の公平な分担を規定する民法７２２条２項の趣旨等も考慮
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すると、被告会社らは原告らの損害につき、その排出物の寄与度に応じた
割合の合計部分等につき責任があると解する。すなわち、具体的には、本
件患者の慰謝料等を（喫煙等につき考慮の上）確定し、これに対し、その
発病等時期、最寄りの測定局における二酸化硫黄の寄与度に応じた割合で
損害賠償をするのが相当である。 
（Ｂ） 被告会社らと被告国との共同不法行為 
硫黄酸化物中自動車に由来するもの、特に本件各道路を走行する自動車
に由来するものは格別のものを認められず、硫黄酸化物による健康被害に
つき、被告国の責任は認められない。 
また、昭和４７年以降の浮遊粒子状物質による沿道住民の健康被害につ
いては、被告国のみがこれを賠償する責任を負う。被告会社らが浮遊粒子
状物質あるいはＤＥＰ類似の物質を排出していたとしても、発病増悪等の
因果関係は沿道２０メートルの限度で認められるにすぎないから、被告１
０企業の不法行為責任は認められない。 
（ⅳ） 被告国に対する差止請求の根拠 
人間の生命や健康等の人格的利益（人格権）は排他的な権利として保障
されているのであり、また、その権利の性質からすると、右権利に対する侵
害が将来も継続するものと予測されるとき等には侵害者に対し侵害行為の
差止を命ずることによって被侵害者の権利の保全を図ることが認められる。
したがって、人格権を根拠とする差止請求は許される。 
環境権を根拠とする差止請求は、環境権が実体法上の根拠、要件、効果
等いずれも明確なものとはいえず、これを原因とする請求は認められない。 
（ⅴ） 本件差止請求の可否 
（Ａ） 差止の違法性 
差止請求の根拠を人格権に求める以上は、国道２３号線沿道２０メート
ル以内に居住し、現に気管支喘息の発病増悪の症状を訴える者に限定され
る（原告のうち一人）。 
道路一般、国道２３号線の有する公共性は、差止請求の可否を判断する
にあっては損害賠償請求の可否を判断する場合よりも大きな位置付けが
与えられる。 
しかし、原告は、精神疾患に罹患し転居も容易ではないところ、国道２
３号線沿道１６メートルの位置に居住し、国道２３号線が全線開通した昭
和４７年から今日まで四半世紀以上の間継続的に自動車排出ガスに含ま
れるＤＥＰ等の浮遊粒子状物質に暴露されてきたこと、暴露により精神疾
患の治療中ころに罹患した気管支喘息の症状を増悪させたこと、気管支喘
息は場合によっては死につながることもある疾病であることから、原告の
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被害の性質は、日常生活によって洗濯物が汚損した等の生活妨害をはるか
に超えた生命、身体への危険と認められる。 
他方、被告国は、周辺住民一般に対し被害を回避する努力をしてきたこ
とは認められるものの、本原告との関係で有効であったとは認められず、
そもそも国道２３号線沿道の大気汚染の継続的調査も怠り、今後も同調査
を行う予定すらない。 
以上からすると、道路の機能、効用の重大、重要性から、侵害行為の
公共性又は公益上の必要性は重視しなければならず、また被害を受ける原
告１名に限られるものの、本原告の被る損害の内容は原告の生命、身体に
かかわるもので回復困難なものであること、他方、被告は本訴の提起から
口頭弁論終結時までに１０余年が経過したにもかかわらず、被害防止の格
別の対策をとってこず、その前提となる調査実施の具体的予定もないこと、
本件差止請求認容しても、所定の方法をとることにより、社会的に回復困
難なほどの損失を生ずることなく対応できると判断されること等の諸事
情を考慮すると、差止を認容するのが相当である。 
（Ｂ） 差止の基準 
環境基準は公害防止行政を総合的かつ計画的に推進していくうえでの政
策上の達成目標又は指針としての性格を有するのであって、その設定にあ
たっては安全性が見込まれているのである。したがって、環境基準を差止
基準とすることには合理性を認めることができない。 
千葉大調査における一時間値の一日平均値０．１５９mg／㎡の差止の基
準値とした。 
（Ⅳ） 本判決の評価 
（ⅰ） 因果関係 
因果関係については、本件地域一般レベルにおいて、昭和３６年ころから
昭和５３年度までの二酸化硫黄を中心とする大気汚染と、同時期に本件地域
に居住、勤務し、少なくとも昭和５５年までに指定疾病の発症または増悪し
た者との間の因果関係を認め、二酸化窒素、浮遊粒子状物質については因果
関係を認めなかった。 
尼崎公害訴訟事件と同様、道路沿道における大気汚染との因果関係につき、
本件地域の一般レベルとは別に、因果関係を検討している。その上で、道路
沿道については、昭和４７年の全線開通以降現在までのディーゼル車を中心
とした自動車排出ガス（ＤＥＰを含む浮遊粒子状物質）による国道２３号線
沿道に対する汚染が、沿道２０メートルに居住する住民の気管支喘息の発症
または増悪した原告ら３名との間に因果関係があると判断した。 
（ⅱ） 共同不法行為 
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二酸化硫黄等硫化酸化物を中心とする大気汚染については、本件各工場立
地についての誘因の共通性、これに基づく所在地の近隣性、大量の大気汚染
物質の排出、これによる付近住民の健康被害、他社の排煙と一体となったと
きには住民に健康被害を与えることを予見する可能性、回避する可能性を有
しつつ、一体の排煙として排出して健康被害を生じさせた注意義務違反の共
通性、被害者との関係における本件各工場の場所的一体性、公害規制の共通
性（大気汚染防止法等による規制、愛知県名古屋市および東海市による公害
防止条例による規制、被告会社らの相当部分が参加して名古屋市南部地区公
害防止連絡会議、愛知県主催の大気汚染防止法施行の協力工場との打ち合わ
せ会が開催されたほか、被告会社らを含む大規模工場の各操業者と愛知県、
名古屋市との間に公害防止協定が締結されたこと、被告会社らがこれらの規
制・協定に対応して各種の公害防止対策をとったこと）等の事情を考慮する
と、本件地域で大気汚染が認められる昭和３６年においても、社会通念上客
観的一体性、共同性の存在が認められるとし、民法７１９条１項前段の関連
共同性を認めた。被告会社らは民法７１９条１項前段に基づき共同不法行為
者として原告らの損害につき連帯してその責めを負い、被告会社ら各自につ
いての個別減免責は許されないとされた。他方、本件一般地域の二酸化硫黄
による大気汚染については、本件道路を走行する自動車に由来するものは格
別のものを認められないことを理由として、被告国との関連共同性が認めら
れなかった結果、二酸化硫黄を中心とする大気汚染についての被告国の損害
賠償責任は否定された。民法７１９条１項前段の共同不法行為については、
いわゆる「強い関連共同性」を認めたものと評価できる。132 
これに対し、道路沿道における自動車排出ガスにおける大気汚染による健
康被害については、被告国の損害賠償責任を認めたが、被告会社らについて
は、道路沿道における大気汚染は自動車ガスによって形成されたものであり、
被告国との関連共同性が認められなかった結果、損害賠償責任は否定された。
尼崎公害訴訟と同様、二酸化硫黄を排出する被告会社らと管理する道路から
二酸化窒素を排出する被告国との関連共同性は厳格な基準を採っていると
思料される。 
（ⅲ） 複数汚染源の差止における被告らの関係 
被告会社らと被告国との間の共同不法行為が、本件地域一般の二酸化硫黄
                                               
132 大塚直「環境法 第３版」有斐閣（２０１０年）６７５頁の区分によると、「弱い関連共同性」
に入るようにも思われるが、同６７７頁には、判例が、「同条項前段についても、他の共同行為者（企
業）との関係で公害発生・拡大の認識ないし認識義務（公害対策における協力義務）があったこと
を理由としてより緊密な一体性を認めることにより、その適用範囲を拡大する傾向にある」ことを
指摘している。 
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を中心とする大気汚染についても、道路沿道におけるＤＥＰを含む浮遊粒子
状物質を中心とする大気汚染についても認められず、それぞれ分割責任と判
断された。そのため、差止における被告らの関係についても、分割的に判断
されている可能性がある。 
本件地域一般レベルにおける二酸化硫黄を中心とする大気汚染について
は、被告会社らの共同不法行為に基づく損害賠償責任が認められたにもかか
わらず、差止責任が問題とならなかった。この点、損害賠償責任における因
果関係は、被告会社の過去の違法行為とその結果との間の関係であるところ、
差止における因果関係は、現在における被告の違法行為とその結果の蓋然性
との間の関係である。そのため、現在における二酸化硫黄を中心とする大気
汚染と健康被害の蓋然性との間の因果関係が認定されていない本件では、損
害賠償の因果関係は認められても、差止の因果関係は認められないというこ
とになったものと思料する。 
道路沿道における大気汚染については、被告国との間で、原告ら３名との
間で損害賠償責任を認めたにもかかわらず、差止責任を認めたのが原告ら３
名のうちの１名にとどまったのも、前述と同様、損害賠償責任と差止責任と
の間の因果関係の相違による。すなわち、原告ら３名のうち２名は訴訟中に
死亡しているため、過去における健康被害との間の因果関係はあるものの、
口頭弁論終結時現在の違法行為と健康被害の蓋然性との間の因果関係が喪
失している。したがって、原告ら３名との間に損害賠償責任は認められたも
のの、差止責任は現在生存している原告１名との間にしか認められなかった
ものと思料する。 
結果として、被告会社または被告国に対する損害賠償請求を認められた原
告のうち、現在も被告国が管理する国道２３号線からの道路排煙により健康
被害を受け続けている原告１名との間でしか差止請求が認められなかった
ため、複数汚染源に対する被告らの関係については判示されなかった。 
（８） 判例⑧ 東京大気汚染公害差止等請求事件 
（Ⅰ） 事案 
１９９６（平成８）年５月、東京都２３区内（第３次からは三多摩地域も
含む）に過去又は現在、居住又は勤務し、公健法に定める指定疾病に罹患し
たとする者（未認定患者も含む）及びその相続人９９名（以下、「原告ら」
という。その後、第２～４次にわたり、合計５１５名）は、自動車から排出
されている大気汚染物質が主要汚染源となって健康被害等の損害が発生し
ていると主張して、道路管理者である国（国道）、首都高速道路公団（首都
高速道路）、東京都（都道）及び自動車メーカー７社を被告として、２２億
３８５０万円（第４次まで含めると、総額約１１７億円）の損害賠償請求及
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び差止請求訴訟を提起した。 
本判決は、道路管理者としての被告国、被告東京都及び被告公団に対し、
国家賠償法２条１項、民法７１９条に基づき、総額７９２０万円の損害賠償
金の支払義務を認めた（賠償額内訳は、被告国４０７０万円（被告東京都と
の連帯支払義務）、被告東京都は４９５０万円（内金４０７０万円は被告国
との連帯支払義務、内金３３０万円は被告公団との連帯支払義務）、被告公
団は３３００万円（内金３３０万円は被告東京都との連帯支払義務）。他方、
被告自動車メーカーに対する損害賠償請求及び被告らに対する差止請求は
棄却した。 
（Ⅱ） 本判例の位置付け 
第１に、本判決は、四日市公害訴訟以降の大気汚染訴訟における初めて
自動車メーカーの責任を追及した訴訟であったところ、その責任を否定した
ものである。 
判例①ないし判例⑦の大気汚染訴訟は、工場を経営する企業あるいは道
路を管理する国等を被告とする訴訟であった。これに対し、本訴訟は初めて
道路を走行する自動車を製造・販売する企業を被告とするものであり、本判
決は被告自動車メーカーの責任を否定したものである。 
第２に、本判決は、道路管理者に対する損害賠償義務及び差止義務を認
める判例の流れの中で、前者を認めつつ、後者を否定した判例である。 
上記判例のうち、判例①ないし判例③の各判例は抽象的差止請求は不適
法として訴えを却下する判決をし、判例④、判例⑤の各判例は抽象的差止訴
訟を適法とした上で実体判断に入るも、請求を棄却する判決をしている。こ
れに対し、判例⑥、判例⑦の判決は抽象的差止請求に対し一部認容判決を出
しており、道路管理者に対する損害賠償義務とともに差止義務も認める方向
になりつつあった。それにもかかわらず、本判決は、道路管理者に対する損
害賠償請求は認めつつ、差止請求については請求棄却判決を出したものであ
る。 
（Ⅲ） 判旨 
（ⅰ） 因果関係論 
（Ａ） 一般的因果関係133 
                                               
133 大塚直「東京大気汚染公害第一次訴訟第一審判決―東京地判平成１４・１０・２９」判例タイム
ズ１１１６号３１頁（２００３年）３２頁によると、因果関係についての本判決の特色は、面的汚
染を否定したことと、汚染物質を特定することなく、千葉大調査における一定の暴露状況の要件を
満たす自動車排出ガスが気管支喘息と因果関係があることを肯定した点にあるとする。後者の点は、
差止について、基準となる汚染濃度（閾値）が分からないことを理由として棄却した判断と密接に
関連しているとする。また、因果関係の証明については、被告メーカーの過失や被告らに対する差
止を論じる際にはみられない柔軟な解釈がなされているとする。 
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各種調査によれば、自動車排出ガスによる直接の影響は、特段の事情（高
架道路等）がある場合を除き、道路端から５０メートルまでの範囲に限ら
れると考えられるから、本件道路を煙源とする自動車排出ガスが広大な本
件地域の面的汚染の原因であるとする原告らの主張（面的汚染論）には疑
問がある。 
訴訟上の因果関係の立証は、一転の疑義も許されない自然科学的証明で
はなく、経験則に照らして全証拠を総合的に検討し、特定の事実が特定の
結果発生を招来した関係を是認しうる高度の蓋然性を証明することであ
る。自動車排出ガスと本件各疾病の発症または増悪との因果関係の立証に
ついても、自動車排出ガス中の特定の物質への暴露により本件各疾病が発
症する機序が、現時点における医学的知見において十分解明されていない
場合であっても、疫学的知見、動物実験等により得られた知見、当該疾病
に関する現時点の医学的知見、本件各疾病に罹患しまたはその症状が増悪
したと主張する患者らの自動車排出ガスへの暴露状況、罹患状況等の関係
証拠を総合的に検討して、自動車排出ガスへの暴露によりその者が当該疾
病に罹患し又はその症状が増悪したとの事実関係を是認しうる高度の蓋
然性が証明された場合には、因果関係の証明があったものと認めるのが相
当である。 
各種証拠を総合的に考慮すると、千葉大調査において調査対象となった
幹線道路の沿道部に居住する児童と同様の自動車排出ガスへの暴露状況
におかれた場合には、成人児童を問わず、自動車排出ガスへの暴露により、
相当高い確率で気管支ぜん息の発症または増悪が生ずる可能性があると
認めるのが相当である。気管支ぜん息に関しては、①気管支ぜん息に罹患
していること、②本件患者らが幹線道路の沿道に居住または勤務し、千葉
大の調査における幹線道路の沿道部に居住する児童と同様の自動車排出
ガスへの暴露状況におかれていたこと、③本件患者らの気管支ぜん息の発
症または増悪の時期が、当該幹線道路の沿道に居住等していた時期と重な
るか、その直後であることを証明した場合には、自動車排出ガスへの暴露
状況によりその者が気管支ぜん息に罹患しまたはその症状が増悪したと
いう事実関係を是認しうる高度の蓋然性の存在が事実上推定され、当該幹
線道路を煙源とする自動車排出ガス（ＤＥＰを含むディーゼル排気（ＤＥ)
若しくは二酸化窒素又はその両者）と気管支ぜん息の発症または増悪との
間の因果関係が推認される。この場合において、被告らが、④気管支ぜん
息の発症または増悪が、自動車排出ガス以外の原因によるものであると認
め得る特段の事情（単にアトピー体質というだけではこれにあたらない）
を証明したときには、上記推定は覆されるが、このような特段の事情につ
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いての被告らの証明がない場合には、当該幹線道路を煙源とする自動車排
出ガスと気管支ぜん息の発症または増悪との因果関係の存在が推認され
るものと解する。 
慢性気管支炎、肺気腫及びこれらの続発症に関しては因果関係の存在を
認めるに足りる証拠はない。 
自動車排出ガスへの暴露状況（②）については、ⅰ幹線道路の沿道地域
で道路端から約５０メートルの範囲内に居住等していること、ⅱ当該幹線
道路が千葉大調査の交通量等の状況と同視できるような道路であるか否
かを主たる基準とし、ⅲ当該幹線道路沿道地域の二酸化窒素及び浮遊粒子
状物質濃度が千葉大調査の調査区域の自動車排出ガス測定局で測定され
た各濃度と同視できるような状況にあったか否かという点も考慮して判
断すべきである。 
（Ｂ） 個別的因果関係 
原告番号８  
昭和６３年１１月から平成９年４月までの間、国道４号及び都道新荒川
堤防線を煙源とする自動車排出ガスに暴露し、これにより、気管支ぜん息
の症状が増悪したと認定した。 
①昭和６２年の禁煙時以降も気管支ぜん息の発作は続いており、平成８
年からはさらに悪化していること、②昭和６３年１１月から平成９年４月
までの本原告の居住地は、上記国道から約７メートル以内、上記都道から
も約３７メートル以内の至近距離にあり、両道路は本原告居住地から約５
０メートルのところで立体交差する構造になっており、居住地付近におい
ては、両道路から自動車排出ガスは混然一体となって本原告の居住地等の
沿道地域に影響を及ぼしていたこと（ⅰ）、及び当時の両道の自動車交通
量は合計で約５万台を超えており、大型車混入率も相当高く、道路沿道の
二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の各濃度も相当高いものであったこと（ⅱ、
ⅲ）からすると、当時、本原告は、自動車排出ガスと気管支ぜん息の発症
または増悪との間の因果関係を肯認することができるような自動車交通
量の多い幹線道路の沿道地域に居住していたものと認められることなど
の事実を総合的に考慮して判断した。 
原告番号９ 昭和５４年８月以降、国道６号及び都道千住小松川葛西沖
線（平和通り）を煙源とする自動車排出ガスに暴露し、これにより、昭和
５５年１０月ころに気管支ぜん息を発症し、その後、その症状が増悪し、
平成８年気管支ぜん息に起因する気管支ぜん息重積発作により死亡した
ものと認定した。 
上記期間の居住地は、上記国道から約４５メートル、上記都道から約８
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メートル以内の地点で上記都道に接するように建っていたマンションの
４階（上記都道の高さは上記マンションの３階と同じ高さ）であり、上記
国道と上記都道は、本原告の居住地から約４５メートルの位置で立体交差
していることに照らすと、本原告の居住地付近では、両道路を煙源とする
自動車排出ガスが混然一体となってその沿道地域に影響を及ぼしている
と認められること、本原告らは洗濯物を外に干すことができず、部屋の内
部も油分を含んだ埃で真っ黒になってしまったこと（ⅰ）、両道路の当時
の自動車交通量の合計は、４万７０００台を超えており、大型車混入率も
２０パーセント前後で相当高いものであったこと（ⅱ）からすると、当時、
本原告は、自動車排出ガスと気管支ぜん息の発症または増悪との間の因果
関係を肯認することができるような自動車交通量の多い幹線道路の沿道
地域に居住していたものと認められることなどの事実を総合的に考慮し
て判断した。 
原告番号２１ 昭和４３年１０月から昭和５１年５月までの間、都道音
羽池袋線と首都高５号線を煙源とする自動車排出ガスに暴露し、これによ
り、同年気管支ぜん息を発症したと認定した。 
上記期間の居住地は、上記都道から約２０メートル、上記首都高から約
５０メートルのところに居住しており、上記首都高は高架構造であり、上
記居住地付近では、平坦道路である上記都道の上部に設置され、上記首都
高と上記都道は二階建て構造の道路となっていることに照らすと、本原告
は、両道路からの自動車排出ガスの直接的な影響を受ける所に居住してい
たものであること（ⅰ）、両道路の当時の自動車交通量の合計は、約５万
５０００台以上であり、当時の大型車混入率も約１８パーセントを超える
相当高い数値であり（ⅱ）、上記首都高沿道の自排局の二酸化窒素濃度の
測定結果も相当高い数値であること（ⅲ）からすると、当時、本原告は、
自動車排出ガスと気管支ぜん息の発症または増悪との間の因果関係を肯
認することができるような自動車交通量の多い幹線道路の沿道地域に居
住していたものと認められることなどの事実を総合的に考慮して判断し
た。 
原告番号６２ 昭和５３年１２月以降、首都高速６号線を煙源とする自
動車排出ガスに暴露し、これにより、昭和６２年ころに気管支ぜん息を発
症し、その後、その症状が増悪したものと認定した。 
上記期間中、上記首都高から約５５メートルの地点に居住していたこと
（ⅰ）、当時の上記首都高の自動車交通量は、４万台を相当上回るもので
あり、大型車混入率も約３０％と極めて高いうえ、本原告の居住地付近に
おいて頻繁に渋滞が起きていること、さらに自動車交通量及び大型車混入
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率ともに増加傾向にあること（ⅱ）、本原告の部屋は、高架構造である上
記首都高側にあり、その影響を受ける位置にあることからすると（ⅰ）、
当時、本原告は、自動車排出ガスと気管支ぜん息の発症または増悪との間
の因果関係を肯認することができるような自動車交通量の多い幹線道路
の沿道地域に居住していたものと認められることなどの事実を総合的に
考慮して判断した。 
原告番号６４ 昭和５２年８月以降、首都高５号線を煙源とする自動車
排出ガスに暴露し、これにより、昭和５３年５月ころ気管支ぜん息を発症
し、その後、その症状が増悪した。 
昭和３７年７月以降、上記首都高から約４５メートルの地点にある木造
２階建の建物に居住していること、上記首都高は平坦道路の上の高架構造
であり、昭和５２年８月から開通したこと（ⅰ）、上記首都高の当時の自
動車交通量は、４万台を超える程度であり、大型車混入率も２０パーセン
トを超えていたこと、自動車交通量は、その後増加傾向にあること（ⅱ）、
本原告は上記首都高開通後の約９か月後に気管支ぜん息を発症したこと
などから（③）、当時、本原告は、自動車排出ガスと気管支ぜん息の発症
または増悪との間の因果関係を肯認することができるような自動車交通
量の多い幹線道路の沿道地域に居住していたものと認められることなど
の事実を総合的に考慮して判断した。 
原告番号７１ 昭和４８年から昭和５６年までの間及び平成４年９月
以降、国道２５４号（春日通り）及び都道白山祝田田町線（白山通り）を
煙源とする自動車排出ガスに暴露し、これにより、気管支ぜんそくの症状
が増悪したものと認定した。 
上記期間中、本原告は、上記国道から約２７メートル以内、上記都道か
ら約１２メートル以内の地点で都道に接していたアパートの６階に居住
していたこと、上記アパートは、両道路の交差点からも極めて近いところ
にあり、本原告の自宅の玄関ドアを出るとすぐ近くに同交差点が見える位
置にあることから、本原告の居住地は、両道路を煙源とする渾然一体とな
った自動車排出ガスの影響を受ける位置関係にあること（ⅰ）、上記期間
中の両道路の本原告居住地付近の自動車交通量の合計はおおむね５万台
を超えること（ⅱ）、上記国道沿道に設置された自排局の二酸化窒素及び
浮遊粒子状物質濃度は相当高濃度であること（ⅲ）などを考慮すると、当
時、本原告は、自動車排出ガスと気管支ぜん息の発症または増悪との間の
因果関係を肯認することができるような自動車交通量の多い幹線道路の
沿道地域に居住していたものと認められることなどの事実を総合的に考
慮して判断した。 
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原告番号９７ 昭和６１年４月から平成３年３月までの間、都道環状八
号線を煙源とする自動車排出ガスに暴露し、これにより、昭和６３年ない
し平成元年ころに気管支ぜん息を発症し、平成５年６月以降、上記都道を
煙源とする自動車排出ガスに暴露し、これにより、諸症状が増悪した。 
本原告は、昭和６１年４月から平成３年３月までの間、上記都道から約
３７メートルの保育園に通園していたこと、平成５年６月以降、上記都道
から約２７メートルの地点にある上記都道に接したマンションに居住し
ていたこと（ⅰ）、上記都道の当時の自動車交通量は約４万５０００台前
後であり、大型車混入率２０パーセントを超えること、上記都道沿道の自
排局における二酸化窒素及び浮遊粒子状物質濃度も相当高度であること
に照らすと、当時、本原告は、自動車排出ガスと気管支ぜん息の発症また
は増悪との間の因果関係を肯認することができるような自動車交通量の
多い幹線道路の沿道地域に居住していたものと認められることなどの事
実を総合的に考慮して判断した。 
（ⅱ） 道路の設置・管理の瑕疵 
本件道路の供用は、継続的に発生する多量の自動車排出ガスにより、患者
に対し、その生命に危険を及ぼす可能性のある気管支ぜん息を発症・増悪さ
せたものであり、侵害の程度は深刻で、侵害の状況は継続的である。本件道
路は主要な幹線道路であり、社会活動等を支える重要な公共施設であるが、
周辺住民の受益と受忍との間に彼此相補性の関係はなく、公共的利益の実現
のために周辺住民という限られた一部少数者に特別の犠牲を強いるもので
ある。被告国らが有効かつ適切な方策を講じ、これにより周辺住民の被害が
軽減されたとの事実はない。 
したがって、本件道路の供用行為は違法な権利侵害ないし法益侵害であり、
その供用において、国家賠償法２条１項にいう設置・管理の瑕疵があったも
の（供用関連瑕疵）というべきである。 
（ⅲ） 共同不法行為の成否 
（Ａ） 要件及び効果 
１項前段の共同不法行為は、被害者保護の観点から、被害者において、
①複数の加害者の行為相互に客観的な関連共同性があり、それが「共同行
為」と評価しうるものであること、②当該共同行為と損害（被害）の発生
との間の因果関係の存在を証明した場合には、各加害者の行為と損害の発
生との間の因果関係の存在の証明を要しないで、各加害者に対し、共同行
為によって発生した損害の全部について、連帯して、賠償を求めうること
を定めたものと解する。 
（国賠法２条１項に基づく責任は、一定の行為を前提として故意または
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過失の主観的要件を必要とする民法７０９条の不法行為責任とはその構
造、要件を異にするため、その責任は、民法７１９条１項の要件である「共
同の不法行為」に該当しないとする被告の主張に対し）国賠法２条１項所
定の営造物の設置又は管理の瑕疵とは、営造物が通常有すべき安全性を欠
いている状態をいうのであるが、設置・管理者において、営造物が通常備
えるべき安全性を欠いた状態を放置し、これを解消せしめるべき義務に違
反していることを、営造物の設置又は管理の瑕疵と表現しているものとも
解されるのであり、とりわけ、本件のように、いわゆる供用関連の瑕疵を
理由とする請求の場合には、上記義務違反の面が顕著に現れるのであって、
そのような面があるからこそ、明文の定めがないにもかかわらず、前記の
設置・管理者の免責の抗弁（予見可能性の不存在、回避可能性の不存在）
が許容されうるのである。これらのことを考慮すると、設置・管理者の異
なる複数の幹線道路を煙源とする自動車排出ガスの影響を受け、周辺住民
が気管支ぜん息を発症し、又はその症状が増悪する等の被害を受けた場合
において、各幹線道路の供用に客観的関連共同性が認められるときには、
各幹線道路の供用関連の瑕疵は、国賠法４条の規定により適用される民法
７１９条１項所定の「共同の不法行為」に該当する。 
民法７１９条１項後段については触れておらず、民法７１９条１項後段
の内容、及び同条項前段と後段の関係については不明である。 
（Ｂ） 被告らの管理する道路の供用における関連共同性の有無 
原告番号８、原告番号９、原告番号２１及び原告番号７１の個別的因果
関係の記載の認定事実のうち下線部記載の事実からすると、上記各原告の
各居住地付近における各対象道路の供用状況は、場所的にきわめて近接し
ている二つの道路が、居住地のすぐ近くで交差し、又は二階建て構造にな
っており、両道路を煙源とする自動車排出ガスは渾然一体となって本原告
らの居住地等の沿道地域に影響している。 
また、国道の管理につき、法律上、指定区間内は被告国、指定区間外は
被告都が行うものとされているが、指定区間内であっても、一定の国道の
管理を被告都が行うことができるとされており、国道の管理にかかる費用
は被告国の負担であるが、指定区間外の国道の管理に要する費用は被告都
の負担とされている。都道の管理に関しては、法律上、被告都がおこなう
ものの、都道の路線を認定し変更しまたは廃止しようとする場合は、東京
都知事は、国土交通大臣に協議しなければならず（平成１１年改正前は旧
建設大臣の認可が必要）、主要な都道の整備費用は被告国が補助すること
ができ、都道の修繕費用の一部も被告国が補助することができるものとさ
れている。首都高速道路に関しては、法律上、被告公団は、国土交通大臣
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の指示した基本計画に従って、首都高速道路を新設し、または改築して料
金を徴収することができるほか、その維持、修繕及び災害普及を行うこと
ができ、これらの事項を行う場合においては、本来の道路管理者（被告都）
の権限の一部を代行する。被告公団の資本金は、設立の際に、被告国と被
告都が出資し、被告公団の理事長、副理事長及び監事は、国土交通大臣が
任命するものとされている・ 
国道、都道、首都高速道路の設置、管理及び費用負担の仕組みにつき、
被告国と被告東京都及び被告公団の間には相互が密接な関連性がある。 
被告らの道路の設置、管理についての相互の密接な関連性を前提として、
各本原告の各居住地付近における各対象道路の供用状況をみると、本原告
らの居住地付近における二つの道路の供用関連瑕疵には一体性が認めら
れ、客観的な関連共同性があるといえ、「共同行為」と評価すべきである。
各道路管理者は二つの道路の供用により生じた損害全額を連帯して賠償
すべきであるとした。 
民法７１９条１項前段の「共同行為」といえるかについては、上記のと
おり、単に、大気汚染物質が混然一体となっているだけではなく、被告ら
の道路の設置、管理についての相互の密接な関連性、及び各原告の各居住
地付近における各対象道路の供用状況（場所的にきわめて近接している二
つの道路が、居住地のすぐ近くで交差し、又は二階建て構造になっており、
両道路を煙源とする自動車排出ガスは渾然一体となって本原告らの居住
地等の沿道地域に影響していること）を総合考慮した上で判断しており、
いわゆる「強い関連共同性」を要するとの立場を採っているものと思われ
る。 
（ⅳ） 差止の可否 
（Ａ） 訴訟物 
人の生命、身体、健康、自由、名誉等の人格的利益の総称である人格
権は、これに対する違法な侵害行為から保護されるべき排他的権利であっ
て、その権利に対する客観的に違法な侵害行為が将来においても継続され
または反復されることが高度の蓋然性をもって予測しうる場合には、被侵
害者はこれを防止するため、侵害者に対し、人格権に基づき、侵害行為の
差止めを求めることができるものと解すべきである。 
人格権に基づく差止請求は、加害者の侵害行為に係る故意または過失は
要求されないものと解すべきであるから、過失が認められないことを理由
に被告メーカーらに対する差止請求を否定することはできない。 
環境権については、実定法上の根拠がない上、その成立要件及び内容等
が不明確であり、私法上の差止請求権等を発生させる権利として承認する
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ことはできないから、これを根拠とする本件差止請求は失当である。 
（Ｂ） 差止請求の当否 
原告らの本件差止請求は、原告らの居住地において、二酸化窒素及び浮
遊粒子状物質において環境基準値（ただし、二酸化窒素については旧環境
基準値）を超える汚染となる排出をしてはならないことを求めるものであ
る。このような請求が認容されるためには、差止を求める原告らの人格権
を侵害する違法行為が、将来においても継続され、又は反復されることが
高度の蓋然性をもって予測しうる場合であることが必要であるが、それが、
原告らの居住地における一定の数値を超える二酸化窒素及び浮遊粒子状
物質の排出の差止を求めるものである以上、当該差止の基準となる大気汚
染物質濃度を超える大気汚染が生じた場合には、当該差止めを求める原告
らの健康被害（気管支ぜん息の症状の増悪）が発生し、その人格権が侵害
されることが、高度の蓋然性をもって予測しうることが証明されなければ
ならない。 
環境基準は、人の健康を保護するうえで維持されることが「望ましい基
準」であって、その数値（汚染濃度）を超えた場合には本件各疾病が発症
または増悪する雄等の健康被害が生ずるといういわゆる閾値として定め
られたものでないことは、環境基準の目的、性質及びその基礎となった各
専門委員会報告の内容及びそこに引用された種々の知見に照らして明ら
かであり、環境基準程度の汚染濃度の二酸化窒素及び浮遊粒子状物質に一
定期間暴露したことにより、本件各疾病が発症または増悪する高度の蓋然
性が存在することを認めるに足りる証拠はないから、環境基準値を差止め
の基準値とすることはできない。 
差止請求は、不確定な要因（大気汚染の状況の変化、自動車交通量の変
化等）が介在する将来の被害発生の予防を目的とするものであること、ま
た、被告らに対し、特定の汚染物質につき一定の基準値を超える汚染濃度
となる排出の禁止を求めるものであることに鑑みると、差止の基準値につ
いては、一定の数値を超える汚染濃度の大気に一定期間暴露した場合、健
康被害が発生することの高度の蓋然性があることについて、医学的知見、
疫学的知見等から十分に裏付けられ、証明される必要がある。しかるに、
本件においては、自動車排出ガス中の特定の大気汚染物質（二酸化窒素、
浮遊粒子状物質等）について、一定の数値を超える汚染濃度が形成され、
これに一定期間暴露した場合には、高度の蓋然性をもって気管支ぜん息の
発症、増悪等の健康被害が発生するとの、信頼すべき知見の存在を認める
に足りる証拠はなく、本件において因果関係を肯認された本件各原告につ
いても、一定期間の暴露が、気管支ぜん息の発症、増悪の原因となること
86 
 
が高度の蓋然性をもって予測しうる大気汚染物質の汚染濃度（閾値）を認
めるに足りる証拠はない（なお、自動車排出ガスにより気管支ぜん息を発
症または増悪したと認定された本件各原告の中においても、その発症、増
悪をもたらす汚染物質濃度は、その者の症状の程度、気道の過敏性の程度、
体調等により、各人ごとに異なりうるものと考えられるのであり、また、
各人においても、そのときの体調の状況等により異なりうる可能性があり、
上記のような一定の基準値を見出すことができるか疑問がある）。 
したがって、差止を求める原告らがその居住地における一定の数値を超
える二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の排出の差止を求める本件差止請求
は、その差止基準となる大気汚染物質の上記汚染濃度を認定することがで
きないから、請求の理由はなく、差止請求は認められない。 
（Ⅳ） 本判例の評価 
（ⅰ） 因果関係 
因果関係については、被告らの管理する道路を煙源とする自動車排出ガス
（ＤＥＰを含むディーゼル排気（ＤＥ)もしくは二酸化窒素又はその両者）
により原告ら７名の気管支ぜん息の発生・増悪が生じたとして、因果関係を
認めた。原告らのうち４名については、道路管理者の異なる道路の供用状況
に関し、場所的にきわめて近接している二つの道路が、居住地のすぐ近くで
交差し、又は二階建て構造になっており、両道路を煙源とする自動車排出ガ
スは渾然一体となって原告らの居住地等の沿道地域に影響しているとして、
両道路を煙源とする自動車排気ガスにより、原告らの健康被害が生じたと認
定した。 
（ⅱ） 共同不法行為 
上記因果関係を前提としつつ、損害賠償における関連共同性については、
単に、大気汚染物質が混然一体となっているだけではなく、被告らの道路の
設置、管理についての相互の密接な関連性（資本的、監督関係、費用負担の
仕組み）及び各原告の各居住地付近における各対象道路の供用状況を総合考
慮した上で、各対象道路の供用状況は民法７１９条１項前段の「共同行為」
にあたるとし、２つの異なる道路管理者の管理する道路からの大気汚染によ
る損害賠償につき連帯責任を認めた。 
（ⅲ） 複数汚染源の差止における被告らの関係 
そうであるとすると、同じく複数汚染源による健康被害という事実関係
を前提とする差止においても、各対象道路の管理者に対する連帯的差止責
任を認め得るのではないかとも思われるが、本判例は、健康被害の閾値が
認定できない以上、差止基準を認定できないとして、請求を棄却した。 
本判例が、原告ら７名との間に個別的因果関係を認め、さらに７名中４
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名については、健康被害が現に継続中であり、当分の間、健康被害の継続
が将来も高度の蓋然性をもって予測しうるとしつつ、差止を否定したこと
には批判がある。134また、差止の基準を認定しなかったことについても、
閾値を厳密に認定することは極めて困難であり、これを要求することは差
止の可能性を否定することとなる点、尼崎大気汚染請求事件（判例⑥）、
名古屋南部公害訴訟事件（判例⑦）が差止の基準を認定したことと比較し
て、批判がある。135この点、本判決が厳密な閾値にこだわり、結果的に健
康被害が生じているにもかかわらず、道路管理者に対する差止請求が棄却
されたのは、原告が被告メーカーらに対しても道路管理者に対してと同様
に、原告ら居住地付近における汚染濃度を基準とする差止請求をしたため
であるとの指摘がある。136 
また、本判例は、原告らの差止請求、すなわち、「被告ら各自に対して、
原告らの居住地等における大気汚染を請求レベルまで下げることについて、
被告らが連帯債務的義務を負う請求」を、いわゆる連帯差止と定義し、同請
求が実体法上認められるか否かについては留保しつつも、同請求の適法性は
認めている。この点は、西淀川第２次～第４次公害訴訟（判例④）が一定の
被告らの関係を要件としてその適法性を認めたことからすると、これより前
                                               
134 神戸英彦「第二章 最近の道路公害判例の動向と東京公害第一次訴訟第一審判決」「環境・公害
法の理論と実践」牛山積先生古希記念論文集２３７頁以下 日本評論社（２００４年）２４７頁以
下。吉村良一「東京大気汚染公害判決の問題点」法律時報７５巻２号１頁（２００３年）３頁、吉
村良一「大気汚染公害訴訟の流れと東京訴訟判決」環境と公害３２巻４号２２頁（２００３年）２
８頁以下。 
135 大塚直「東京大気汚染公害第一次訴訟第一審判決―東京地判平成１４・１０・２９」判例タイム
ズ１１１６号３１頁（２００３年）３８頁以下。吉村良一「東京大気汚染公害判決の問題点」法律
時報７５巻２号１頁（２００３年）３頁、吉村良一「大気汚染公害訴訟の流れと東京訴訟判決」環
境と公害３２巻４号２２頁（２００３年）２８頁以下。神戸英彦「第二章 最近の道路公害判例の
動向と東京公害第一次訴訟第一審判決」「環境・公害法の理論と実践」牛山積先生古希記念論文集２
３７頁以下 日本評論社（２００４年）２４９頁以下。 
136 大塚直「東京大気汚染公害第一次訴訟第一審判決―東京地判平成１４・１０・２９」判例タイム
ズ１１１６号３１頁（２００３年）３９頁以下によると、被告メーカーらは、原告居住地付近の汚
染濃度を基準として差止請求をされても、同人らは間接的寄与者であり、販売行為から一定期間た
った後に、自動車交通量が集中集積することによってのみ一定の汚染濃度を超える汚染が発生する
ことから、道路管理者と異なり、直ちに差止請求に対応することが不可能であることを指摘してい
る。その上で、横田基地第１次、第２次訴訟最高裁判決（最一小判平成５年２月２５日裁判集民事
１６７号３５９頁）の考え方をこの場合にも適用して、第三者であるユーザーの自動車走行行為を
支配していない以上、自動車排出ガスの排出行為について被告メーカーらに対する損害賠償請求は
ともかく、汚染濃度を基準とする差止請求を認めることは困難であると指摘する。この点、吉村良
一「東京大気汚染公害判決の問題点」法律時報７５巻２号１頁（２００３年）、吉村良一「大気汚染
公害訴訟の流れと東京訴訟判決」環境と公害３２巻４号２２頁（２００３年）２６頁以下によると、
製造物責任において、製造者が消費者の一般的使用を前提とした製品の安全確保義務を負うのと同
様、自動車メーカーは、自動車の集中・集積に至る社会的メカニズムを前提として安全を確保する
（汚染部室の排出の少ない車を作る）義務を負うと考えるべきであるとする。 
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進した判決である。ただし、同請求が認められる被告らの関係については判
示していない。 
３ 大気汚染訴訟の分析 
（２） 複数汚染源に対する請求全体の分析 
（ⅰ） 損害賠償請求 
損害賠償請求は何らかの形ですべて認容されている（判例①ないし判例⑧）。 
共同不法行為については、判例①及び判例②は、民法７１９条１項の共同不
法行為につき、客観的関連共同性に立ちつつ、関連共同性を加害行為への参加
が認められる弱い関連共同性（同条項後段）とより緊密な関係のある強い関連
共同性（同条項前段）に分類した上で、効果は前者が減免責の主張を認めず、
後者が減免責の主張を認める類型説に立っていると思われる。判例③は、同条
項前段についてしか判断しておらず、同条項後段についての判断は明確でない
が、同条項前段については、判例①及び判例②とほぼ同様の判断をしている（た
だし、関連共同性の判断には、主観的な要素も含めて判断している）。 
判例④は、四日市公害訴訟事件と同様の立場に立って、客観的関連共同説に
立ちつつ、「強い関連共同性」「弱い関連共同性」ともに、民法７１９条１項前
段の問題とする。「強い関連共同性」の効果は減免責の主張は認めないものと
し、判例③と同様、主観的要素も加味して判断する。「弱い関連共同性」につ
いては減免責の主張を認めるが、関連共同性の判断は判例①及び②とは異なる
基準を採っている。同条項後段については択一的競合ないし寄与度不明の場合
に減免責の主張を認める規定とする。重合的競合137の場合には民法７１９条の
直接適用はできず、類推適用の問題とし、特定競合行為者間の寄与度に限って
民法７１９条１項前段の責任を認めている。 
判例⑤は、民法７１９条１項前段の共同不法行為につき、客観的関連共同
性説に立ちつつ、その客観的関連共同性は社会通念上全体として一個の行為
と認められる程度の一体性があるものに限定されるとする。 
判例⑥は、民法７１９条１項前段の共同不法行為につき、個別的因果関係
の立証軽減を図るものと捉える有力説の立場に立つ。同条項前段の共同不法行
為については、客観的関連共同説に立ち（主観的関連共同性も否定しない）、
                                               
137 同判例は、重合的競合を「個々の発生源だけでは全部の結果を惹起させる可能性はないが、幾つ
かの行為が積み重なって初めて結果を惹起するにすぎない場合」と定義した上で、一定の要件（競
合行為者の行為が客観的に共同して被害が発生していることが明らかであるが、競合行為者数や加
害行為の多様性など、被害者側に関わりのない行為の態様から、全部または主要な部分を惹起した
加害者あるいはその可能性のある者を特定し、かつ、各行為者の関与の程度などを具体的に特定す
ることがきわめて困難であり、これを要求すると被害者が損害賠償を求めることができなくなるお
それが強い場合であって、寄与の程度によって損害を合理的に判定できる場合）がある場合には民
法７１９条を類推適用できるとした。 
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加害者の各行為が発生した結果との関係で社会観念上一体をなすものと認め
られる程度の緊密な関連があることを必要とするもの」とした上で、その効果
は減免責の主張を認めない。民法７１９条１項後段は、択一的競合の場合に（寄
与度不明の場合も含む）、個別的因果関係を推定する規定とする。民法７１９
条１項前段にあてはまらない競合的不法行為についても、一定の場合には同条
後段の類推適用を認めるとする。 
判例⑦は、民法７１９条１項前段の共同不法行為についてしか判断してい
ない。同条項前段の共同不法行為の関連共同性の判断においては、地域住民
の健康被害を回避すべき注意義務などの主観的要素、その他の客観的要素を
総合的に判断している。民法７１９条１項前段の共同不法行為については減
免責の主張は認めていない。 
判例⑧は、民法７１９条１項前段の共同不法行為につき、因果関係の立証軽
減を図る有力説に立ちつつ、客観的関連共同性説に立ち、個別的因果関係を擬
制する規定とする。 
共同不法行為の仕組みについては、判例⑥及び⑧は、前記第２ １の共同
不法行為に関する学説のうち、因果関係の立証軽減を図る有力説の立場に立
つことが明らかである。 
また、関連共同性については、判例①及び②は、前記第２ １の共同不法
行為に関する学説のうち、強い関連共同性と弱い関連共同性を分類する類型
説に近い立場とみられる。これに対し、判例④及び判例⑥は、前記第２ １
の共同不法行為に関する学説のうち、共同不法行為は民法７１９条１項前段
に限定して減免責を認めない規定と解し、同条項後段は択一的競合の場合（寄
与度不明の場合も含む）に減免責を認める規定であるとした上で、一定の場
合に、民法７１９条１項後段を類推適用して被害者の保護を図る立場に近い
と解される。 
（ⅱ） 差止請求 
これに対し、差止請求は、判例①ないし判例③につき、抽象的不作為訴訟は
不適法であることを理由として訴えが却下されている。判例④ないし判例⑤、
判例⑧につき、抽象的不作為請求も適法とされて実体判断に入るも、差止請求
は棄却されている。判例⑥，判例⑦につき、抽象的不作為請求も適法とされた
上、差止請求も認容されている（判例⑥は複数汚染源の差止め、判例⑦は単数
汚染源の差止め）。 
以上の判例の状況からすると、単独汚染源，複数汚染源に限らず、抽象的不
作為訴訟自体の適法性が審判対象の特定性，執行の可否の観点から問題となっ
ていたが、次第に適法性が認められるようになったことが認められる。 
また、複数汚染源に対する損害賠償請求に比して（判例①ないし判例⑧全て
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請求認容）、複数汚染源に対する差止請求は認められにくい。 
理由は、次のものが考えられる。 
① 複合汚染源に対する差止には、共同不法行為（民法７１９条）のような
自己責任の原則の例外規定がないため、自己責任の原則が徹底され、そも
そも、因果関係あるいは寄与の範囲が不明確な場合には、因果関係が認め
られない。 
② 損害賠償に比して、差止めの場合には、全部差止請求をされた加害者に
著しく酷な結果となるとの価値判断がある。この点に付随して、損害賠償
と異なり、求償権のような規定がなく、差止めの負担をシェアする条文上
のケアがない。 
（２） 複数汚染源に対する差止の根拠及び要件と民法７１９条の類推適用の可否に
ついての分析 
差止請求権の根拠については、権利説の中の人格権説を採っている判例が大多
数である（判例④、判例⑥ないし判例⑧。判例⑦は根拠を明示していない）。 
尼崎公害訴訟事件（判例⑥）は、複数汚染源に対して差止請求を認めた唯一の
判例であるが、差止における被告らの関係について民法７１９条の類推適用はし
ていない（ただし、損害賠償請求における因果関係及び関連共同性の判断は前提
としているようである）。複数汚染源に対する差止請求につき、民法７１９条の
類推適用を検討している判例もない（判例①ないし⑥、判例⑧）。 
西淀川第２次～第４次公害訴訟事件（判例④）は、複数汚染源に対する抽象的
差止請求の適法性に関連してではあるが（後記第３章第２ ３の判例④参照）、
連帯的差止における被告らの関係について明示した唯一の判例であるところ、そ
の要件は共同不法行為における関連共同性とは異なる基準を採っている。すなわ
ち、本判例は、各主体に連帯差止請求（全部差止義務）が許される場合（汚染源
の主体相互間に主・従の関係や密接な関係があるなど各主体に連帯差止請求が許
容される場合）には、抽象的差止請求は適法であるが、それ以外の場合における
個別主体に対する抽象的差止請求は、個別の汚染源主体について差止を求められ
た発生源が特定され、かつそれが主要な汚染源である場合を除き、不適法である
とした。すなわち、連帯差止請求（全部差止義務）が認められる被告らの関係を、
汚染源の主体相互間に主・従の関係や密接な関係があるなど各主体に連帯差止請
求が許容される場合としている。 
上記のとおり、大気汚染に関する判例は、複数汚染源に対する差止の根拠及び
要件に、民法７１９条の類推適用をしていない。 
その理由は、次のようなものと考えられる。 
① 差止請求権の根拠についての判例、通説的な見解は権利説であったため、不
法行為の規定である民法７１９条の類推適用はできないのではないかとの疑
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問があった。 
② 先行研究は、複数汚染源に差止の要件も共同不法行為に準ずる程度のものに
すぎず、損害賠償とは異なる差止の効果（連帯差止をされた加害者に酷な結果
となるとの価値判断、執行上の問題）を考慮していなかった。 
 
第４ 複数汚染源に対する差止の根拠及び要件に共同不法行為の類推適用することにつ
いての自説 
複数汚染源に対する差止が認められにくいのは、因果関係を擬制ないし推定する
根拠規定がなかったこと、全部差止義務を認めると各汚染源に対して酷な結果と
なるという点にあったと思われる。 
この点、前者については、全部差止義務を認める多数説は、被害者の立証軽減を
図る必要上、因果関係の集団的処理を可能にする共同不法行為の理論を差止の場
合にも借用するために、民法７１９条の類推適用を根拠としたものであった（損
害賠償請求における因果関係の要件については諸説あるも、民法７１９条に関す
る前記有力説の立場からすると、加害行為と権利侵害（ないし損害）との間の因
果関係（ないし寄与の範囲）を擬制または推定するという規定という理解であり、
差止請求における加害行為と権利侵害ないしその蓋然性との間の因果関係の問題
と事実関係が類似する138また、共同不法行為の趣旨である因果関係ないし寄与にお
ける立証についての被害者保護、これに対する複合した加害行為の危険性という
価値判断も一致する。）。 
しかし、前述のとおり、差止請求権の法的性質につき、判例・通説的な見解であ
る権利説に立てば、複数汚染源の根拠ないし要件につき、共同不法行為の類推適
用をすることは困難であると思われる大気汚染公害訴訟の大多数においても、差
止請求権の根拠につき権利説（人格権説）に立っており、不法行為説に立ったも
のはない。また、複数汚染源に対する差止請求における被告らの関係につき、民
法７１９条の適用ないし類推適用を明示した判例はなく（判例⑥他）、むしろ、複
数汚染源の差止を認める被告らの要件として、民法７１９条の関連共同性とは異
なる基準を立てている（判例④）。 
以上の事実からすると、複数汚染源の差止の根拠につき、共同不法行為の規定を
類推適用することはできないと解する。 
 
第３章 複数汚染源に対する差止の要件の分析ー全部差止義務を認める効果との関連で 
                                               
138 単独不法行為，共同不法行為であろうと、差止めであろうと、加害行為と権利侵害（ないしその
蓋然性）との間に事実的因果関係（条件関係）が必要である点は共通する。ただし、因果関係の着
地点が、損害賠償の場合には過去の損害（権利侵害）であるのに対し、差止の場合には現在の権利
侵害ないし将来の権利侵害の蓋然性である点が異なる。 
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第１ 総論 
１ 問題意識 
複数汚染源の差止が認められにくい理由として、前述のとおり、損害賠償以上に
狙い打ちされた被告が過酷であることや、損害賠償と異なり他の汚染源に対する負
担の分配が困難である他、執行手続上も異なる特色があることが挙げられる。 
因果関係を擬制ないし推定して全部差止義務という効果を認めるための要件を検
討するためには、損害賠償と異なる差止の効果を踏まえる必要がある。 
２ 全部差止義務の効果の内容 
要件検討の前提となる全部差止義務の効果の内容はどのように解するべきか。 
前述のとおり、公害訴訟においては、因果関係の立証は科学的・専門的知識を要
するため，訴訟上の地位の実質的平等を実現するべく，原告の立証責任を軽減する
必要性が従来から主張されている。これを判例・通説的見解による権利説から見た
場合、全部差止義務を認めうる実質的な根拠は、複合した加害行為により健康被害
等の人格権侵害を受けた被害者の因果関係ないし寄与割合における立証軽減を図る
ことにより、人格権の保護を全うすることにあると考えられる。139 
他方、前述のとおり、共同不法行為においてもなぜ因果関係を超えて義務を負担
しなければならないのか、資力ある加害者が狙い打ちされる不公平さなどの問題が
指摘されていることから、因果関係の立証軽減に伴い関連共同性の要件が絞られる
という有力説の立場があるところ、全部差止義務においては、狙い打ちされた被告
が因果関係を超えて差止義務を負う過酷さが共同不法行為に基づく損害賠償以上で
あることや、損害賠償と異なり他の汚染源に対する負担の分配が困難であることに
よる被告間の不公平が生じるなどの問題が指摘されている。そのため、全部差止義
務の効果は共同不法行為に基づく損害賠償義務（不真正連帯債務）に比して、被告
にとって重くならないことがバランス上求められる。また、被告間の不公平を可及
的に小さくする法律構成が望ましいといえる。 
そうであるとすると、理論上考えられる全部差止義務の効果の内容（因果関係な
いし寄与割合の推定、及び因果関係ないし寄与割合の擬制）は、各被告が寄与割合
を主張立証できた場合にはその範囲で差止義務を認めるという因果関係の推定を原
                                               
139 潮見佳男「不法行為法Ⅱ（第２版）」信山社（２０１１年）１６９頁以下によると、共同不法行
為についてではあるが、連帯責任を認める正当化根拠として、危険共同体・利益共同体の存在を基
礎として、減責の主張を許さないほどの関連があるとの規範的評価をもたらすにふさわしい「拡大
された注意義務」（共同行為者として、相互に他人の権利・法益を侵害しないように協力して行為す
る義務）」を各加害者に認めることができるかどうかが決定的であるとする。吉村良一「不法行為法
（第５版）」有斐閣（２０１７年）２６２頁以下も同様の指摘をする。たしかに、「拡大された注意
義務」を全部差止義務の実質的な根拠と考えると、後述の被告ら相互間の履行協力義務の説明が容
易になる。しかし、判例・通説的な見解である権利説を前提に、全部差止義務の形式的根拠に共同
不法行為の類推適用をしないとする本論文の立場からは、全部差止義務の実質的根拠を共同不法行
為と同様に解することができるとは判断しがたい。この点は今後の検討課題としたい。 
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則とすべきである。140 
他方、狙い打ちされた被告のみが全部差止義務を負っても過酷とはいえず、負担
の分配を考慮する必要がない被告ら相互の関係の場合には、例外として因果関係を
擬制して全部差止義務を負うこともあると考える。この点における被告らの関係要
件は後述する。 
これらの全部差止義務の効果を基礎づける形式的な根拠としては、前述のとおり、
共同不法行為の規定の類推適用は認められないものの、民法（実体法）の解釈から
導かれる人格権という非常に重要な権利を保護するという制度の趣旨に照らし、要
件事実の解釈として因果関係を事実上推定するということが考えられる。究極的に
は、因果関係を擬制ないし推定する立法をすることが望ましい。141 
３ 分析の方法 
まず、差止の執行方法についての学説・判例を概観し、実務上可能な全部差止義
務の執行方法を検討する。 
次に、全部差止義務の執行上の問題点を踏まえ、問題を克服するために被告らに
いかなる関係が必要かを示す。その点につき、実体法上の裏付けを検討し、全部差
止義務の要件についての仮説を提案する。 
その上で、全部差止義務の要件の仮説を、大気汚染訴訟に関する判例を踏まえて
検証する。 
 
第２ 執行方法についての学説の進展状況 
１ 抽象的差止請求の適法性に関する問題点 
民事訴訟においては、審判の対象たる訴訟上の請求ないし訴訟物は処分権主義の
観点から原告が特定する必要があり（民事訴訟法１３３条、２４６条等）、これに
より被告の防御の対象が定まる。また、訴訟上の請求ないし訴訟物によって、確
定判決の既判力の範囲も確定する（同１１４条）。 
そのため、訴訟上の請求ないし訴訟物は特定していることが要求され、不特定で
ある場合には、訴えが却下される（同１４０条）。 
抽象的差止請求（不作為請求）は給付訴訟であり、強制執行の債務名義となる給
付判決を求めるものである。給付判決の主文は債務名義となりうる程度に明確性
が要求されることから、抽象的差止請求も同様に明確性が要求される。 
以上の理由から、抽象的差止請求においては、請求が特定しているか、強制執行
                                               
140 この効果の点では、従来の分割的差止説と類似する。その意味では、従来の分割的差止説に対す
る批判が妥当するが、原告の因果関係の立証軽減を図る反面、被告らの過酷な負担を避けるバラン
スからすると、やむを得ないと考える。 
141 伊藤滋夫編著「要件事実講義」商事法務（２００８年）１８８頁以下。１８９頁注４５。同書に
よると、要件事実を決める最終的基準は、実体法の解釈によって決まる実体法の制度趣旨に合致す
る立証責任の公平な負担であるとする。 
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が可能な程度に請求が特定しているか（これに関連していかなる執行方法をなし
うるか）が問題となっている。 
２、学説 
（１） 不適法説  
伝統的通説によれば、給付請求権たる差止請求権の内実をなす作為・不作為は
なすべき行為又はなすべきでない行為の種類、態様、場所等を明示することによ
り特定する。公害に関する差止訴訟事件の場合にも、請求の特定のためには具体
的作為・不作為の特定が必要であるため、抽象的差止請求は不適法であるとする
見解である。142 
理由は、抽象的作為・不作為は内容的に不明確であり、被告の行為に萎縮的効
果をもたらし、行動の自由を不当に制限すること、裁判所の審理の範囲が不明確
であること、また、具体的な侵害排除措置が特定されていなければ執行機関は執
行ができないことなどである。 
（２） 適法説 
公害に関する差止訴訟事件においては、具体的な作為・不作為の特定を必要と
しないとする見解である。 
理由は、公害や生活妨害事件では、紛争の原因となった侵害行為の発生源がす
べて被告の支配領域内にあり侵害の発生及び伝達のメカニズムは複雑なので、有
効な防止措置を被害者が確知することはできないこと、侵害防止措置は加害者自
身が最もよく知っているはずであり、その防止手段としては複数のものがありう
ることなどである。143 
（Ⅰ） 竹下説144  
権利侵害の発生源と侵害結果による特定で足りる。判決手続で不作為義務を
確定し、次に執行手続において、第一次的には間接強制（民事執行法１７２条
１項）で加害者に侵害防止措置を講じさせ、不奏功の場合に初めて、将来のた
めの適当の処分（民法４１４条３項後段）として被害者が具体的内容を特定し、
授権決定を得て代替執行により作為を求めることができる（民事執行法１７１
条１項、民法４１４条３項前段）。これらの設備設置を命ずる決定は、実体法
上の作為請求権につき執行手続内で略式に作成される債務名義（民事執行法２
２条３項）たる性質をもち、その設置義務の存在を争う債務者としては、請求
                                               
142 近藤完爾ほか「研究会・公害訴訟（第１７回・最終回、主文と執行の問題）ジュリスト５０２号
９０頁 ９１－９２頁[井口牧郎発言]（１９７２年）、富田義範「不作為執行（生活妨害差止めの執
行）」裁判実務体系７（民事執行訴訟法）青林書院（１９８６年）４９５頁など。 
143 竹下守夫「生活妨害の差止と強制執行」立教法学１３号１頁。 
144 竹下守夫「生活妨害の差止と強制執行」立教法学１３号１頁（１９７４年）。同「生活妨害の差
止と強制執行・再論」判タ４２８号２７頁（１９８１年）。 
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異議の訴えを提起して判決手続に持ち込むことができる。145 
（Ⅱ） 上村説146  
公害差止請求権に対する実体法的考察を加えて、「統一的不作為請求権」た
る概念（不作為請求に、その実現のための手段たる作為請求も包括される実体
法上の給付請求権）を提唱した上で、その保護範囲による特定を主張する。執
行方法としては、間接強制、及び具体的な侵害防止措置を繰り返し命ずる方法
も認められる。侵害防止措置を講ずることが代替性を有する場合には、代替執
行の方法も認められる。 
（Ⅲ） 松浦説147 
禁止される浸出行為（侵奪行為の露出部分）をその形式・態様の面から具体
的に特定すべきであるとする（騒音・進行・大気汚染・水質汚濁などのうち、
いずれに該当するか、また、騒音・振動の程度や、排気ガス・廃液中に含まれ
る有害物質の種類や排出限度等を客観的に明示すること）。原告としては、提
訴時は一応の目安で特定しておき、被告の防御反応や訴訟審理の推移を見なが
ら、適宜変更していくことが許され、また、裁判所も明示された「～ホン」が
妥当かどうか留意し、場合により釈明権を行使して変更を促すべきである。執
行方法としては、間接強制のみならず、代替執行としての違反結果の除去や将
来のための適当の処分としての強制執行もできるとする。148 
（Ⅳ） 井上説149  
訴訟手続における発展的・流動的性格に即した訴訟理論の構築を行うべきで
あるとされ、差止訴訟は紛争解決の中間点にすぎず、判決では不作為義務の存
否のみを決めればよいとして、特定基準の緩和を主張する。被告がどのような
具体的措置を行うべきかは、訴訟後の当事者の折衝、あるいは執行の段階での
処理に委ねるとする。 
                                               
145 中野貞一郎「非金銭執行の諸問題」「新・実務民事訴訟講座（民事執行）」日本評論社（１９８４
年）４７５頁以下によると、竹下説とほぼ同じ立場に立ちつつ、抽象的差止判決に基づいて具体的
な侵害防止措置を命ずる授権決定による代替執行が可能な場合につき、「侵害防止措置の具体的内容
が事案の性質上客観的かつ明確に限定されており、または判決手続における主張・立証を通じてほ
ぼ解明されている場合」に限定されるべきであるとする。 
146 上村明広「差止請求訴訟の機能」「講座民事訴訟２（訴訟の提起）」弘文堂（１９７９年）２７３
頁。 
147 松浦馨「差止の強制執行」三日月章＝中野貞一郎＝竹下守夫編「新版・民事訴訟法演習２」有斐
閣（１９８３年）２７４頁 
148 松本博之「抽象的不作為命令を求める差止請求の適法性」自由と正義３４巻４号２９頁（１９８
３年）は、原則として、被害者には実体法上一定の発生源から流入する一定種類の生活妨害を一定
程度以上及ぼしてはならないという内容の不作為請求権が帰属するにすぎないとして、松浦説と同
様の特定基準を示唆する。ただし、執行方法は、間接強制に限られ、将来のための適当の処分とし
ての防止設備の設置命令は認められないとする。 
149 井上治典「請求の特定」井上治典＝伊藤眞＝佐上喜和「これからの民事訴訟法」日本評論社（１
９８４年）４７頁。 
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（Ⅴ） 川嶋説150  
公共的差止訴訟の判決形成過程の理想像は、実体的利益状況を踏まえ、救済
方法の多様性・可変性の特質に鑑み、救済方法が審理過程を通じて徐々に段階
的に具体化できる手続でなければならないとする。そのための救済形成手続と
しては、「二段階的裁判手続」が妥当であるとする。すなわち、第一段階とし
て、原因判決的な「権利侵害判決」（確認判決）を一部判決（旧民事訴訟法１
８３条、民事訴訟法２４３条２項）として言い渡し、次に、第二段階として、
「権利侵害判決」内容の示唆に基づき、その判断の枠内で、両当事者の主体的
関与の下で「救済形成判決」（給付判決）を残部判決として言い渡すべきであ
るとする。主文としては、基本的な抽象的差止命令を記載した上で、次に例示
列挙的に具体的救済方法（具体的作為・不作為の措置）を記載する形式が妥当
であるとする。 
請求の特定については、提訴時点では、「被告は、ある事業を遂行するにあ
たり、原告に大気汚染物質~による損害を与える行為をしてはならない。」とい
う申立でよく、権利侵害判決の言渡時点までに、原則として、「被告は、大気
汚染物質～を原告の敷地内に一時間値の一日平均値～ｐｐｍを超えて侵入さ
せてはならない。」という程度に特定されればよいとする。請求の特定性の判
断に対し、執行可能性の考慮をも行うことの許否については、救済判決言渡時
に初めてその考慮が許されるとする。 
３ 判例 
（３） 不適法説 
（Ⅰ） 判例 
・神戸地判昭和６１年７月１７日判時１２０３号１頁、判タ６１９号１３９頁
（国道４３号線訴訟第一審判決） 
・千葉地判昭和６３年１１月１７日判時臨時増刊平成１年１６１頁、判タ６８
９号４０頁（千葉川鉄公害訴訟事件） 
・大阪地判平成３年３月２９日判時１３８３号２２頁，判タ７６１号４６頁（西
淀川第１次公害訴訟事件（判例①）） 
・横浜地裁川崎支判平成６年１月２５日判時１４８１号１９頁，判タ８４５号
１０５頁（川崎第１次公害訴訟事件（判例②）） 
・岡山地判平成６年３月２３日判時１４９３号３頁，判タ８４５号４６頁（倉
敷公害訴訟事件（判例③）） 
（Ⅱ） 判例の理由 
                                               
150 川嶋四郎「差止請求―抽象的差止請求の適法性の検討を中心として」ジュリスト９８１号６８頁
（１９９１年）。 
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（ⅰ） 千葉川鉄公害訴訟事件（複数汚染源に対する抽象的差止訴訟の適法性に
ついて判示） 
「（抽象的差止請求は）被告らが履行すべき義務の内容が特定されている
ということができない。 
原告は、作為内容の選択を被告に委ねるのが適切であるというが、それで
は被告に任意的履行を期待するに留まることになり、判決は被告に心理的強
制を加えるにすぎない。このように、被告の作為義務が一義的に特定されて
いなければ、間接強制によることも、代替執行によることも事実上不可能で
ある。 
本件地域・・・に到達する（大気汚染の）三物質が被告から千葉製鉄所か
ら排出されたものであることを識別することは事実上不可能である。なぜな
らば、本件地域における大気汚染に原因を与える者は、・・・不特定多数の
者がこれにあたるとみるのが相当であるばかりでなく、（大気汚染の）三物
質は常に流動しているものであるからである。 
したがって、差止原告らの排出差止請求は、請求の趣旨が特定していない
ことと、強制執行が不能なものであることのゆえに、いずれも不適法なもの
というべきである。」 
（ⅱ） 西淀川第１次請求事件（判例①） 
「訴訟上の請求は、審判の対象であり、被告にとっては最終的な防御の対
象となるものであり、また判決の既判力の客観的範囲を明確にするためのも
のであり、かつこれに対応する判決がなされた場合は、強制執行に至るもの
である。したがって、請求は、一義的に特定されていなければならない。原
告らの右請求は、一定の結果を生じさせないこと、すなわち、被告らが何ら
かの措置を行うこと（作為）により、原告らの居住地においての汚染濃度を
一定の数値以下の状態にとなること（結果）を求めるものであり、結局、被
告らに対して、右何らかの措置、すなわち、作為を求めるものに他ならない
ものと解される。そして、原告らが求める結果を実現させるための手段とし
ては多数の方法が考えられるところ、原告らの請求では、被告らにおいてい
かなる行為をなすべきか明確でなく、被告らが履行すべき義務の内容が特定
されているとはいえない。」 
（ⅲ） 川崎第１次公害訴訟事件（判例②）（複数汚染源に対する抽象的差止訴訟
の適法性について判示） 
「二酸化硫黄、二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の大気汚染物質は、気体あ
るいは微細な物質であって捕捉することが困難であるとともに、時々刻々変
化する気象条件等により、原告ら居住地等における右物質濃度が大きく変化
するものであるから、被告らあるいは強制執行に当たる執行機関が、原告ら
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の居住地等において請求の項記載の違反状態が生じたか否かを認識するこ
とがきわめて困難であり、また、仮に、請求の項記載の違反状態を測定ある
いは認識することができたとしても、右各物質が被告企業らの事業所あるい
は本件道路のみから排出されるものに限られるものではなく、被告企業らの
事業所あるいは本件道路から排出された物質とその他の排出源から排出さ
れた物質とを区別する手段もないことから、右違反状態が被告らの排出行為
等によるものであるか否かを判断することもまた事実上困難であることに
照らすと、原告らの右請求の項の実現は不可能というべきである。 
また、原告らの求める差止請求における請求の項は、二酸化硫黄等の大気
汚染物質の濃度が原告らの居住地において一定数値以下となる一定の事実
状態（結果）を作出することを求めるものであるが、右状態を作出するため
の方法又は態様は各種多様のものが考えられるところであるから、被告らに
おいてどのような方法又は態様をなすべきかが明確でないというべきであ
る。 
（原告らの、危険の存在ないし発生源及び侵害の結果を特定することで、
請求の特定は足りる旨の主張に対し）訴訟物ないし訴訟上の請求という手続
上の問題が、紛争の性質により左右されるとはいえないし、前記説示のとお
り、硫黄酸化物等大気汚染物質が被告らの排出行為のみに係るものではない
ことからすると、原告らの主張の前提である発生源が確定しているものでは
ないから、原告らの右主張は採用することができず、その意味で未だ本案判
決の対象となる訴訟物ないし訴訟上の請求が特定していないと解するべき
である。」 
（ⅳ） 倉敷公害訴訟事件（判例③） 
「訴訟上の請求は、審判の対象として被告らの防御の対象及び既判力を明
確にする作用を有し、判決は、強制執行による給付の実現を予定しているか
ら、一義的に特定される必要がある。 
被告らが、原告らの居住地において一定の数値を超える汚染状態を生じさ
せる物質を排出してはならないという本件差止請求は、結局のところ、被告
らの行為により、大気汚染物質の濃度を一定の数値以下の状態におくという
作為を求めるのに外ならないところ、原告らが求める右結果を実現させるた
めの具体的手段として、多数の方法が考えられる。しかし、本件請求の趣旨
は、被告らが右結果を実現するための具体的な方法を明確にしていない。従
って、右請求は、被告等の履行すべき義務を特定しているとはいえない。 
よって、本件差止請求は、不適法であるから、却下すべきである。」 
（４） 適法説 
（Ⅰ） 判例 
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・大阪高判平成４年２月２０日判時１４１５号３頁、判タ７８０号６４頁（国
道４３号線控訴審判決） 
・最一小判平成５年２月２５日裁判集民事１６７号３５９頁、判時１４５６号
５３頁、判タ８１６号１３７頁（横田基地第１次、第２次訴訟上告審判決） 
・最二小判平成７年７月７日民集４９巻７号２５９９頁、判例時報１５４４号
３９頁、判例タイムズ８９２号１５２頁（国道４３線訴訟上告審判決） 
・大阪地判平成７年７月５日判時１５３８号１７頁，判タ８８９号６４頁（西
淀川第２次～第４次公害訴訟事件（判例④）） 
・横浜地裁川崎支判平成１０年８月５日判時１６５８号３頁，判タ９８８号７
４頁（川崎第２次～第４次公害訴訟事件（判例⑤）） 
・神戸地判平成１２年１月３１日判時１７２６号２０頁，判タ１０３１号９１
頁（尼崎公害訴訟事件（判例⑥）） 
・名古屋地判平成１２年１１月２７日判時１７２６号２０頁，判タ１０３１号
９１頁（名古屋南部公害訴訟事件（判例⑦）） 
・東京地判平成１４年１０月２９日判時１８８５号２３頁（東京大気汚染公害
訴訟事件（判例⑧）） 
（Ⅱ） 判例の理由 
（ⅰ） 国道４３号線訴訟抗告審判決 
 被害を受けている者が、その被害を将来に向けて回避するという観点から、
直截に救済を求めるには、原因の除去を求めることが必要であると同時に、
それで十分というべきである。そうだとすれば、まず原告らの差止請求は、
その主張する保護法益、差止として被告らにおいて何がなされるべきかを明
らかにしているから、請求の趣旨の特定に欠けることはない。 
また、原因除去の手段として、多様な選択肢が想定できるときに、そのうち
のどれをどのように選んで有効適切ないし合理的かつ効果的（これらの基準
は、基本的な行為準則であろう。）に目的を達成するかは、本来被告らの領域
の選択の自由に属することであって、それが尊重されなければならない。そ
のような選択にあたっても、被告らにとって広範な政策的判断を視野に入れ
た施策の一貫であることが要請されるはずであることからすると、なおさら、
原告らの介入する余地はない。これは差止の任意履行を期待するにとどまる
ものということはできない。、強制執行については、少なくとも間接強制の方
法がある。 
（ⅱ） 横田基地第１次、第２次騒音訴訟 
 （抽象的差止請求につき）右請求の趣旨は、被上告人に対して給付を求め
るものであることが明らかであり、また、このような抽象的不作為命令を求め
る訴えも、請求の特定に欠けるものということはできない。したがって、右請
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求の趣旨をもって、それが直接的に米軍の行為の停止を求める趣旨であるとす
れば被告適格を欠くから不適法であるとし、また、それが被上告人に対して給
付を求める趣旨であるとすればどのような具体的行為を求めるのか明確でな
いから不適法であるとした原審の判断は正当でなく、前示のとおり、右主位的
請求は主張自体失当としてこれを棄却すべきものである。 
（ⅲ） 国道４３号線上告審判決 
大阪国際空港事件（最大判昭和５６年１２月１６日民集３５巻１０号１３６
９頁）が国営空港の差止請求で示した、管理行為と公権力の行使との不可分
一体性による民事訴訟の不適法との法理151は、本判例では適用されなかった。 
請求の特定については、横田基地第１次、第２次訴訟上告審判決（最一小判
平成５年２月２５日）で請求の特定を認めていたところ、本判決ではその点
は明示されていないが、本判決は、横田基地第１次、第２次訴訟上告審判決
を前提としていると解されている。152 
控訴審判決では、請求の適法性を認めているにもかかわらず、本判決は請求
の適法性について明示されていない。この点、本判決が実体判断に踏み込ん
でいる点で、請求の適法性を認めていると解する見解153と請求の適法性の判断
を留保したとする見解154がある。 
（ⅳ） 西淀川第２次~第４次請求事件（判例④）（複数汚染源に対する抽象的差止
請求の適法性について判示） 
（請求の特定性について） 
原告らの差止請求は、原告らの居住地において一定の数値を超える汚染状態
を作出しないことを求めるもので、その結果を確保するための手段・方法は多
岐にわたるものであるが、手段・方法について具体的にその特定まで要求する
ことは、侵害防止方法について複雑・多様な手段が存在する場合には、正確な
科学知識及び情報を持たない債権者側に困難を強いることになるおそれがあ
る一方、債務者側は、排出量等の正確な情報に近い立場にあり、かつ求められ
た結果をどのような手段で達成するかについてもより容易に判断しうる地位
にある。また、本来、どのような手段で求められた結果を達成するかは債務者
の自由に委ねられているというべきであって、債権者側に原因を除去する手段
                                               
151 その後、厚木基地第１次騒音訴訟（最一小判平成５年２月２５日民集４７巻２号６４３頁）、福
岡空港騒音訴訟（最一小判平成６年１月２０日裁判集民事１７１号１５頁）でも同様の判断が示さ
れている。 
152 田中豊「最判解民事篇平成７年度（下）」７５６頁以下。 
153 大塚直「民法判例レビュー（民事責任）②国道４３号線訴訟上告審判決」判タ９１８頁（１９９
６年）６２頁以下。 
154 田中豊「最判解民事篇平成７年度（下）」７３７頁は、本判決は、強制執行の可否の判断につき
留保したと指摘する。 
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まで特定して債務者のそれを強制する権利が存在するかについては疑問さえ
ある。したがって、原告らが右抽象的差止として求める内容の請求は、行為内
容（侵害防止手段）が不特定であるとはいえず、また、原告らが被告らに対し、
侵害の差止として何を求めているかは明らかであるから、訴訟物としては特定
されていると解するのが相当である。 
測定点は、差止を求める原告ら全ての居住地という意味で特定されているし、
測定方法についても、現在国が常時測定を行っている測定方法があり、これを
前提としつつ、執行段階における知見や技術レベルなどを踏まえて、測定点と
測定方法をより具体化することが可能である。 
（執行方法） 
少なくとも認容判決実現のための強制執行として間接強制の方法をとるこ
とはできる。 
（司法判断の適合性） 
原告らの求める本件差止請求は、その目的を達成する手段として、・・・行
政上の措置によることも可能であるが、それだけでなく、物的管理行為として
の道路施設の改良（道路管理者がこれまでに行ってきたような沿道の環境施設
帯や植樹帯の設置、交通流の円滑化などの対策などに加えてシェルター化など
の事実行為としての環境対策）や公物管理権に基づく交通管理行為（路側の車
線規制、入口規制、通行台数制限、通行車種制限等）などによっても可能であ
り、その選択は被告らに委ねられているところ、原告らは、公権力の発動を求
めているものではないから、原告らの差止請求は民事訴訟として不適法とはい
えない。 
〈都市型複合大気汚染特有の問題〉 
第一に、汚染源の主体相互の間に主・従の関係や密接な関係があるなど各主
体に連帯的差止請求が許容される場合には、債務者の責任範囲内において達成
すべき事実状態を特定してその差止を求めることは可能であり、その限度の特
定で審判対象も明らかとなっており、債務者の防御権の行使にも特段の支障も
ないから、これを違法とするのは相当でない。 
第二に、これ以外の場合における個別の主体に対する抽象的差止請求の適否
について検討する。①多数の汚染源から排出された汚染物質が複合して汚染状
態を形成している場合に、他の汚染源から排出されるものを含めた目標値のみ
を示して特定の汚染源主体に対して差止を命ずると、右主体は自己以外の汚染
源に対し、法律上何らの措置をとることができないのに、第三者の行為（不作
為も含む）を踏まえた措置を取らざるを得ず、（なお、主体において、第三者
の行為を正確に認識し、また予想するには困難を伴う場合も多い）、自己の行
為限度を超えた過大な義務を負う結果となる場合がある。また、右主体が自ら
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の排出を全て止めても目標値を達成することができないことがありうるなど、
右主体に不可能を強いる場合も存在する。従って、このような場合には、右主
体の帰責範囲に対応した具体的な作為義務を特定すべきあり、抽象的差止請求
の方法によることは相当ではなく、不適法と言わざるを得ない。②個別の汚染
源主体について差止を求められた発生源が特定され、かつそれが主要な汚染源
である場合には、債務者の責任範囲内において達成すべき事実状態を特定して
その差止めを求めることは可能であり、その限度の特定で審判の対象も明らか
となっており、債務者の防御権の行使にも特段の支障もないから、これを違法
とするのは相当でない。③本件各道路に起因する汚染についても、道路沿道に
おいては、道路それ自体が汚染の主要な発生源として自動車排出ガスにより一
般環境に比較して高い汚染状況が出現する可能性があり、沿道住民の生命・身
体に対する侵害の態様及び程度如何によっては、一定濃度以上の大気汚染物質
の到達を差止めることによって、大気汚染濃度を低下させ、侵害状況を除去し
うる可能性があるから、被告らに対する右内容を持つ抽象的差止請求は適法と
解される。右沿道の範囲は・・・道路端から１５０m 以内とするのが相当で
ある。右範囲内に居住している原告は原告適格を有するが、その他の原告らに
かかる本件差止請求の訴えは不適法であるから却下を免れない。 
（ⅴ） 川崎第２次～第４次公害訴訟事件（判例⑤） 
作為が少なくとも測定方法により把握可能な数値をもって一応特定されて
いると解する（不作為命令により禁止されるべき全ての将来の侵害行為を予測
して特定することを原告らに要求することは無理であり、現実に切迫している
具体的侵害行為の結果をとらえて、その結果との関係で特定することで原告ら
の請求の特定としては足りると解する。）。そして、いかなる方法を採って大気
汚染物質を一定の数値以下とするかについては、被告らは科学的・専門的な知
識や情報に基づきその方法を総合的に選択できる立場にあり、大気汚染物質を
一定の数値以下にするためにいかなる作為をすべきかを判断することがおよ
そ不可能であるということはできず、この場合、被告らにおいて、多数の方法
の中から有効と考えられる方法を選択して実施すれば足りると解する。 
現在の技術水準からすると、大気汚染物質の数値を測定することや発生源
を特定することが必ずしも不可能ではないから、被告ら及び執行裁判所におい
て、大気汚染物質の数値を測定、把握することがおよそ不可能であるというこ
とはできない。継続的な侵害行為に因る被害発生が現に継続して認められる場
合における差止請求の強制執行方法については、有効と考えられる方法を債務
者が任意に選択実施すべきであるから、まず間接強制をして債務者にその機会
を与え、功を奏しない場合に将来のための適当な処分又は代替執行の方法をと
ることも許されるべきである。 
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以上からすると、抽象的差止請求は請求として特定され、その実現も可能
であるから適法である。 
（ⅵ） 尼崎公害訴訟事件（判例⑥） 
現に身体権を侵害し、あるいは侵害する現実的危険性がある被告の行為（侵
害行為）及び侵害される原告の身体権の内容（侵害結果）が特定されれば訴訟
物は特定されているといえ、被告が実施すべき措置の内容は訴訟物の特定のた
めに必要な事実ではない。 
本件不作為命令は被告らが義務に違反しない状態を維持するために何らか
の措置を行わなければ裁判所が命じた不作為義務の給付を行ったことにはな
らないものの、被告らが行うべき措置は本件道路排煙の大気中への排出抑制措
置に尽きる。また、差止対象汚染は数値によって客観的に指定されたレベルの
大気汚染であるから、本件不作為命令は被告の実施した排出抑制措置が命令に
適合しているか否かの判定は可能である。したがって、給付条項の明確性に欠
けることはない。 
道路排煙が存在しない場合の原告居住地の大気汚染物質の濃度（バックグラ
ンド濃度）は、原告の居住地が道路近くである場合は、原告の居住地と本件道
路を結ぶ直線の延長線上にある道路の反対側の地点の大気汚染物質の濃度と
解される。また、本件道路から大きく離れた居住地におけるバックグランド濃
度の客観的把握は、現状では非常に困難であるが、科学技術の水準、測定技術、
シミュレーション手法が向上すれば可能となるものであって、一般的に不可能
であるとはできない。したがって、バックグランド濃度の把握ができない結果、
本件不作為債務の強制執行の申立が事実上できない場面が生じることはあっ
ても、そのことから、本件不作為命令がおよそ強制執行が不可能であって、原
告らの差止の訴えが不適法であるということにはならない。 
以上からすると、抽象的差止請求は適法である。 
（ⅶ） 名古屋南部公害訴訟事件（判例⑦） 
侵害行為の発生地点は被告国の支配領域にあり、被告国の職務遂行過程にお
いてその対策をとることになること、目的を達成するための手段、方法は複雑、
多種、多様に亘るため、正確な科学的知識及び情報を持たない一般市民より、
正確な情報を容易に取得する能力を有しており、目的を達成する手段を検討、
選択することも容易な立場にある被告国に、目的達成のための手段、方法の検
討選択をゆだねるのが相当である。したがって、人格権を根拠とする不作為請
求の特定の程度は、生命、身体に対する被害の危険の発生源および結果を特定
することにより、権利を侵害する直接の原因である一定量を超える大気汚染の
形成の結果自体を防止することを求めれば足りる。 
また、差止請求において、差止の対象となる一定量を超える大気汚染はその
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濃度を数値によって客観的に特定することができるから、濃度を一定の数値以
下にすることが達成されたか否かによって被告側が不作為債務を実現するの
に適した措置をとったかどうかを事後的に判定することは十分可能である。 
よって、本件差止請求は訴訟物として特定している。 
執行の可能性について、現在の技術水準からすると、大気汚染物質の基準値
を示せば、その値を超えたか否かの測定や発生源の特定は可能である。合理的
な範囲で近接している地において測定した結果をもって基準値の数値を推認
することも可能である。したがって、被告国及び執行裁判所において大気汚染
物質の数値を測定、把握することは不可能であるとまではいえない。また、強
制執行の方法としては、間接強制が可能である。したがって、本件差止請求に
は執行の可能性を認めることができる。 
司法判断適合性について、民事訴訟を提起してなす本件差止請求は、被告国
に対し行政規制権に基づく公権力の行使を求めるものではなく、これと抵触し
ない被告国の行為による差止の実現を求める趣旨と認められる。被告国は、本
件の差止請求を実現するには、事実行為としての環境対策、道路施設の改良等
によっては実現できず、被告国の行政規制権に基づく公権力の行使に因らざる
を得ないことを主張立証するが、被告国は、そもそも国道２３号線沿道の大気
汚染対策の前提となる調査自体も怠り、したがって状況認識を欠いた上で主張
立証しているものであり、前記主張を認めるに足りる証拠はない。 
よって、本件差止請求は適法である。 
（ⅷ） 東京大気汚染公害訴訟事件（判例⑧）（複数汚染源に対する抽象的差止訴訟
の適法性について判示） 
抽象的不作為請求であっても、当該侵害行為の発生源が被告の支配領域内に
ある場合には、発生源に関する資料、情報を有し、発生源に係る侵害行為の発
生防止のための様々の方策を講ずる権限を有する被告に対し、その防止のため
の具体的な措置の実施を委ねるものとしても、被告に難きを強いるものとはい
えない。したがって、当該侵害行為の発生源が被告の支配領域内にある場合に
おいて、原告が、被告による防御が可能な程度に、侵害行為の発生源及び防止
されるべき侵害の結果を特定しているときには、請求の特定に欠けるものでな
い（最一小判平成５年２月２５日）。 
被告ら国に対する差止請求は、被告国らが管理し、自動車の走行に供してい
る本件各道路（侵害行為の発生源）を煙源とする原告らの居住地等において一
定の数値を超える汚染濃度の大気汚染（侵害の結果）なる排出の差止を求める
ものであり、侵害行為の発生源と防止されるべき侵害の結果は特定されている
から、請求の特定に欠けるものとはいえない。 
また、被告メーカーに対する差止請求は、被告メーカーらが製造、販売する
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自動車（侵害行為の発生源）が本件各道路を走行することにより発生する自動
車排出ガス中の二酸化窒素及び浮遊粒子状物質について、一定の数値を超える
汚染濃度の大気汚染（侵害の結果）となる排出の差止を求めるものであり、侵
害行為の発生源と防止されるべき侵害の結果が特定されているから、請求の特
定に欠けるものとはいえない。販売した自動車が本件各道路を走行するか否か
はユーザーの意思次第であり、販売後においては、侵害行為の発生源とされる
自動車が被告メーカーらの支配領域内にあるかは疑問であるが、これは請求内
容の当否の問題であり、また、販売以前の製造段階では、被告メーカーの支配
領域内にあり、自動車排出ガスによる健康被害の防止のための様々の方策を講
ずることができるのであるから、被告メーカーらに対する本件差止請求は不適
法であるとすることはできない。 
給付条項の明確性ないし強制執行の可能性について、二酸化窒素及び浮遊粒
子状物質については、各地の一般局や自排局において日々測定・集計・環境基
準の達成率等が報告されているのであり、測定が不可能であるとはいえない。
また、原告らの差止請求が「被告ら各自」に対して、いわゆる連帯差止（複数
の汚染源がある場合に、各汚染源に係る原因者が各汚染寄与分を減少するだけ
では足りず、差止を求める原告らの居住地等における大気汚染を請求レベルま
で下げることについて、各汚染源に係る原因者が連帯債務的義務を負うとする
もの）を求めるものと解されるが、そうであるならば、実体法上、そのような
請求が認められるかどうかはともかくとして、本件差止請求に係る連帯差止を
命ずる判決主文に違反するか否かを判断するためには、被告らそれぞれの汚染
寄与分を判別する必要はなく、原告らの居住地における二酸化窒素等の汚染濃
度を測定し、判決主文で命じた数値を超える大気汚染が形成されているか否か
を判断すれば足りる。したがって、強制執行の段階で、被告ら及び執行機関が
判決主文に違反する状態が生じたか否かを判断することが不可能であるとは
いえず、給付条項の明確性ないし執行の可能性がないとはいえない。 
本件差止請求は、被告国及び被告都に対し、行政権限の発動、行使を求める
ものとは解されない。 
４ 実務及び学説の通説的な見解 
学説では、単数汚染源についての議論を前提に抽象的差止請求を適法とするのが
通説である。判例は、最高裁判決としては、横田基地第１次、第２次訴訟上告審判
決で、抽象的差止請求は請求の特定があるとして請求の適法性を認めている。さら
に国道４３号線上告審判決で、横田基地第１次、第２次上告審判決に沿って請求の
適法性を前提に実体判断に入ったものと評価する見解もある。下級審レベルでも、
抽象的差止請求は請求の特定があり、執行も間接強制が可能であるとして適法とす
る傾向にある。複数汚染源に対する抽象的差止請求の適法性についても、後述５の
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記載のとおり、大気汚染公害訴訟において適法と解されつつある。 
執行方法につき、適法説において間接強制ができることは争いはない。さらに、
将来のための適当の処分としての具体的な侵害防止措置の命令（代替性があれば代
替執行）までなしうるかについては争いがある。実務上は消極説に立つものと認め
られる。155 
間接強制の手続は、確定判決に、単純執行文の付与を受けた上で（民事執行法２
６条）、間接強制の申立を行う（同１７２条１項）。間接強制決定（不作為命令及び
不作為命令違反の場合の金銭支払命令）は新たな債務名義となり（同２２条３項）、
債権者は、不作為義務違反の存在及び回数を書面で証明した上で、条件成就執行文
（請求の範囲《金額》が特定・明示されている）の付与を受けることができる（同
２７条１項）。そして、かかる執行文の付与された間接強制決定正本を執行機関に提
出して、執行対象財産の種類に応じた金銭執行（不動産、動産、債権）の申立てを
する。156 
５ 複数汚染源に対する抽象的差止請求の適法性に関する分析及び自説 
千葉川鉄公害訴訟事件及び川崎第１次公害訴訟事件（判例②）は、複数汚染源に
対する抽象的差止請求の適法性の問題として、原告ら居住地等に到達する大気汚染
物質が、被告の排出したものであると識別するのは事実上不可能であることも不適
法説の理由として挙げている。 
これに対し、西淀川第２次～第４次公害訴訟事件（判例④）は、都市型複合大気
汚染の場合、汚染源の主体相互間に主・従の関係や密接な関係があるなど各主体に
連帯差止請求が許容される場合のほか、個別主体に対する抽象的差止請求は、執行
上の理由により、個別主体が主要な汚染源でない限り、不適法であるとした。157す
                                               
155 富田義範「不作為執行（生活妨害差止めの執行）」裁判実務体系７（民事執行訴訟法）青林書院
（１９８６年）５０２頁以下によると、実務は消極説が多いとする。理由として、民事執行法は代
替執行の内容を執行裁判所が執行処分として具体的に定めることとしていることからすれば、執行
裁判所の裁量範囲は狭く、その作為義務の態様・内容については債務名義の形成手続において具体
化されるべきであり、不作為債務の履行方法として多様な方法がある場合は執行裁判所の執行処分
の対象としてはなじまないこと、あるいは、将来のための適当処分も不作為債務の執行法上の変形
物であるから、債務名義に表示された不作為自体から当該物的施設の設置という作為義務が適当で
あることが一義的に明瞭である場合に限られるところ、複数の方法が考えられる場合は、決定手続
ではこれを一義的に明らかにして確定することは困難であることなどが挙げられている。 
156 藤田広美「民事執行・保全」羽鳥書店（２０１０年）２０１頁以下、司法研修所編「民事弁護教
材 民事執行」日本弁護士連合会（１９９３年）参照。 
157 大塚直「環境法（第３版）」有斐閣（２０１０年）６８９頁以下によると、差止を肯定した尼崎
公害訴訟事件（判例⑥）、名古屋南部公害訴訟事件（判例⑦）は、複数汚染源の抽象的差止請求の適
法性について直接触れていないが、少なくとも尼崎公害訴訟事件（判例⑥）は、西淀川第２次～第
４次公害訴訟事件（判例④）と同様の考え方を採ったものと解している。すなわち、尼崎公害訴訟
事件（判例⑥）は、沿道住民にとって、被告国及び被告公団が主要汚染源であり、両者は連帯的関
係に立つものと判断したとみられるとする。また、名古屋南部公害訴訟事件（判例⑦）についても、
被告国が主要汚染源であると解したとみることができるとする。 
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なわち、複数汚染源に対する抽象的全部差止請求の適法性となる範囲を、被告ら間
に主・従の関係や密接な関係があるなど被告らに連帯差止請求が認められる場合、
または各被告が主要な汚染源である場合に限定した。 
さらに、東京大気汚染公害訴訟事件（判例⑧）は、原告らの差止請求、すなわち、
「被告ら各自に対して、原告らの居住地等における大気汚染を請求レベルまで下げ
ることについて、被告らが連帯債務的義務を負う請求」を、いわゆる連帯差止と定
義し、同請求が実体法上認められるか否かについては留保しつつも、被告らの関係
を限定することなく複数汚染源に対する抽象的全部差止請求の適法性を認めた。 
これらの判決からすると、複数汚染源に対する抽象的差止請求の適法性も判例が
認めつつあると評価できる。 
西淀川第２次～第４次公害訴訟事件（判例④）が指摘した複数汚染源に対する抽
象的全部差止請求の執行上の問題については、後述の被告らの関係を要件とすれば
クリアできる。そうであるとすれば、単数汚染源に対する抽象的差止請求と同様、
原告が実体法上の請求権があると主張する請求については適法性を認めて差し支え
ないと解する。 
 
第３ 複数汚染源に対する差止の要件の検討  
１ 全部差止義務を認める効果の観点からの被告らの関係についての要件の検討 
単数汚染源に対する抽象的差止命令であっても、予定されている執行方法は間
接強制のみであるということであれば、複数汚染源に対する抽象的差止命令の執
行方法も間接強制のみということになる。 
単数汚染源に対する間接強制であれば、被告のなすべき作為を特定しない抽象
的差止請求が適法とされる理由（公害や生活妨害事件では、紛争の原因となった
侵害行為の発生源がすべて被告の支配領域内にあり侵害の発生及び伝達のメカ
ニズムは複雑なので、有効な防止措置を被害者が確知することはできない。侵害
防止措置は加害者自身が最もよく知っているはずであり、その防止手段としては
複数のものがありうる。）が単純にあてはまり、被告としては自分のなしうる効
果的な作為を実行して、不作為命令を実現しうる。不作為命令違反には間接強制
をもって強制することも不合理ではない。 
これに対し、複数汚染源に対する間接強制の場合、複数汚染源と全部の被害と
の間の因果関係が擬制ないし推定される結果として各被告が全部差止義務を負
うため、被告が侵害防止措置を選択して実行しても、全部の被害が回復されない
ことがありうる。全部差止義務を認めても、不作為請求たる差止請求においては
各自が作為している以上に履行することはできないからである。 
逆に、各被告が選択した侵害防止措置を実行した結果、不作為命令の対象とな
っていない結果まで実現してしまう場合もある（すなわち、侵害防止措置のとり
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すぎ）。このような場合に、各被告の全部差止義務を間接強制で強制するのは妥
当かが問われることになる。また、一部の被告の侵害防止措置のみで不作為命令
が実現された場合、侵害防止措置をとらなかった者に寄与の範囲を超えた差止部
分を転嫁できない結果、不公平な結果となる。 
このような結果を防ぐために、いかなる関係における被告との間において全部
差止義務を認めるかが重要になる（すなわち、効果から要件を考える視点）。 
この点、抽象的差止命令が、請求の特定ないし執行手続において、侵害防止措
置の選択を被告に認めることを予定していることに照らすと、実際には、全部差
止義務を命じられても、その意味は、自己の寄与割合に応じて協議を尽くすこと
にあるとの見解が示唆的である。158上記の全部差止義務を前提とする全部執行の
問題を克服して原告の権利を保護を図るには、被告らが自己の寄与割合に応じて
協議を尽くして、全部差止義務を協力して履行することが不可欠なのである。判
決の主文でいえば、「被告らは、互いに～ｐｐｍ以上排出しないための協定を締
結しなければならない。」という趣旨の被告らに対する履行協力義務を命じられ
るべきである。また、そのための原告の実体法上の請求権がいかなるものかが問
われるのである。159 
２ 被告らの関係の実体法的考察 
（１） 問題意識 
被告らの原告に対する全部差止義務を協力して履行する義務とは、実体法上
どのように考えていくべきか。 
この点、差止請求権の法的性質について、判例・通説的見解である権利説に
立つと、差止請求権と物権的請求権は、どちらもある法益に対する現在の侵害
を排除し、あるいは将来の侵害を予防することを目的としており、その本質に
おいて同じ請求権である160。 
たしかに、具体的義務内容の特定性という観点では、大気汚染物質の排除・
予防義務と共有物の引渡義務や共有登記の抹消登記義務等の間に違いはある
                                               
158 佐藤彰一「差止請求論」法律時報６６巻１０号（１９９４年）４８頁。牛山積「共同不法行為と
差止請求」法律時報４７巻４号（１９７５年）２６頁、同「複数汚染源に対する差止請求」自由と
正義３４巻４号（１９８３年）２２頁、淡路剛久「公害・環境問題と法理論」―最近の公害・環境
訴訟を中心に―（その５）」ジュリスト８４４号（１９８５年）９０頁も、一定の場合に、汚染者相
互間の協議、協力義務を認める。 
159 近藤完爾ら外「研究会公害訴訟」ジュリスト４８３号１２４頁以下。同１２６頁以下で、新堂幸
司が本文のような判決が可能か、そのような実体法上の請求権というものが考えられないかという
趣旨のコメントをしている。 
160 根本尚徳「差止請求権の理論」有斐閣（２０１１年）１２、１８頁。沢井裕「公害の私法的研究」
一粒社（１９６９年）１４９頁、同「公害差止の法理」日本評論社（１９７６年）１１０～１１４
頁、四宮和夫「現代法律学全集１０ 事務管理・不当利得・不法行為 中巻・下巻」青林書院（１
９８７年）４６６頁注（一）、広中俊雄「現代法律学全集６ 物権法（第２版増補）」青林書院（１
９８７年）２２９，２３６頁以下。 
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ものの、差止請求権と物権的請求権の法的性質が同じと捉える判例・通説的見
解の立場からすると、複数汚染源の被告らの立場に、所有者が共有物（共有登
記）により所有権が侵害または侵害されるおそれがあることを理由とする、所
有権に基づく妨害排除請求権、妨害予防請求権を行使された共有者の立場と類
似するように思われるのである。 
そこで、全部差止義務を負う複数汚染源の被告らの関係を実体法として解明
するために、共有物（共有登記）により所有権が侵害または侵害のおそれがあ
ることを理由とする、所有権に基づく妨害排除請求権、妨害予防請求権を行使
された共有者の負う実体法上の義務の内容・共有者間の関係を検討することに
する。 
（２） 共有者が被告の場合における原告と被告共有者間の関係に関する判例 
（Ⅰ） 所有権に基づく土地明渡請求 
最判昭和４３年３月１５日民集２２巻３号６０７頁は、土地の所有者が、
土地上の建物の所有権を共同相続によって取得した者らに対し、土地所有権
に基づいて、建物の収去及び土地の明渡を求める訴えは、必要的共同訴訟で
はないとした。その理由として、①共同相続人らの義務が不可分債務である
こと、②固有必要的訴訟とすることによる手続の煩雑さ（争わない共同相続
人をも被告としなければならない）、③原告が共有者全員を把握できない場
合に原告の権利保護が図れないこと、他方、④通常共同訴訟であるとしても、
強制執行をするにあたっては共同相続人全員に対する債務名義または同意
が必要であることから、被告の権利保護に欠けるものではないことを挙げて
いる。 
物権的妨害排除義務が不可分債務と判示されているのは、実際は不可分債
務の類推適用であり、161実体法上の理由よりも、訴訟上の理由により通常共
同訴訟であるとされたとも評価できる。162 
（Ⅱ） 所有権に基づく共有登記抹消請求 
最判昭和３８年３月１２日民集１７巻２号３１０頁は、建物につき、先順
位（仮登記）の登記をした Xが、仮登記の順位保全効により、Y１、Y２共有
名義の後順位の所有権移転登記（本登記）の抹消請求訴訟を提起する場合、
                                               
161 西村信雄編「注釈民法（１１）債権（２）」有斐閣（１９６５年）３１頁（椿寿夫記載部分）に
よると、不可分債務とは目的たる給付が不可分である債務であるところ、物権的妨害排除請求権の
場合には、給付（債務の目的）が不可分ではないので、不可分債権の規定が類推されているとする。
これらからすると、判例は、妨害排除義務に不可分債務の理論を借用していることになる。 
162 星野英一「民法概論Ⅲ（債権総論）」良書普及会（１９７８年）１４９頁、１５３頁によると、
不可分債権・債務であることを理由として、固有必要的共同訴訟にあたらず、一部の債務者だけを
被告として訴えることができるとされる場合が多いことを指摘しつつ、それらの中には不可分債務
というのには疑問なものものあり、訴訟上の便宜の問題から結論を導き、不可分債務は理由づけに
過ぎないと述べる。 
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固有必要的共同訴訟であるとした。  
判旨の理由は明確ではないが、昭和３８年最高裁判所判例解説163によると、
固有必要的共同訴訟と解するのが通説とされ、その理由の一つとして、共有
者の一人は他の共有者の同意がなければ共有物を処分することができない
とする説を挙げている。 
この判例を挙げて、複数の加害・侵害者がいる場合、一般的にはその全員
を被告とする必要ないが、登記の抹消請求については、登記の性質上、合一
確定の必要があるため、例外的に全員を被告とする必要があると説明する見
解がある。164登記手続上は、共同相続人全員そろわないと（各相続人に対す
る勝訴判決又はその同意がそろわないと）移転登記を実現することができな
いとされているのである（法務省昭和２７年８月２３日民事甲７４号民事局
長回答[登記関係先例集下１９１７頁]、同昭和３３年５月２９日民事甲１０
８６号民事局長心得回答[登記関係先例集追加編Ⅱ２７９頁])。165 
（Ⅲ） 契約に基づく共有登記移転登記請求 
所有権に基づく請求ではなく、契約に基づく共有登記についての請求はど
うか。 
最判昭和３６年１２月１５日民集１５巻１１号２８６５頁は、不動産の買
主が、売主の共同相続人に対し、当該不動産の所有権移転登記手続を求める
訴えは、売主の共同相続人の承継した所有権移転義務が不可分債務であるこ
とから、必要的共同訴訟ではないと判示した。 
また、最判昭和４４年４月１７日民集２３巻４号７８５頁は、被相続人か
ら土地の贈与を受けた者（前戸主）の一切の権利義務を承継した現戸主が、
その後に贈与者たる被相続人の地位を承継した共同相続人らに対し、贈与契
約に基づく所有権移転登記請求をした場合、「不動産について被相続人との
間に締結された契約上の義務の履行を主張して、所有権移転登記手続を求め
る訴訟は…必要共同訴訟ではない（通常共同訴訟）」と判示した。別の論旨
の判示では、共同相続人らの負担する「所有権移転登記手続義務は不可分債
務と解すべきであるから、（共同相続人らが）その債務の履行について各自
が全部の責任を負うことは明らかである。」と述べている。 
（Ⅳ） 共同相続人らに対する登記手続請求につき、固有必要的共同訴訟と通常必
                                               
163 宮田信夫「判例解説（最判昭和３８年３月１２日）」「最高裁判所判例解説 民事篇（昭和３８年
度）」９４頁 
164 三平聡史「共有不動産の紛争解決の実務」民事法研究会（２０１７年）１５０頁 
165 登記手続上は、売主の共同相続人全員が登記義務者として登記の申請をしなけらばならず（昭和
２７年８月２３日民事甲第７４号民事局長回答）、そして、買主が売主の共同相続人の一人と裁判上
の和解をし、買主が和解調書を添付して単独で移転登記を申請しても受理されない（昭和３３年５
月２９日民甲１０８６号）。 
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要共同訴訟とする判決があることについての二つの評価166 
一つは、両判決が矛盾しているとし、同じく登記手続請求である以上、必
要的共同訴訟として統一的に考察すべきであるとする立場である。167この立
場は、登記請求権の性質上、相続人が被相続人のした物権変動の登記を相手
方に協力すべき義務はいわば一体的であって、このような登記は相続人全員
が一致協力しなければ不可能であることを理由としている。168このような立
場からは、登記手続義務は、実体法上、「合同債務」169または「合手的債務」
170であると評価する立場もある。171 
もう一つは、両判決は、事案を異にするため、異なる結論となることにも
理由があるとする立場である（固有必要的共同訴訟とする判例の登記請求権
は物権的請求権（主として、抹消登記手続請求権）であるのに対し、通常共
同訴訟とする判例の登記請求権は債権的請求権（主として、所有権移転登記
手続請求権）であると分類する）。同説は、少なくとも債権的請求権として
の登記請求権の場合、被相続人が負担していた契約に基づく所有権移転登記
                                               
166 奈良次郎「判例解説（最判昭和４４年４月１７日）」「最高裁判所判例解説 民事篇（昭和４４年
度）」１０１４頁参照。 
167 東京高決昭和４１年３月３１日下民集１７巻３，４号２０９頁の立場。同東京高裁は、共同相続
人に対する不動産の所有権移転登記訴訟を固有共同訴訟と解したが、かかる見解は最高裁の見解に
反するとして、旧民訴法４０６条ノ２、旧民訴規則５８条１号により、最高裁に移送した（これに
対する判決が、最判昭和４４年４月１７日）。 
168 その理由として、まず、①登記請求権の性質、旧不動産登記法４２条の規定による制約を考慮す
るためであるとする。すなわち、不動産登記法が登記権利者及び登記義務者間の物権変動を登記原
因として明示すべきであるとするのは、登記に対抗要件としての効力しかなく、取引の安全を図る
ためには、物権変動の過程を忠実に登記簿に反映する必要があるからであり、また、同条が相続人
全員で登記申請をしなければその申請を却下することとしているのは、真実主義、取引の安全を図
ることにあり、これら登記法の建前からすると、相続人が被相続人のした物権変動の登記を相手方
に協力すべき義務はいわば一体的であって、このような登記は相続人全員が一致協力しなければ不
可能である。相続人のうちの一人には勝訴したが、他の相続人には敗訴したということは法律上も
不当である。したがって、相続人ら全員に対して合一にのみ確定すべきである。また、②このよう
な債務は馬一頭の売主が引渡完了前に死亡して買主が売主の相続人に対して引渡を求めうる不可分
債務と本質的に異なるとする。 
169 下森定「判批（最判昭和５０年３月６日）」判例評論２００号（１９７５年）２７頁以下による
と、合同債務とは数人が全員で履行してのみ初めて目的を達成しうる債務と定義されている。 
170 星野英一「判批（最判昭和５０年３月６日）」法学協会雑誌９巻１０号（１９７６年）１２６頁
以下によると、「全債務者が手をつながないと履行できない点でまさしくドイツでいう 
Gesamthandgemeinschaftの債務」に近いとする（星野博士によると「合手的債務」という）。 
171 中田裕康「共同型債務について」編高翔龍外８名「日本民法学の新たな時代 星野英一先生追悼」
有斐閣（２０１５年）３９３頁以下では、共同相続人に対し登記申請を求める訴えは、必要的共同
訴訟ではなく、通常訴訟であるとする立場を「不可分債務説」、登記申請は相手方全員がしなければ
ならないので、不可分債務ではなく、合同債務又は合手的債務であるとする立場を「合手的債務説」
とする。両者の対立は、共同型の債権債務において、「共同」をどのレベルでとらえるのかの問題が
あるとし、不可分債務説は、債権債務関係の類型と共同訴訟の類型とを結合させつつ、登記手続は
別問題とするのに対し、合手的債務説は、登記手続を反映するようにして債権債務関係の類型を設
定するが、それと共同訴訟の類型とは別問題だとすると指摘する。 
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手続義務は不可分債務であることを理由とする。172同立場は、物権的請求権
の場合は従来の判例どおり必要的共同訴訟であることを前提としていると
解される。したがって、物権的請求権については、実体法上、前述のとおり、
「合同債務」または「合手的債務」と評価する立場もありうる。 
（３） 共有者被告ら間の関係に関する判例 
最判昭和５０年３月６日民集２９巻３号２０３頁は、債権的請求権としての
登記手続請求権が問題となっており、各登記手続義務は不可分債務であること
を前提に、売主の一部のみに対する売買契約に基づく所有権移転登記手続請求
は可能ではあるものの、実際には登記手続は売主の一部であるＸのみでは行え
ない。そのため、買主Ｙ２が、移転登記に協力しない売主の共同相続人Ｙ１に
対して移転登記請求をしない場合において、他の売主の共同相続人Ｘらが、自
らの代金債権を保全するために買主Ｙ２の共同相続人Ｙ１に対する移転登記
請求権の代位行使をすることを認めたものである。これは、共有者たる売主の
相続人間で、移転登記に協力せよとの直接の請求権がないこと、言い換えると、
共有者たる売主相続人間に移転登記に協力する直接の義務がないことを前提
に、173債権者代位権制度を借用して、債権者Ｘらの権利保全を図ったものと評
価されている。174 
これに対し、数人が全員で履行してのみ目的を達ししうる債務（合同債務ま
たは合手的債務）において、信義則あるいは公平の原理から、登記申請の履行
に応じない共同相続人Ｙ１に対するＸらの直接の履行協力請求権を認めるべ
きであるとする説がある。175本判例では、ＸらとＹ１との間に履行協力請求に
                                               
172 同説は、反対説の前記②の理由につき、少なくとも債権的請求権としての登記請求権の場合、被
相続人が負担していた契約に基づく所有権移転登記手続義務は不可分債務であり、相続人が同義務
をそれぞれ承継すると解するのは、馬一頭の引渡債務の相続と異なることはないとする。そして、
反対説の前記①の理由に対し、実体法上共同相続人が承継する登記手続請求権と登記手続の実行（広
義の執行）の問題は区別されるべきであるとし、前者については、抹消登記手続請求権も所有権移
転登記手続請求権も意思表示を求める請求であり、勝訴判決が確定すれば被告が意思表示をしたも
のとみなされ（旧民訴７３６条、現民執１７４条）、狭義の判決の執行は終了するのであり、全員に
対して請求しなくても狭義の執行は可能である。全部の者に対し確定判決を得るか、任意に申請手
続をとってもらうかしなければ、移転登記手続申請は受理されないという意味で登記手続の実行（広
義の執行）ができないにすぎないとする。 
173 登記手続義務を不可分債務と構成したために、実体法上各自で義務を果たしうることになるため、
債務者間には登記手続義務を果たすための協力義務を構成する必要がなかったものと考える。 
174 工藤祐厳「債権者代位権と債務者の無資力」中田裕康・窪田充見編「民法判例百選Ⅱ債権［第７
版］」別冊ジュリスト２２４号（２０１５）２８頁以下によると、本判例の債権者代位権は、債務者
（買主）の同時履行の抗弁権を封じるため、さらにいえば、共同相続人間で相互に移転登記に協力
させる制度の欠缺を補うためのものであり、ある意味で債権者代位権の制度が借用されたものであ
ったとする。 
175 下森定「判批（最判昭和５０年３月６日）」判例評論２００号（１９７５年）２７頁以下。星野
英一「判批（最判昭和５０年３月６日）」法学協会雑誌９巻１０号（１９７６年）１２６頁以下では、
これらの債務を「合手的債務」として、その性質上相互に履行協力についての権利義務関係がある
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ついての権利義務関係が認められれば、債権者代位権制度を借用する必要はな
かったものと思われる。 
（４） 各被告間の履行協力義務の実体法的考察 
共有者が被告の場合における判例のうち、特に、物権的請求権に基づく事案
が、複数汚染源の被告らに対する人格権に基づく差止義務との関係で参考にな
る。 
たしかに、最判昭和４３年３月１５日が、建物共有者の負う建物収去土地明
渡義務を不可分債務と構成して必要的共同訴訟ではないと判示している点は、
共有者各自に対して全部請求できる点で人格権に基づく全部差止義務に示唆
を与える。 
すなわち、各被告が排出した大気汚染物質が不可分一体となって原告の権利
を侵害している場合、各被告らの排出行為との因果関係ないし寄与の範囲を原
告が主張立証することは極めて困難である。このような場合、複数汚染源の被
告らの負う人格権侵害を理由とする差止義務も、原告の所有権を侵害している
一個の物たる建物の共有者の負う建物収去土地明渡義務と同様、原告らの権利
を侵害する大気汚染物質の一体性から不可分債務と類似する側面がある。そし
て、被告の一人が大気汚染物質の大量排出者であり主要汚染源である場合には、
当該被告に対する請求によっても、原告の求める差止請求の目的を達成する場
合もありうるのである。この側面を重視すると、複数汚染者の負う差止義務を
不可分債務と構成して、各汚染者に対し、全部の因果関係を擬制ないし推定し
て全部差止請求をなしうる基礎があるとも考えられる。 
しかし、汚染物質の排出者が複数であり、主要汚染源が単数でない場合には、
各被告に対する差止義務を間接強制しても、原告の請求の目的を達成すること
ができないのであり、大気汚染訴訟においてはこちらのケースの方がむしろ通
常である。すなわち、各被告に対して因果関係を擬制ないし推定して全部差止
義務に基づく間接強制による執行したとしても、潜在的には各汚染者の寄与割
合があるため、被告が各被告の排出量を限度とした侵害防止措置を選択して実
行しても、全部の被害が回復されないことが大半なのである。逆に、前述のと
おり、被告の一部に対する全部差止義務の執行により、各被告が選択した侵害
防止措置を実行した結果、不作為命令の対象となっていない結果まで実現して
しまう場合もある（すなわち、侵害防止措置のとりすぎ）。また、被告の一部
の侵害防止措置のみで不作為命令が実現された場合、侵害防止措置をとらなか
った者に寄与の範囲を超えた差止部分を転嫁できない結果、不公平な結果とな
る。 
                                                                                                                                         
とする。 
114 
 
以上の事実からすると、主要汚染源が単数でない一般的な大気汚染訴訟にお
ける複数汚染者の負う差止義務は、汚染者全員が協力して義務を果たさないと
強制執行上問題が多いのである（被告相互の履行協力義務の実質的根拠）。 
この点、最判昭和３８年３月１２日が、共有名義の登記抹消請求につき、共
有者全員が手続しなければ登記できないことを重視して、全員を被告とする必
要的共同訴訟とした点（ただし、同判例の固有必要的共同訴訟とする判旨が、
今後も維持されるかは不透明である。176）、あるいは、最判昭和４３年３月１
５日が、共有者の一人に対して全部請求認容判決を得たとしても、共有者全員
が義務を果たさないと強制執行の実効性がない点は、前述した複数汚染者の全
部差止義務の執行上の問題に類似していると思われる。登記手続請求権につい
ての判例の評価として、債権的請求権たる登記請求権については不可分債務と
構成する余地があるとしても、人格権に基づく差止請求権と実体法上類似する
物権的請求権については直ちに不可分債務と構成しえない立場があることを
想起すべきである。 
そして、一般的には大気汚染訴訟において主要な単数汚染源がないことが多
いことを前提に、複数汚染者の負う差止義務の強制執行における共同性を重視
すると、共有者の負う登記手続義務が登記手続上の困難性から共有者全員で履
行してのみ目的を達しうる債務（合同債務ないし合手的債務）と評価されるの
と同様に、大気汚染訴訟における複数汚染者の負う差止義務も多数債務者全員
が履行協力してのみ目的を達しうる債務（合同債務ないし合手的債務）と評価
できるのでないかと思われる。そして、合同債務ないし合手的債務の性質上、
あるいは信義則ないし公平の原理から、各被告間には、原告の人格権侵害除去
義務の履行にむけて協力する実体法上の権利義務関係があると評価できると
思われる（被告相互の履行協力義務の形式的根拠）。177178具体的には、因果関
                                               
176 最判昭和４４年４月１７日最高裁判例解説も、最近の判例の傾向は必要的共同訴訟の成立を、極
めて限定的に解釈する傾向にあることを指摘し、このような最高裁の判例は紛争の個別化、あるい
は、実体法の共有関係で持分権を中心とする見解に従うもので、もはや覆しがたい勢いのように思
われ、今後、物上請求に基づく移転登記請求、さらに抹消登記請求についての最高裁の態度を注目
する必要があることを指摘する。 
177 下森定「判批（最判昭和５０年３月６日）」判例評論２００号（１９７５年）２７頁以下による
と、合同債務の法律構成は、信義則あるいは公平の原理とする。星野英一「判批（最判昭和５０年
３月６日）」法学協会雑誌９巻１０号（１９７６年）１２６頁以下によると、合手的債務の法律構成
としては、合手的債務の性質上そのような相互の権利義務があるとするのがより適当であるとする。 
178 中田裕康「共同型債務について」編高翔龍外８名「日本民法学の新たな時代 星野英一先生追悼」
有斐閣（２０１５年）３９３頁以下では、「その内容を実現するためには多数当事者全員が共同して
行うことが必要である債権債務」を「共同型債権債務」と定義し、類似概念との区別を明確にし、
「共同」の必要性のレベルを整理した上で、給付内容が履行に全員の共同を必要とする場合のうち、
多数債務者が一個の集団的給付をするために各人が相互依存関係のある債務を負う場合を「共同型
債務」と定義する。例として、弦楽四重奏演奏債務、秘密保持義務を挙げている。大気汚染訴訟に
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係が擬制ないし推定された場合には全部差止義務の範囲において、汚染につい
ての寄与割合の主張立証が認められて因果関係の推定が覆った場合にはその
寄与割合の範囲において、被告相互に履行協力の権利義務関係があるものと解
する。179 
これを判例・通説的見解である権利説の立場からすると、原告の各被告に対
する人格権に基づく妨害排除請求権ないし妨害予防請求権の一内容としての
被告相互の履行協力請求権と構成し得る余地があるのではないか。 
このような法律構成をとることには多くの課題がある。そのような実体法上
の請求権を構成すると、訴訟に関与していない汚染源との履行協力請求権も理
論上は想定される。履行協力の実効性や訴訟に関与していない汚染源の手続保
障の問題があるため、判決で履行協力義務を命じることができるのは訴訟に関
与した被告間に限られるべきであろう。また、合同債務ないし合手的債務を現
民法に如何に位置づけるか（特に、不可分債務との関係）は今後の課題である。
180 
なお、大気汚染訴訟における複数汚染者の負う全部差止義務を合同債務ない
し合手的債務と評価することは、必ずしも必要的共同訴訟を導くものではない。
必要的共同訴訟か通常共同訴訟か否かは訴訟上の観点も加味されて判断され
るべきであるからである。大気汚染訴訟は、前述のとおり、主要汚染源が単数
の場合には、実体法上不可分債務と構成し得る余地があるのであり、履行にお
ける共同性が常に要求されるわけではない。また、大気汚染訴訟は、主要汚染
源とは評価できない多数の複数汚染者が存在することが一般的であることか
                                                                                                                                         
おける複数汚染者の負う差止義務がどのように分類されるかは今後検討される余地があると思われ
る。 
179 この点、複数汚染源に対する全部差止義務は、寄与割合が認定できるのであれば、それぞれ寄与
範囲で履行義務を負えば足り、被告相互間に履行協力の権利義務関係はないとも思われる。しかし、
寄与割合自体計算上のものにすぎない上、強制執行の場面で寄与割合による差止義務を果たしたか
の判断は相当困難が伴うため履行協力して全部差止義務を履行すべく（これが合同債務ないし合手
的債務であるゆえんである）、寄与割合を前提とする履行協力権利義務関係を構成する必要があると
思われる。そして、前述の共有者の物権的妨害排除請求権ないし妨害予防請求権としての登記請求
権等の分析から得られる示唆からすると、複数汚染源に対する寄与割合を前提とする履行協力義務
を理論上構成することが可能であると思われる。 
180 下森定「判批（最判昭和５０年３月６日）」判例評論２００号（１９７５年）２７頁以下、星野
英一「判批（最判昭和５０年３月６日）」法学協会雑誌９巻１０号（１９７６年）１２６頁以下、奈
良次郎「判例解説（最判昭和４４年４月１７日）」「最高裁判所判例解説 民事篇（昭和４４年度）」
１０１４頁、中田裕康「共同型債務について」編高翔龍外８名「日本民法学の新たな時代 星野英
一先生追悼」有斐閣（２０１５年）３９３頁以下によると、不可分債務と合手的債務は両立しない
概念であることを前提としているように思われる。星野英一「民法概論Ⅲ（債権総論）」良書普及会
（１９７８年）１５３頁、１７３頁以下によると、共同相続人が負う登記義務は全員がそろわない
と履行できないとされるので、この義務は合有債務の典型である旨示唆しており、不可分債務とい
うには疑問である旨の指摘がされている。 
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ら、必要的共同訴訟とすると、原告の権利保護が不可能となる。したがって、
大気汚染訴訟は通常共同訴訟とせざるを得ないものと思われる。ただし、合同
債務ないし合手的債務との性質上、各被告に対する差止請求はできる限り狙い
撃ちを避け、可及的に主要な複数汚染源をまとめて被告として請求する必要が
あると解される。 
３ 複数汚染源に対する全部差止義務を認める要件についての仮説の提案 
（１） 全部差止義務を負う被告らの関係についての要件の提案 
因果関係ないし寄与割合が推定された結果、原告の人格権に基づく妨害排除な
いし予防請求権（その一内容としての各被告間の侵害排除・予防義務の履行協力
請求権を含む）としての全部差止請求を認め得る被告らの関係はいかなるものか。 
原告の各被告間に対する侵害排除・予防義務の履行協力義務を認めうるには、
義務を課される「各被告が履行協力すれば、原告の人格権侵害全部を排除・予防
しうること」が必要である。そのような被告に対して権利行使することによって
原告の人格権の保護が全うできる反面、各被告に不可能をしうることはできない
からである。 
「各被告が履行協力すれば、原告の人格権侵害全部を防止・予防しうる」ため
には、第一に、各被告の侵害行為の一体性が必要である。大気汚染訴訟でいえば、
原告の居住地等において各被告らの排出した同一の大気汚染物質の不可分一体
の大気汚染が形成されている必要がある。そもそも、原告の居住地等において、
各被告らの排出した不可分一体の大気汚染が形成されていなければ、各被告らの
責任を追及すれば足り、因果関係を推定する必要はないし、異なる大気汚染物質
を排出している各被告間にある大気汚染物質の全部差止義務を認めた場合、履行
協力しても全部差止義務の履行は不可能であるからである。 
第二に、各被告らの間に現実的に履行協力が可能な関係があることが必要であ
る。具体的には、工業団地の企業群のように資本、技術、生産、産業基盤の利用
等の諸面で結合関係のある場合，公害防止協定などにより企業群が被害者に防止
義務を負う場合―地方自治体と企業群との協定により被害者が反射的に利益を
受ける場合も含む―がこれにあたると考えられる。これらの関係がある各被告間
に履行協力義務を認めてこそ、義務の履行が現実的に可能ないし実効性があるか
らである。 
以上から、原則として、因果関係ないし寄与割合を推定全部差止義務を負う被
告らの関係要件につき、次のとおり仮説を立てる。 
① 各被告の侵害行為の一体性（大気汚染訴訟でいえば、原告の居住地等にお
いて各被告らの排出した同一の大気汚染物質の不可分一体の大気汚染が形
成されていること） 
かつ 
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② 各被告らの間に現実的に履行協力が可能な関係があること 
他方、被告ら相互の関係が、履行協力に関する権利義務関係を超えて、他の被
告による原告の人格権侵害行為を防止・予防すべき義務があると規範的に評価さ
れる関係がある場合には、例外的に、因果関係を擬制して各被告に対し全部差止
義務を負わせるべきものと解する。181このような場合には、原告の人格権侵害は
被告ら共同体による不作為義務違反によるものと評価できるため、因果関係の絡
まりの密接性ゆえ、狙い打ちされた被告のみが全部差止義務を負っても過酷とは
いえず、被告の公平の観点から負担の分配を考慮する必要がないからである。 
そして、他の被告による原告の人格権侵害行為を防止・予防すべき義務がある
と規範的に評価されるには、一方の被告が、他の被告による人格権侵害行為を防
止・予防できる関係―侵害行為の共同支配ないし管理が必要である。各被告に不
可能を強いることはできないからである。具体的には、侵害行為の共同支配ない
し管理があるといえるには、単に、同一のコンビナートに属しているというだけ
では足りず、資本的、人的、経済的、組織的において一体的関係があることが必
要であろう。 
以上から、例外的に、因果関係ないし寄与割合が擬制される被告らの関係要件
につき、次のとおり仮説を立てる。 
① 各被告の侵害行為の一体性（大気汚染訴訟でいえば、原告の居住地等にお
いて各被告らの排出した同一の大気汚染物質の不可分一体の大気汚染が形
成されていること） 
かつ 
② 被告らの間に、他の被告による人格権侵害行為を防止・予防できる関係―
侵害行為の共同支配ないし管理―があること 
（２） 全部差止義務を負う被告らの関係と共同不法行為における関連共同性の関係 
以上のとおり構成される複数汚染源の差止における被告らの関係は、共同不法
行為の有力説において主張されてきた因果関係を推定ないし擬制する効果を生
じさせる関連共同性の要件と結果として重なり合う部分がある。182 
すなわち、前述の「要件①各被告の侵害行為の一体性」の要件は共同不法行為
における弱い関連共同性の要件と類似する。また、近年の通説的な見解である主
                                               
181 潮見佳男「不法行為法Ⅱ（第２版）」信山社（２０１１年）１６９頁以下には、共同不法行為に
ついてであるが、同様の指摘がなされている。ただし、同書の「拡大された注意義務」の範囲が本
文の内容と同一とまではいえない。 
182 ただし、全部差止義務の要件は共同不法行為における関連共同性の要件に比して、厳格なものと
なることがバランス上求められる。その理由は、全部差止義務が共同不法行為に基づく損害賠償義
務と異なり、被告に酷な結果となるとの価値判断があること、全部差止義務の実体法上の性質が合
同債務ないし合手的債務としても、被告相互の履行協力請求権は履行にあたって発生する権利義務
関係であり、履行後の被告間の公平を図る求償権とは異なると思われる上、他の被告に対する履行
協力請求権が法律上確立しているとはいえないことなどからである。 
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観的事情と客観的事情を並列して客観的関連共同性の判断基準とする立場（主
観・客観併用説）183では、強い関連共同性の判断において、被告らの資本的・経
済的・人的関係があることを考慮する傾向にあることを考慮すると、「要件②被
告らの間に現実的に履行協力が可能な関係があること」「要件②被告らの間に侵
害行為を防止・予防できる関係―侵害行為の共同支配ないし管理―があること」
の要件を基礎づける具体的事実は、共同不法行為における強い関連共同性を基礎
づける具体的事実と重なり合う場合がある。 
しかし、共同不法行為の場合には、民法７１９条の「共同」の解釈から関連共
同性の要件が導き出されたものであるのに対し、複数汚染源の差止めの場合には、
差止の効果上の問題点及び全部差止義務の実体法上の評価から導き出された被
告らの関係要件であるため、要件が導き出された方向性が異なる。したがって、
上記①②の要件は、複数汚染源の差止の根拠及び要件に、民法７１９条を類推適
用する見解とは異なるものである。 
 
第４ 複数汚染源の差止請求の要件についての仮説の検証 
１ 問題提起 
複数汚染源の差止請求の要件についての前述の仮説は、判例・通説的見解から可
能な解釈といえるか。前述の仮説が、判例④ないし判例⑧における判断と適合しう
る余地があるか否かを検討する。ただし、判例で認定された事実を前提に検証せざ
るを得ない点は限界がある。 
２ 前述の仮説と判例④ないし判例⑧判断の関係の検討 
（１） 西淀川第２次～第４次公害訴訟事件（判例④） 
仮説のうち、「要件①各被告らの侵害行為の一体性」（原告の居住地等におい
て各被告らの排出した同一の大気汚染物質の不可分一体の大気汚染が形成され
ていること）について、検討する。 
本判例は、被告らと特定工場群については、被告らと特定工場群が形成した二
酸化硫黄、二酸化窒素の大気汚染物質の西淀川区への到達（侵害行為）は一体性が
あるとして共同不法行為における弱い関連共同性を認めていると評価できるが
（結果としては、寄与の範囲を限定）、被告国と被告公団については、各々の管
理する本件各道路からの道路沿道への排煙の一体性を否定している。これらの認
定事実からすると、原告の居住地等において被告らと特定工場群が排出した大気
汚染物質の不可分一体の大気汚染が形成されていることは認められるものの（要
件①充足）、被告国と被告公団の管理する道路からの排煙については不可分一体
の大気汚染が形成されたことは認められない（要件①未充足）。 
                                               
183 大塚直「環境法（第３版）」有斐閣（２０１０年）６７５頁以下参照。 
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さらに、仮説のうち、「要件②被告らの間に現実的に履行協力が可能な関係がある
こと」について、被告らと特定工場群との関係を検討する。 
判例は、特定工場群と道路管理者たる被告らの共同関係は、地形的・気象的一
体性、社会経済的一体性、公害激化に伴う一体性の観点から見て、特別な関係は
認められず、強い共同関係は認められない旨判示している。これらの認定事実か
らすると、被告らと特定工場群との間には、現実的に履行協力が可能な関係があ
るとはいえない（要件②未充足）。他方、被告国と被告公団との関係は、後述の
尼崎公害訴訟事件（判例⑥）からすると、資本的・経済的・人的関係において一
体的関係があり、被告らの間に、他の被告による人格権侵害行為を防止・予防で
きる関係（要件②）があると認められるにもかかわらず、排出する排煙の不可分
一体性が認定されていないためか、事実認定はされていない。 
これらは、本判例が抽象的差止訴訟の適法性を判断する上で明示した連帯的差
止が許される被告らの関係においても認められる。すなわち、本判例は、複数汚
染源に対する抽象的差止請求の適法性に関連して、各主体に連帯差止請求（全部
差止義務）が許される場合（汚染源の主体相互間に主・従の関係や密接な関係が
あるなど各主体に連帯差止請求が許容される場合）には、抽象的差止請求は適法
であるが、それ以外の場合における個別主体に対する抽象的差止請求は。主要汚
染源でない限り不適法であるとした。すなわち、連帯差止請求（全部差止請求）
が認められる被告らの関係を、汚染源の主体相互間に主・従の関係や密接な関係
があるなど各主体に連帯差止請求が許容される場合としている。その上で、被告
らと特定工場群ないし訴外汚染源の主体の間には主・従の関係や密接な関係はな
いと判示した。他方、被告国と被告公団との間については、両被告らの関係だけ
見れば、主・従の関係や密接な関係が認められそうにもかかわらず、何ら判示さ
れていない。 
以上の事実からすると、被告らと特定工場群の間には要件①は充足するも、要
件②は充足しない。被告国と被告公団との間については、要件②は充足する可能
性があるものの、要件①は充足しない。したがって、被告らと特定工場群、ある
いは被告らの間に全部差止義務は認めらないことになり、仮説と適合する。 
また、本判例は、連帯的差止請求が認められる場合（汚染源の主体相互の間に
主・従の関係や密接な関係がある場合）か、個別主体に対する差止請求が主要汚
染源に対するものでない限り、抽象的差止請求は不適法とする。その理由づけと
して、本件のような都市型複合大気汚染の場合、他の汚染源から排出されるもの
を含めた目標値のみを示して特定の汚染源主体に差止めを命ずることになり、特
定の汚染主体に自己の行為限度を超えた過大な義務を負わせる結果となったり、
不可能を強いる結果となったりすることを挙げる。 
これらの理由づけは、複数汚染源の差止請求において全部差止義務を認める執
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行上の問題点として前述したものと同様である。したがって、仮説のうち、執行
上の問題があるため、複数汚染源の差止請求を認める被告らの関係を限定するべ
きである点は同判例でも基礎づけられる。また、本判例が明示する被告らの「主・
従の関係」「密接な関係」は執行上の問題をクリアするための要件として仮説で
掲げた「要件②被告らの間に現実的に履行協力が可能な関係があること」（因果
関係推定の要件）あるいは、「要件②被告らの間に侵害行為を防止・予防できる
関係―侵害行為の共同支配ないし管理―があること」（因果関係を擬制の要件）
と同視しうる基礎があると考える。 
（２） 川崎第２次～第４次公害訴訟事件（判例⑤） 
仮説のうち、「要件①各被告らの侵害行為の一体性」（原告の居住地等におい
て各被告らの排出した同一の大気汚染物質の不可分一体の大気汚染が形成され
ていること）について、検討する。 
本判決は、本件道路（被告道路と神奈川県道及び川崎市道を併せた道路）の位
置関係、供用・拡幅の経緯、利用形態、道路からの大気汚染物質の排出の状況等
から、本件道路からの大気汚染物資の排出は社会通念上全体として一個の行為と
認められる程度の一体性があると認め、本件道路からの大気汚染物質の排出の間
に関連共同性を認めている。明言はないものの、弱い関連共同性を認めているも
のと評価できる。これらの事実からすると、「原告の居住地等において各被告ら
の排出した同一の大気汚染物質の不可分一体の大気汚染が形成されていること」
は認められ、「要件①各被告らの侵害行為の一体性」は認められる（要件①充足）。 
他方、本件では、「強い関連共同性」か「弱い関連共同性」かということは争
点ではなかったため、関連共同性の判断において、排出された大気汚染物質その
ものの一体性を基礎づける事実以外の事実は考慮されていない。そのため、本判
決の判示の事実からは仮説の「要件②被告らの間に現実的に履行協力が可能な関
係があること」（因果関係推定の要件）あるいは、「要件②被告らの間に侵害行為
を防止・予防できる関係―侵害行為の共同支配ないし管理―があること」は直ち
に認定できない。しかし、被告国と被告公団との関係は、後述の尼崎公害訴訟事
件（判例⑥）からすると、他の被告による人格権侵害行為を防止・予防できる関
係があり、そうであれば要件②を充足する可能性がある。そうであるとすると、要
件①、②を充足しているにもかかわらず複数汚染源の差止めを認めなかった本判例
は、全部差止義務の要件の仮説と適合しないとも思われる。 
この点、本判決が差止めを否定した理由は、因果関係ないし被告らの密接な関係
がなかったからではなく、差止の基準の合理性がないこと及び差止の必要性がな
いことという因果関係ないし被告らの密接な関係とは別の理由を挙げていること
が注目される。また、本判決は、差止請求が認められた尼崎公害訴訟事件（判例
⑥）及び名古屋南部公害訴訟事件（判例⑦）に比べると、道路から排出される二
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酸化窒素、浮遊粒子状物質等と健康被害との間の因果関係を道路沿道に限定せず
に広く認めている事実、被告らの管理する道路からの二酸化窒素等の排出につき
弱い関連共同性を緩やかに認めている事実などが認められ、その点が別な理由で
（差止の必要性等）差止請求が否定されたことと関連している可能性がある。す
なわち、上記の「要件①各被告らの侵害行為の一体性」（原告の居住地等におい
て各被告らの排出した同一の大気汚染物質の不可分一体の大気汚染が形成され
ていること）がの要件が充足されていないという可能性があるということである。 
そのような観点からすると、本判例によって、全部差止義務を認めるための仮
説の要件①②は否定されないと思われる。 
（３） 尼崎公害訴訟事件（判例⑥） 
「要件①各被告らの侵害行為の一体性」（原告の居住地等において各被告らの
排出した同一の大気汚染物質の不可分一体の大気汚染が形成されていること）
について検討する。 
本判決は、a 大気汚染物質の到達態様の相違、c 排煙の組成の相違及び各排煙
の健康被害に対する原因力の相違等を総合考慮した結果、訴外企業の工場からの
排煙と被告らの管理する道路からの排煙との間に民法７１９条１項後段の規定
の類推適用も認められないとした（西淀川第２次～第４次公害訴訟事件（判例④）
より厳密に判断している）。これらの事実からすると、訴外企業の工場排煙排出
行為と被告らの管理する道路排煙排出行為の一体性はないことが認められる（要
件①未充足）。 
他方、被告らの管理する道路からの排煙につき、国道４３号線と大阪西宮線
の各道路排煙間については民法７１９条１項前段の関連共同性が認められると
したのに対し、国道２号線の道路排煙と大阪西宮線及び国道４３号線の道路排煙
との間の関連共同性に関しては民法７１９条１項前段の関連共同性は認められ
ないとした（国道２号線が健康被害の原因力の一部にもなっていないことを理由
として、民法７１９条１項後段の規定の類推適用も認められないとした）。後者
については、a 国道２号線と大阪西宮線及び国道４３号線の各立地状態、b その
各道路排煙の相互の沿道地域に対する大気汚染の形成に関する関与の状態など
道路排煙による大気汚染の形成に関する事実のみで関連共同性を否定している
ことから、「要件①各被告らの侵害行為の一体性」（原告の居住地等において各被
告らの排出した同一の大気汚染物質の不可分一体の大気汚染が形成されている
こと）が充足されているとはいえない。前者については、b 国道４３号線と大阪
西宮線の立地状況、c 各道路の道路排煙による大気汚染状況などを考慮して民法
７１９条１項前段の関連共同性を判断しており、「要件①各被告らの侵害行為の
一体性」（原告の居住地等において各被告らの排出した同一の大気汚染物質の不
可分一体の大気汚染が形成されていること）が充足されているといえる。さらに、
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民法７１９条１項前段の判断において、a 被告国と被告公団の関係（被告国と被
告公団の資本関係、被告国の被告公団に対する監督関係等）を考慮していること
からすると、仮説の要件②のうち、「要件②被告らの間に侵害行為を防止・予防
できる関係―侵害行為の共同支配ないし管理―があること」があると評価できる。
したがって、本判決が認めた複数汚染源に対する差止義務を認めた判断は、仮説
の要件①②とすることと適合すると思われる。 
（４） 名古屋南部公害訴訟事件（判例⑦） 
「要件①各被告らの侵害行為の一体性」（原告の居住地等において各被告らの
排出した同一の大気汚染物質の不可分一体の大気汚染が形成されていること）
について検討する。 
被告会社らの形成した二酸化硫黄等硫化酸化物を中心とする大気汚染につい
ては、本件各工場立地についての誘因の共通性、これに基づく所在地の近隣性、
大量の大気汚染物質の排出、これによる付近住民の健康被害、他社の排煙と一
体となったときには住民に健康被害を与えることを予見する可能性、回避する
可能性を有しつつ、一体の排煙として排出して健康被害を生じさせた注意義務
違反の共通性、被害者との関係における本件各工場の場所的一体性、公害規制
の共通性等の事情を考慮すると、本件地域で大気汚染が認められる昭和３６年
においても、社会通念上客観的一体性、共同性の存在が認められるとし、民法
７１９条１項前段の関連共同性（強い関連共同性）を認めた。考慮要素からす
ると、被告会社間の工場排煙排出行為については、「要件①各被告らの侵害行為
の一体性」（原告の居住地等において各被告らの排出した同一の大気汚染物質
の不可分一体の大気汚染が形成されていること）の要件充足が認められる。さ
らに、民法７１９条１項前段の関連共同性の判断において、操業開始時期の不
一致、操業場所の散在、業種が異なること、生産工程の結合関係、製品の取引
関係、資本的、人的、組織的関係が格別強いものとはいえないことから、被告
会社らの結合関係は緊密な一体性とはいえないとしており、要件②の「要件②
被告らの間に侵害行為を防止・予防できる関係―侵害行為の共同支配ないし管
理―があること」（因果関係擬制の要件）の充足は認められない。他方、民法７
１９条１項前段の関連共同性の判断において、本件各工場立地についての誘因
の共通性、これに基づく所在地の近隣性、一体の排煙として排出して健康被害
を生じさせた注意義務違反の共通性、被害者との関係における本件各工場の場
所的一体性、公害規制の共通性（大気汚染防止法等による規制、愛知県名古屋
市および東海市による公害防止条例による規制、被告会社らの相当部分が参加
して、名古屋市南部地区公害防止連絡会議、愛知県主催の大気汚染防止法施行
の協力工場との打ち合わせ会が開催されたほか、被告会社らを含む大規模工場
の各操業者と愛知県、名古屋市との間に公害防止協定が締結されたこと、被告
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会社らがこれらの規制・協定に対応して各種の公害防止対策をとったこと）が
認定されていることからすると、「要件②被告らの間に現実的に履行協力が可能
な関係があること」（因果関係推定の要件）の充足が認められると思われる。そ
うであるとすると、被告会社らの形成した二酸化硫黄等を中心とする大気汚染
について、仮説の要件①、②が認められるため、仮説によると、少なくとも因
果関係が推定される全部差止義務が認められるように思われる。しかし、被告
会社らに対する差止請求を本判決が否定しているのは、前述のとおり、被告会
社らの加害行為が現在のものではなく、現在における被害の蓋然性がないとい
う理由によるものであり、被告会社らの関係が全部差止義務の要件を充たして
いないからではない。したがって、本判決によっても、仮説の要件①②は否定
されない。 
次に、本判決は、被告会社らと被告国との間の共同不法行為につき、本件地域
一般の二酸化硫黄を中心とする大気汚染についても、道路沿道におけるＤＥＰを
含む浮遊粒子状物質を中心とする大気汚染についても認めず、それぞれ分割責任
と判断している。本件地域一般の大気汚染については、硫黄酸化物中自動車に由
来するもの、特に本件各道路を走行する自動車に由来するものは格別のものを認
められないこと、道路沿道の大気汚染については被告会社らが浮遊粒子状物質あ
るいはＤＥＰ類似の物質を排出していたとしても、発病増悪等の因果関係は沿道
２０メートルの限度で認められるにすぎないことを理由としており、「要件①各
被告らの侵害行為の一体性」（原告の居住地等において各被告らの排出した同一
の大気汚染物質の不可分一体の大気汚染が形成されていること）の要件充足は認
められないと解する。それ以外の要素については認定されていないため、仮説の
「要件②被告らの間に現実的に履行協力が可能な関係があること」（因果関係推
定の要件）あるいは、「要件②被告らの間に侵害行為を防止・予防できる関係―
侵害行為の共同支配ないし管理―があること」（因果関係を擬制の要件）は認定
できない。被告国と被告会社らとの間に「要件②被告らの間に侵害行為を防止・
予防できる関係―侵害行為の共同支配ないし管理―があること」（因果関係を擬
制の要件）が認められないことは明らかであろう。「要件②被告らの間に現実的
に履行協力が可能な関係があること」（因果関係推定の要件）については、国の
公害規制法による規制権限からすると、要件が充足される可能性もあろう。いず
れにせよ、仮説によると、要件①が充足されないため、複数汚染源に対する差止
請求は認められないことになる。この点、本判決は、被告国についてのみ差止請
求を認めたが、被告会社らに対する差止請求は否定した。その理由は、前述のと
おり、道路排煙についてのみ現在の健康被害の蓋然性を認定し、工場排煙につい
ては現在の健康被害の蓋然性を否定したからであり、被告らの関係要件②が認め
られないからという理由ではない。したがって、仮説を直接裏付けるものではな
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いが、仮説を否定するものでもない。 
（５） 東京大気汚染公害訴訟事件（判例⑧） 
「要件①各被告らの侵害行為の一体性」（原告の居住地等において各被告らの
排出した同一の大気汚染物質の不可分一体の大気汚染が形成されていること）
について検討する。 
本判例は、道路管理者の異なる道路の供用状況に関し、場所的にきわめて近接
している二つの道路が、居住地のすぐ近くで交差し、又は二階建て構造になっ
ており、両道路を煙源とする自動車排出ガスは渾然一体となって原告らの居住
地等の沿道地域に影響しているとして、両道路を煙源とする自動車排気ガスに
より、原告らの健康被害が生じたと認定した。その上で、損害賠償における関
連共同性については、単に、大気汚染物質が混然一体となっているだけではな
く、被告らの道路の設置、管理についての相互の密接な関連性、及び各原告の
各居住地付近における各対象道路の供用状況を総合考慮した上で、各対象道路
の供用状況は民法７１９条１項前段の「共同行為」にあたるとした。これらの
事実からすると、被告国と被告都の管理する道路、または被告公団と被告都か
らの排煙排出行為は、それぞれ「要件①各被告らの侵害行為の一体性」（原告の
居住地等において各被告らの排出した同一の大気汚染物質の不可分一体の大気
汚染が形成されていること）の要件を充足する。 
他方、「要件②被告らの間に現実的に履行協力が可能な関係があること」（因果
関係推定の要件）あるいは、「要件②被告らの間に侵害行為を防止・予防できる
関係―侵害行為の共同支配ないし管理―があること」（因果関係擬制の要件）に
ついて、本判例は、被告国と被告都、または被告公団と被告都のそれぞれとの
間に、被告らの管理する道路の設置、管理についての相互の密接な関連性（資
本的、監督関係、費用負担の仕組み）が認められるとする。したがって、被告
国と被告都、または被告公団と被告都との間には「要件②被告らの間に侵害行
為を防止・予防できる関係―侵害行為の共同支配ないし管理―があること」（因
果関係擬制の要件）の充足が認められると解する。 
そうであるとすると、被告国と被告都、または被告公団と被告都のそれぞれ管
理する道路からの排煙排出行為は、仮説の要件①及び②の要件を充足するため、
仮説によれば、それぞれ全部差止義務が認められるはずである。しかるに、本判
例は、被告らの関係がないという理由ではなく、健康被害の閾値が認定できない
以上差止基準を認定できないという別な理由により、全部差止請求を棄却した。
したがって、仮説と矛盾するとまではいえない。 
３ 判例全体における仮説の評価 
（１） 個別因果関係の推定又は擬制をして全部差止義務を認めるための被告らの関
係には、要件①「各被告らの侵害行為の一体性」（原告の居住地等において各被
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告らの排出した同一の大気汚染物質の不可分一体の大気汚染が形成されている
こと）が必要であることとの仮説の評価 
いずれの判例も共同不法行為に基づく損害賠償請求は認容しているため、少な
くとも「要件①各被告らの侵害行為の一体性」（原告の居住地等において各被告
らの排出した同一の大気汚染物質の不可分一体の大気汚染が形成されているこ
と）と類似する弱い関連共同性は認めている。そのため、いずれの判例も、被告
らのいずれかの関係において要件①は充足している。ただし、判例⑥ないし⑧は
大気汚染物質や種類や量、拡散範囲なども含めて、大気汚染物質の不可分一体性
を判断する傾向にある。因果関係を擬制ないし推定する要件であるから、大気汚
染物質の不可分一体性を厳密に判断するのはやむを得ないと思われる。 
そして、いずれの判例の差止請求の結論も、仮説と適合し、または矛盾すると
まではいえない。 
以上からすると、判例全体の評価として、個別因果関係の推定又は擬制をして
全部差止義務を認めるための被告らの関係には、要件①「各被告らの侵害行為の
一体性」（原告の居住地等において各被告らの排出した同一の大気汚染物質の不
可分一体の大気汚染が形成されていること）が必要であるとの仮説は裏付けられ
ると考える。 
（２） 複数汚染源に対する全部差止義務を認めるには、「要件②被告らの間に現実的
に履行協力が可能な関係があること」（因果関係推定の要件）あるいは、「要件②
被告らの間に侵害行為を防止・予防できる関係―侵害行為の共同支配ないし管理
―があること」（因果関係擬制の要件）との仮説の評価 
西淀川第２次～第４次公害訴訟事件（判例④）によると、連帯的差止請求が認
められる場合（汚染源の主体相互の間に主・従の関係や密接な関係がある場合）、
か、個別主体に対する差止請求が主要汚染源に対するものでない限り、抽象的差
止請求は不適法であるとし、その理由として、本件のような都市型複合大気汚染
の場合、他の汚染源から排出されるものを含めた目標値のみを示して特定の汚染
源主体に差止めを命ずることになり、特定の汚染主体に自己の行為限度を超えた
過大な義務を負わせる結果となったり、不可能を強いる結果となったりすること
を挙げる。これらの理由づけは、複数汚染源の差止請求において全部差止義務を
認める執行上の問題点として前述したものと同様である。そうであるとすると、
同判例が示した連帯的差止請求を適法にする被告らの「主・従の関係」「密接な
関係」は、執行上の問題をクリアするための要件として仮説で掲げた「要件②被
告らの間に現実的に履行協力が可能な関係があること」（因果関係推定の要件）
あるいは、「要件②被告らの間に侵害行為を防止・予防できる関係―侵害行為の
共同支配ないし管理―があること」（因果関係擬制の要件）と同視しうる基礎が
あると考える。 
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また、因果関係を擬制した上で複数汚染源（被告国及び被告公団）に対する差
止を認めたと評価できる尼崎公害訴訟事件（判例⑥）によれば、差止請求におけ
る被告らの関係については、排煙の一体性（要件①）を前提とした上で、被告ら
間に、資本関係、被告国の被告公団に対する監督関係等を考慮していることが認
められる。仮説の要件②のうち、「要件②被告らの間に侵害行為を防止・予防で
きる関係―侵害行為の共同支配ないし管理―があること」（因果関係擬制の要
件）があると評価できる。同判例からすると、因果関係を擬制するための要件と
して、「要件②資本的、経済的、人的関係において他社の差止義務をも負担すべ
き一体的関係が認められる場合」（因果関係擬制の要件）が必要であることが裏
付けられる。 
名古屋南部公害訴訟事件（判例⑦）では、被告企業間においては公害規制の共
通性が認定されていることから、「要件②被告らの間に現実的に履行協力が可能
な関係があること」（因果関係推定の要件）の充足が、東京大気汚染公害訴訟事
件（判例⑧）では、被告国と被告都、または被告公団と被告都のそれぞれとの間
に、被告らの管理する道路の設置、管理についての相互の密接な関連性（資本的、
監督関係、費用負担の仕組み）が認められていることから、「要件②資本的、経
済的、人的関係において他社の差止義務をも負担すべき一体的関係が認められる
場合」（因果関係擬制の要件）の充足が、それぞれ要件①の充足と共に認められ
ており、仮説によれば、複数汚染源に対する全部差止義務が認められてもよいこ
とになる。これらの判例では、別な理由により差止義務が否定されているため（前
者は現在の健康被害の蓋然性に対する因果関係がないという理由により、後者は
差止基準が認定できないという理由により）、ただちに仮説と矛盾するとはいえ
ない。 
以上からすると、判例全体の評価として、複数汚染源に対する全部差止義務を
認めるには、「要件②被告らの間に現実的に履行協力が可能な関係があること」
（因果関係推定の要件）あるいは、「要件②被告らの間に侵害行為を防止・予防
できる関係―侵害行為の共同支配ないし管理―があること」（因果関係擬制の要
件）との仮説は裏付けられると思われる。 
 
第４章 複数汚染源に対する全部差止請求の根拠及び要件についての結論 
第 1 根拠及び全部差止義務の内容 
１ 根拠 
差止請求権の法的性質につき、判例・通説たる権利説に立てば、複数汚染源に対す
る差止の根拠につき、民法７１９条の共同不法行為の適用ないし類推適用をすること
は困難である。 
自己責任の原則により、複合汚染源に対する差止を求める原告側が全部の結果につ
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いての因果関係を立証できない限り、全部差止義務は認められない。 
しかし、複合した加害行為により健康被害等の人格権侵害を受けた被害者の人格権
の保護を全うするところに、因果関係ないし寄与における立証軽減を図り全部差止義
務の効果を認めうる実質的な根拠がある。全部請求を認める形式的根拠としては、実
体法上重要な権利である人格権の保護を図る制度趣旨から因果関係を事実上推定する
要件事実の解釈を図ることが可能である。本論文は、学説及び判例のあるべき解釈と
いう観点から、全部差止義務の根拠及び要件を検討したが、これらの解釈が将来の立
法につながることが望ましいと考える。 
２ 全部差止義務の内容 
要件検討の前提となる全部差止義務の効果の内容は、各被告が寄与割合を主張立証
できた場合にはその範囲で差止義務を認めるという因果関係の推定を原則とすべきで
ある。 
理由は、全部請求された被告が、損害賠償以上に、全部差止は狙い打ちされた場合
に過酷な結果となること、他の被告に対す負担の分配が困難であり被告間の不公平が
あること等の価値判断から、全部差止義務の効果は、共同不法行為に基づく損害賠償
義務（不真正連帯債務）に比して、重くならないことがバランス上求められるからで
ある。また、被告間の不公平を可及的に小さくする法律構成が望ましいからである。 
他方、狙い打ちされた被告のみが全部差止義務を負っても過酷とはいえず、負担の
分配を考慮する必要がない被告ら相互の関係の場合には、例外として因果関係を擬制
して全部差止義務を負うこともあると考える。 
 
第２ 要件 
１ 要件の検討の整理 
（１） 共同不法行為の関連共同性が、複数汚染源に対する差止の要件になるか 
差止請求権の法的性質につき、判例・通説たる権利説に立った上で、複数汚染
源に対する差止の根拠につき、民法７１９条の共同不法行為の類推適用ができな
いため、複数汚染源に対する差止の要件についても、共同不法行為の関連共同性
が要件となることはない。 
（２） 全部差止義務の効果の分析による、全部差止義務を負う被告ら相互間におけ
る実体法上の履行協力に関する権利義務関係 
そして、全部差止義務の効果から要件を考える視点に立つと、執行上の観点の
問題として、単純に複数汚染源と全部の被害との間の因果関係を擬制ないし推定
して全部差止義務を負わせた場合、被告が各被告の排出量を限度とした侵害防止
措置を選択して実行しても、全部の被害が回復されなかったり、被告の一部に対
する差止請求、強制執行が功を奏したとしても、各被告が選択した侵害防止措置
を実行した結果、不作為命令の対象となっていない結果まで実現してしまったり
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する不都合がある。また、被告の一部の侵害防止措置のみで不作為命令が実現さ
れた場合、侵害防止措置をとらなかった者に寄与の範囲を超えた差止部分を転嫁
できない結果、不公平な結果となる。これらの執行上の問題点を解決するには、
全部差止義務について被告相互間の履行協力義務を認める必要がある（被告相互
間の履行協力義務の実質的根拠）。 
そして、共有物ないし共有登記による所有権侵害を理由とする妨害排除請求権
に関する判例を検討した結果、複数汚染源に対する全部差止義務は、汚染者全員
が履行協力してのみ目的を達しうる債務（合同債務ないし合手的債務）であり、
合同債務ないし合手的債務の性質上、あるいは信義則ないし公平の原理から、全
部差止義務を負う被告間には、原告の人格権侵害除去・予防義務の履行にむけて
協力する実体法上の権利義務関係があると評価できる（被告相互間の履行協力義
務の形式的根拠）。 
これを判例・通説的見解である権利説の立場からすると、原告の各被告に対す
る人格権に基づく妨害排除請求権ないし妨害予防請求権の一内容としての被告
相互の履行協力請求権と構成し得る余地があるのではないかと考える。 
（３） 全部差止義務を負う被告らの関係要件 
全部差止義務との間の因果関係が推定された結果、原告の人格権に基づく妨害
排除ないし予防請求権（その一内容としての各被告間の侵害防止・予防義務の履
行協力請求権を含む）としての全部差止請求を認め得る被告らの関係はいかなる
ものか。 
原告の各被告間に対する侵害排除・予防義務の履行協力義務を認めうるには、
義務を課される「各被告が履行協力すれば、原告の人格権侵害全部を排除・予防
しうること」が必要である。 
そのためには、第一に、各被告の侵害行為の一体性が必要である。大気汚染訴
訟でいえば、原告の居住地等において各被告らの排出した同一の大気汚染物質の
不可分一体の大気汚染が形成されている必要がある。そもそも、原告の居住地等
において、各被告らの排出した不可分一体の大気汚染が形成されていなければ、
各被告らの責任を追及すれば足り、因果関係を推定する必要はないし、異なる大
気汚染物質を排出している各被告間にある汚染物質の全部差止義務を認めた場
合、履行協力してしても全部差止義務の履行は不可能であるからである。 
第二に、各被告らの間に現実的に履行協力が可能な関係があることが必要であ
る。具体的には、工業団地の企業群のように資本、技術、生産、産業基盤の利用
等の諸面で結合関係のある場合，公害防止協定などにより企業群が被害者に防止
義務を負う場合―地方自治体と企業群との協定により被害者が反射的に利益を
受ける場合も含むーがこれにあたると考えられる。そのような関係のある各被告
間に履行協力義務を認めてこそ、全部差止義務の履行が現実的に可能ないし実効
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性があるからである。 
以上から、原則として、因果関係ないし寄与割合を推定して全部差止義務を負
う被告らの関係要件は次のものであると考える。 
① 各被告の侵害行為の一体性（大気汚染訴訟でいえば、原告の居住地等に
おいて各被告らの排出した同一の大気汚染物質の不可分一体の大気汚染
が形成されていること） 
かつ 
② 被告らの間に現実的に履行協力が可能な関係があること 
他方、被告ら相互の関係が、履行協力に関する権利義務関係を超えて、他の被
告による原告の人格権侵害行為を防止・予防すべき義務があると規範的に評価さ
れる関係がある場合には、例外的に、因果関係を擬制して各被告に対し全部差止
義務を負わせるべきものと解する。このような場合には、原告の人格権侵害は被
告らの共同体による不作為義務違反によるものと評価できるため、因果関係の絡
まりの密接性ゆえ、狙い打ちされた被告のみが全部差止義務を負っても過酷とは
いえず、負担の分配を考慮する必要がないからである。 
そして、他の被告による原告の人格権侵害行為を防止・予防すべき義務がある
と規範的に評価されるには、一方の被告が、他の被告による人格権侵害行為を防
止・予防できる客観的事実―侵害行為の共同支配ないし管理が必要である。各被
告に不可能を強いることはできないからである。 
以上から、例外として、因果関係ないし寄与割合を擬制して全部差止義務を負
う被告らの関係要件は次のものであると考える。 
前述の①の要件の他、 
② 被告らの間に他の被告による人格権侵害行為を防止・予防できる関係―侵
害行為の共同支配ないし管理―があること 
２ 要件の提示 
要件の検討の整理を踏まえて、複数汚染源に対する全部差止請求の被告らの関係
要件を以下のとおり整理する。 
１） 個別的因果関係の推定の場合 
① 各被告の侵害行為の一体性（大気汚染訴訟でいえば、原告の居住地等にお
いて各被告らの排出した同一の大気汚染物質の不可分一体の大気汚染が形
成されていること） 
かつ 
② 被告らの間に現実的に履行協力が可能な関係があること 
具体的には、工業団地の企業群のように資本、技術、生産、産業基盤の利
用等の諸面で結合関係の強い場合，公害防止協定などにより企業群が被害者
に防止義務を負うと解しうる場合―地方自治体と企業群との協定により被
130 
 
害者が反射的に利益を受ける場合も含むーがこれにあたると考えられる。 
２） 個別的因果関係の擬制の場合 
① 各被告の侵害行為の一体性（大気汚染訴訟でいえば、原告の居住地等にお
いて各被告らの排出した同一の大気汚染物質の不可分一体の大気汚染が形
成されていること） 
かつ 
② 被告らの間に他の被告による人格権侵害行為を防止・予防できる関係―侵
害行為の共同支配ないし管理―があること 
具体的には、資本的、人的、経済的、組織的において一体的関係があるこ
とが必要である。 
 
第３ 複数汚染源に対する全部差止請求の根拠及び要件の提案と今後の課題 
１ 複数汚染源に対する全部差止請求の根拠及び要件の提案 
原則は、原告が各被告の加害行為と権利侵害（全部または一部）の因果関係を立証
すべきである。 
例外的に、立法等（個別的因果関係の推定の場合には要件事実による立証軽減も可
能）により、被告らが次の関係要件を充たす場合には、原告は各被告に対し、全部差
止の請求をなしうる。 
１）個別的因果関係の推定の場合 
① 各被告の侵害行為の一体性（大気汚染訴訟でいえば、原告の居住地等にお
いて各被告らの排出した同一の大気汚染物質の不可分一体の大気汚染が形
成されていること） 
かつ 
② 被告らの間に現実的に履行協力が可能な関係があること 
具体的には、工業団地の企業群のように資本、技術、生産、産業基盤の利
用等の諸面で結合関係の強い場合，公害防止協定などにより企業群が被害者
に防止義務を負うと解しうる場合―地方自治体と企業群との協定により被
害者が反射的に利益を受ける場合も含むーがこれにあたると考えられる。 
２）個別的因果関係の擬制の場合 
① 各被告の侵害行為の一体性（大気汚染訴訟でいえば、原告の居住地等にお
いて各被告らの排出した同一の大気汚染物質の不可分一体の大気汚染が形
成されていること） 
かつ 
② 被告らの間に他の被告による人格権侵害行為を防止・予防できる関係―侵
害行為の共同支配ないし管理―があること 
具体的には、資本的、人的、経済的、組織的において一体的関係があるこ
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とが必要である。 
２ 訴訟及び執行の一つのモデル 
本論文では、実務的に可能な解釈であり、問題の法的解決に資するという視点で検
討を進めてきた。最後に、本論文の結論からするところの訴訟及び執行の一つのモデ
ルを示すこととする。 
原告としては、複数汚染源たる各被告らに対し、人格権に基づく全部差止請求権を
抽象的差止請求として求めるとともに、各被告らに対する人格権に基づく全部差止請
求権の一内容として、被告相互間の履行協力請求を求める。全部差止義務が認められ
る被告らの関係要件は前記１に記載したとおりである。 
個別的因果関係が推定される場合において、因果関係がないこと又は寄与の割合が
一部であることについての主張立証に成功した各被告については、請求棄却又はその
寄与の範囲で差止義務を負うとともにその範囲で他の被告との間で履行協力義務を負
う。 
判決主文については、給付命令の明確性の観点から困難な問題があり、汚染につい
ての寄与割合の主張立証が認められた場合に、判決主文をいかに構成するかは今後の
課題である。「～パーセントの負担割合で、～ｐｐｍ以上の大気汚染を形成してはなら
ない。」などが考えられるであろうか。184 
個別的因果関係が擬制される場合においては、全部差止義務の抽象的差止判決の主
文となる。 
抽象的差止判決の執行については、間接強制によることになる。各被告間で不作為
命令の履行のために全部差止義務に全部差止義務の範囲ないし寄与の範囲で協議して
協定を締結するなどして履行協力していくことになる。履行協力義務を含めた不作為
命令が間接強制で強制されることは、汚染状態の除去ないし予防に一定の効果をもた
らすと思われる。 
間接強制決定に基づく金銭執行については、各被告らの履行状況を一定の期間、測
定等確認した上で、判断せざるを得ないであろう。特に、寄与の割合が異なる被告ら
間において、間接強制決定による金銭執行の際の不作為命令違反の認定には困難を伴
うことが予想される。ここで、被告らの間の協議内容（協定等）が寄与割合を判断す
る重要な指標になり、協議内容（協定等）の各自の履行状況が不作為命令違反の認定
の判断の目安になると思われる。 
 
                                               
184 全体の汚染物質の削減義務のうち、当該汚染者の汚染物質の削減義務を排出量の制限という形式
で明示する方法が考えられるとする学説もある（沢井裕「公害差止の法理」日本評論社（１９７６
年）１６０頁、大塚直「環境法（第３版）」有斐閣（２０１０年）６９４頁）。 
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・淡路剛久「大気汚染公害訴訟と差止論」法律時報７３巻３号（２００１年）１３頁 
・吉村良一「大気汚染公害訴訟における因果関係論ー尼崎・名古屋南部訴訟判決を中
心に」法律時報７３巻３号（２００１年）２６頁 
・竹内平「名古屋南部大気汚染公害訴訟」法律時報７３巻３号（２００１年）６２頁 
・浜島裕美「名古屋南部大気汚染訴訟判決における差止論の評価」環境法研究２７号
（２００２年）１３３頁 
・金炳学「名古屋南部大気汚染公害訴訟」早稲田法学７８巻２号（２００３年）４２
９頁 
・加藤雅信「名古屋南部大気汚染公害訴訟第１審判決ー差止の基礎としての個別利益
と全体的利益」別冊ジュリスト２０６号（２０１１年）４０頁 
（東京大気汚染公害訴訟事件） 
・新美育文「自動車排ガスによる大気汚染と民事責任の主体」判例タイムズ１０３７
号（２０００年）４頁 
・西村隆雄「環境法実務研究１３ 大気汚染訴訟における自動車メーカーの責任」判
例タイムズ１０３４号（２０００年）４１頁 
・小鹿野晶一「東京大気汚染訴訟―東京地裁における因果関係論」判例タイムズ１１
１４号（２００３年）４頁 
・小鹿野晶一「司法記者の眼―排ガス公害を認定 新たな救済制度を」ジュリスト１
２３６号（２００２年）７１頁 
・小鹿野晶一「東京大気汚染訴訟判決は『後退』したか」ＮＢＬ７４９号（２００２
年）６頁 
・西村隆雄「東京大気判決の提起する方向」自由と正義５４巻３号（２００３年）２
１頁 
・渡辺知行「大気汚染公害における自動車メーカーの責任」自由と正義５４巻３号（２
００３年）３０頁 
・吉村良一「大気汚染公害訴訟の流れと東京訴訟判決」環境と公害３２巻４号（２０
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０３年）２２頁 
・西村隆雄「東京大気判決と今後の政策課題」環境と公害３２巻４号３１頁(２００３
年） 
・塩崎賢明「東京大気汚染裁判とサステイナブル東京の課題」環境と公害３２巻４号
（２００３年）３７頁 
・都築政則「道路公害訴訟の概観」法律のひろば５６巻６号（２００３年）４頁 
・松村弓彦「東京大気汚染訴訟一審判決における因果関係論の問題点」法律のひろば
５６巻６号（２００３年）１３頁 
・西村淑子「道路公害訴訟における差止請求」法律のひろば５６巻６号（２００３年）
２１頁 
・岩渕正紀「大気汚染と自動車メーカーの民事責任―東京地裁平成１４年１０月２９
日判決についてー」法律のひろば５６巻６号（２００３年）２８頁 
・国土交通省道路局道路交通管理化訟務係「道路管理者の行う道路環境対策と大気汚
染訴訟判決の問題点」法律のひろば５６巻６号（２００３年）３５頁 
・大塚直「東京大気汚染公害第一次訴訟第一審判決―東京地判平成１４・１０・２９」
判例タイムズ１１１６号（２００３年）３１頁 
・吉村良一「東京大気汚染公害判決の問題点」法律時報７５巻２号（２００３年）１
頁 
・淡路剛久「環境民事訴訟の展開」法学教室２６９号（２００３年）２６頁 
・小澤年樹「東京大気汚染公害訴訟 自動車メーカー責任論を中心に」法律時報７３
巻３号（２００１年）６５頁 
・神戸英彦「第二章 最近の道路公害判例の動向と東京公害第一次訴訟第一審判決」
「環境・公害法の理論と実践」牛山積先生古希記念論文集 日本評論社（２００４
年）２３７頁  
・奥田進一「東京大気汚染公害訴訟 a 特徴と民事責任の在り方―自動車メーカーの
責任を中心としてー」環境法研究２８巻（２００３年）１１３頁 
・加藤了「東京大気汚染公害訴訟 差止」環境法研究２８巻（２００３年）１２０頁 
・加藤了「自動車排出ガスによる東京都大気汚染公害損害賠償等請求事件」判例自治
２４８号（２００４年）４１頁 
 
２ 複数汚染源の差止に関する論文・文献 
・ 森島昭夫「公害における責任の主体」ジュリスト４５８号（１９７０年）３６５頁 
・ 公害法研究会「公害事業者責任法の提案」ジュリスト４９４号（１９７１年）８６
頁 
・ 東孝行「公害訴訟の理論と実務」有信堂（１９７１年）１１３～１１４頁以下、２
１４～２１５頁以下 
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・ 近藤完爾ほか「研究会・公害訴訟」ジュリスト４８３号１２８頁，同４８６号１１
０頁，同４８９号１２４頁，同４９０号１１４頁（以上１９７１年），同４９６号
２０６頁（１９７２年） 
・ 野崎幸雄「因果関係論・総論―実体法上・訴訟法上の諸問題」有泉亨監修 西原道
雄・沢井裕編「現代損害賠償法講座５」日本評論社（１９７３年）７５頁以下 
・ 日本弁護士連合会「環境保全基本試案要綱」自由と正義２４号（１９７３年）４頁，
６７頁以下 
・ 牛山積「共同不法行為と差止請求」法律時報４７巻４号（１９７５年）２６頁 
・ 牛山積「公害裁判の展開と法理論」日本評論社（１９７６年）１９９頁以下 
・ 沢井裕「公害差止の理論」日本評論社（１９７６年）１５７頁以下  
・ 西原道夫＝木村保男編「公害法の基礎」青林書院新社（１９７６年）１６２頁以下  
・ 山口和男「複合汚染に対する差止請求についての一考察」司法研修所論集 創立３
０周年記念号Ⅰ．（１９７７年）２０４頁以下 
・ 木村保男＝東畠敏明＝坂和章平「複数汚染源に対する差止請求」法律時報５０号１
０頁（１９７８年）８６頁 
・ 牛山積「複数汚染源に対する差止請求」自由と正義３４巻４号（１９８３年）２３
頁 
・ 淡路剛久「公害・環境問題と法理論―最近の公害・環境訴訟を中心に―（５）」ジ
ュリスト８４４号（１９８５年）９０頁 
・ 牛山積「公害法の課題と理論」日本評論社（１９８７年）１６５頁 。 
・ 横浜弁護士会編「差止訴訟の法律と実務」第一法規出版（２００４年）８１頁以下 
・ 大塚直「環境法（第３版）」有斐閣（２０１０年）６９２頁以下 
   
３ 差止請求権の法的性質に関する論文・文献  
・浜田稔「不法行為の効果に関する一考察」私法１５号（１９５６年）９１頁。 
・舟橋諄一「法律学全集１８ 物権法」有斐閣（１９６０年）２６頁以下。 
・ 加藤一郎「序論―公害法の現状と展望」加藤一郎編「公害法の生成と展望」岩波書
店（１９６８年）１頁以下。  
・野村好弘「故意過失及び違法性」加藤一郎編『公害法の生成と展開―公害法の研究
Ⅰ』岩波書店（１９６８年）３８７頁以下。 
・竹内保雄「差止命令」加藤一郎編『公害法の生成と展開―公害法の研究Ⅰ』岩波書
店（１９６８年）４３８頁。 
・淡路剛久「公害における故意・過失と違法性」ジュリスト４５８号３７５頁（１９
７０年） 
・大阪弁護士会環境権研究会編「環境権」日本評論社（１９７３年）１５７頁以下。 
・伊藤高義「差止請求権」西原道雄＝沢井裕編『現代損害賠償法講座５』日本評論社
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（１９７３年）３９５頁。 
・沢井裕「公害差止の法理」日本評論社３頁以下、５０頁（１９７６年） 
・上村明広「差止請求訴訟の機能」新堂幸司編集代表『講座民事訴訟②訴訟の提起』
弘文堂２７３頁以下（１９８４年） 
・広中俊雄「新版民法綱要 第一巻」創文社（２００６年）。 
・四宮和夫「現代法律学全集１０ 事務管理・不当利得・不法行為 中巻・下巻」青
林書院（１９８５年）４６５頁以下 
・日本弁護士連合会公害対策・環境保全委員会編「森林の明日を考える」有斐閣（１
９９１年）２８５頁以下。 
・福永有利「新訴訟類型としての『集団利益訴訟』の法理―環境保護訴訟・消費者保
護訴訟についての一考察―」民訴雑誌４０号（１９９４年）６１頁。 
・舟橋諄一「物権編序説」舟橋諄一＝徳本鎮編「新版注釈民法（６）」有斐閣（１９９
７年）１１頁。 
・大塚直「人格権に基づく差止請求―他の構成による差止請求との関係を中心として」
民商法雑誌１１６巻４＝５号１頁以下（１９９７年） 
・吉田克己・「現代市民社会と民法学」日本評論社２４４頁以下（１９９９年）２４２
頁以下。 
・淡路剛久「権利生成のための法解釈学―環境権訴訟を例として」法曹時報５０巻６
号（２００１年）２０頁。 
・中山充「環境権の意義と今後の展開」淡路剛久教授・阿部泰隆教授還暦記念「環境
法学の挑戦」日本評論社（２００２年）４５頁以下、 
・吉田克己「『景観利益』の法的保護」判例タイムズ１１２０号６７頁（２００３年） 
・藤岡康弘「不法行為と権利論―権利論の二元的構成に関する一考察」早稲田法学８
０巻３号１５９頁（２００５年） 
・中山充「環境共同利用権―環境権の一形態」成文堂（２００６年）１０３頁以下。 
・藤岡康宏「競争秩序と差止論」ＮＢＬ８６３号（２００７年）５６頁以下 
・吉村良一「不法行為法［第４版］」有斐閣１１８頁以下（２０１０年） 
・根本尚徳「差止請求権の理論」有斐閣２３頁以下（２０１１年） 
・大塚直「環境訴訟と差止の法理―差止に関する環境共同利用権説・集団利益訴訟論・
環境秩序説をめぐって―」平井宜雄先生古稀記念論文集 有斐閣（２００７年）７
０１頁 
・新美育文「差止についての立法をどのように考えるか」法律時報増刊「民法改正を
考える」日本評論社（２００８年）３４５頁 
・大塚直「差止根拠論の新展開について―近時の議論に対する批判的検討」前田庸先
生喜寿記念論文集「企業法の変遷」有斐閣（２００９年）４５頁 
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 ４ 共同不法行為に関する論文・文献 
・末弘巌太郎「債権各論」有斐閣（１９１８年）１０９９頁～１１０１頁。 
・我妻栄「事務管理・不当利得・不法行為（新法学全集）」日本評論社（１９４０年）
１９１頁以下。 
・加藤一郎「不法行為（増補版）（法律学全集２２-Ⅱ）」有斐閣（１９７４年）２０５
頁以下。 
・淡路剛久「公害賠償の理論」有斐閣（１９７５年）１１７頁以下。 
・高木多喜男ほか「民法講義６ 不法行為等（大学双書）」有斐閣（１９７７年）能見
善久執筆部分２５５頁以下 
・前田達明「不法行為法」青林書院（１９８０年）１７６頁以下。 
・森島昭夫「不法行為法講義」有斐閣（１９８７年）８５頁以下。 
・四宮和夫「不法行為（事務管理・不当利得・不法行為 中巻・下巻）現代法律学全
集１０」青林書院（１９８７年）７６０頁以下。 
・平井宜雄「債権各論Ⅱ 不法行為」弘文堂（１９９２年）１８７頁以下。 
・幾代通＝徳本伸一「不法行為法」有斐閣（１９９３年）２２４頁以下。 
・大塚直「共同不法行為論」法律時報６６巻１０号（１９９４年）３０頁 
・大塚直「原因競合における割合的責任論に関する基礎的考察―競合的不法行為を中
心として」星野英一先生古希祝賀記念論文集「日本民法学の形成と課題 下」有斐
閣（１９９６年）８４９頁以下。 
・沢井裕「テキストブック 事務管理・不当利得・不法行為（第３版）」有斐閣（２０
０１年）３４１頁以下。 
・吉村良一「公害・環境私法の展開と今日的課題」法律文化社（２００２年）２１９
頁以下 
・瀬川信久「共同不法行為論展開の事案類型と論理」平井宜雄先生古希記念論文集「民
法学における法と政策」有斐閣（２００７年） 
・大塚直「差止と損害賠償―不法行為法改正試案について」民法改正研究会「民法改
正と世界の民法典」信山社（２００９年） 
・吉村良一「不法行為法（第５版）」有斐閣（２０１７年）２４０頁以下 
・前田陽一「共同不法行為論・競合的不法行為論の再検討―じん肺訴訟・アスベスト
訴訟を機縁に原因競合論の観点からー」加藤一郎先生追悼論文集「変動する日本社
会と法」有斐閣（２０１１年）５１１頁 
・内田貴「民法Ⅱ（第３版）」東京大学出版会（２０１１年）５２９頁以下 
・潮見佳男「不法行為法Ⅱ［第２版］」信山社（２０１１年）１２５頁以下 
・前田達明＝原田剛「共同不法行為法論」成文堂（２０１２年）２６３頁以下 
・前田陽一「民法７１９条１項後段をめぐる共同不法行為論の新たな展開―建設アス
ベスト訴訟を契機として」野村豊弘先生古希記念論文集「民法の未来」商事法務（２
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０１４年）２９１頁以下 
・大塚直「建設アスベスト訴訟における加害行為の競合―横浜地判平成２４年５月２
５日判決（横浜建設アスベスト訴訟判決）機縁として」野村豊弘先生古希記念論文
集「民法の未来」商事法務（２０１４年）２０９頁 
・前田陽一「民法７１９条の存在意義と原因競合論―民法７１９条の立法論的課題検
討のための準備作業として」現代不法行為研究会編「不法行為法の立法的課題」別
冊ＮＢＬ１５５号（２０１５年）２２５頁 
・大塚直「共同不法行為・競合的不法行為に関する検討」ＮＢＬ１０５６号（２０１
５年）４７頁 
・大塚直「共同不法行為・競合的不法行為に関する検討（補遺）」現代不法行為研究会
編「不法行為法の立法的課題」別冊ＮＢＬ１５５号（２０１５年）２２５頁 
・内田貴「近時の共同不法行為論に関する覚書（上）（下）―条文にない概念」ＮＢＬ
１０８１号４頁，同１０８２号３２頁（２０１６年） 
・内田貴「近時の共同不法行為論に関する覚書（続）（上）（下）―７１９条１項後段
の解釈論」ＮＢＬ１０８６号４頁，同１０８７号１９頁（２０１６年） 
・潮見佳男「基本講義 債権各論Ⅱ 第２版増補版」新世社（２０１６年）１７３頁
以下 
  
５ 抽象的差止請求の適法性に関する論文・文献 
・近藤完爾ほか「研究会・公害訴訟（第１７回・最終回、主文と執行の問題）ジュリ
スト５０２号（１９７２年）９０頁 
・富田義範「不作為執行（生活妨害差止めの執行）」裁判実務体系７（民事執行訴訟法）
青林書院（１９７６年）４９５頁 
・竹下守夫「生活妨害の差止と強制執行」立教法学１３号（１９７４年）１頁 
・上村明広「差止請求訴訟の機能」「講座民事訴訟２（訴訟の提起）」弘文堂（１９７
９年）２７３頁 
・竹下守夫「生活妨害の差止と強制執行・再論」判例タイムズ４２８号（１９８１年）
２７頁 
・松浦馨「差止の強制執行」三日月章＝中野貞一郎＝竹下守夫編「新版・民事訴訟法
演習２」有斐閣（１９８３年）２７４頁 
・松本博之「抽象的不作為命令を求める差止請求の適法性」自由と正義３４巻４号（１
９８３年）２９頁 
・中野貞一郎「非金銭執行の諸問題」「新・実務民事訴訟講座（民事執行）」日本評論
社（１９８４年）４７５頁以下 
・井上治典「請求の特定」井上治典＝伊藤眞＝佐上喜和「これからの民事訴訟」日本
評論社（１９８４年）４７頁  
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・佐上喜和「公害環境問題と差止訴訟の課題」ジュリスト８６６号（１９８６年）４
４頁 
・潮海一雄「大気汚染公害訴訟における差止請求をめぐる諸問題」法律時報６２巻１
１号（１９９０年）２６頁 
・川嶋四郎「差止訴訟―抽象的差止請求における強制執行の適法性の検討を中心とし
て」ジュリスト９８１号（１９９１年）６８頁 
・司法研修所編「民事弁護教材 民事執行」日本弁護士連合会（１９９３年） 
・藤村和夫「差止請求」判例タイムズ８５０号（１９９４年）４８頁 
・佐藤彰一「差止請求論」法律時報６６巻１０号（１９９４年）４８頁 
・藤田広美「民事執行・保全」羽鳥書店（２０１０年）２０１頁以下 
 
６ 複数汚染源の被告間の関係についての実体法的考察 
・長利「判例解説（最判昭和３４年３月２６日）」「最高裁判所判例解説 民事篇（昭
和３４年度）５１頁 
・枡田「判例解説（最判昭和３６年１２月１５日）」「最高裁判所判例解説 民事篇（昭
和３６年度）４３７頁 
・宮田信夫「判例解説（最判昭和３８年３月１２日）」「最高裁判所判例解説 民事篇
（昭和３８年度）９４頁 
・千種秀夫「判例解説（最判昭和４３年３月１５日）」「最高裁判所判例解説 民事篇
（昭和４３年度）」３２５頁 
・奈良次郎「判例解説（最判昭和４４年４月１７日）」「最高裁判所判例解説 民事篇
（昭和４４年度）」１０１４頁 
・東條敬「判例解説（最判昭和５０年３月６日）」「最高裁判所判例解説 民事篇（昭
和５０年度）」８９頁 
・沢井裕「公害の私法的研究」（１９６９年）１４９頁 
・沢井裕「公害差止の法理」日本評論社（１９７６年）１１０～１１４頁 
・四宮和夫「現代法律学全集１０ 事務管理・不当利得・不法行為 下巻」青林書院
（１９８５年）４６６頁 
・広中俊雄「現代法律学全集６ 物権法」第２版増補 青林書院（１９８７年）２２
９，２３６頁参照  
・西村信雄編「注釈民法（１１）債権（２）」有斐閣（１９６５年）３１頁（椿寿夫記
載部分） 
・黒木三郎「金銭債権者の債権者代位権と債務者の資力要件」判例評論１７２号（１
９７３年）２４頁 
・下森定「判批（最判昭和５０年３月６日）」判例評論２００号（１９７５年）２７頁。 
・星野英一「判批（最判昭和５０年３月６日）」法学協会雑誌９巻１０号（１９７６年）
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１２６頁以下 
・石田喜久夫「土地の売主の共同相続人がその相続した代金を債権を保全するため買
主に代位して他の共同相続人に対し所有権移転登記手続を請求することの許否」民
商法雑誌７４巻１号（１９７６年）８７頁 
・川井健「土地の売主の共同相続人がその相続した代金債権を保全するため買主に代
位して他の共同相続人に対し所有権移転登記手続をすることの許否」金融・商事判
例４９２号（１９７６年）２頁 
・星野英一「民法概論Ⅲ（債権総論）」良書普及会（１９７８年）１４９頁、１５３頁 
・根本尚徳「差止請求権の理論」有斐閣（２０１１年）１２、１８頁。 
・工藤祐厳「債権者代位権と債務者の無資力」中田裕康・窪田充見編「民法判例百選
Ⅱ債権［第７版］」別冊ジュリスト２２４号（２０１５年）２８頁以下 
・中田裕康「共同型債務について」編高翔龍外８名「日本民法学の新たな時代 星野
英一先生追悼」有斐閣（２０１５年）３９３頁以下 
・三平聡史「共有不動産の紛争解決の実務」民事法研究会（２０１７年）１５０頁 
 
